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赤字：アクションプラン改定版に新たに掲げる施策案
【】：資料Ｂとの対応符号

「PPP/PFI推進に当たっての課題について」における課題分類 これまでの取組施策（～平成29年度） 今後の取組施策案（平成30年度～）

１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分

①   公共施設の更新・維持管理に関する負担等、将来的な
課題が管理者等や住民で十分には共有されていない

②   管理者等が公共施設等の資産を保有しないことの意義と
課題が管理者等や住民で十分には共有されていない

③   公共サービスの官民の役割分担やPPP/PFIの有効性・
必要性が管理者等や住民で十分には共有されていない

④   他の地方公共団体と比較した自らの地方公共団体にお
けるPPP/PFIの実施状況の見える化が十分でない

・都道府県単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数や優先
的検討規程の策定状況等の見える化

・一層の見える化推進（地方公共団体単位でのPFI＋PPP
（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化等）

①   PFI法をはじめとする法制度や優先的検討、支援制度の
実効性・柔軟性に改善余地（PPP/PFI推進の障害事項の
整理と対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用分野
に関する検討等）

・法改正（PFI法・水道法：H30通常国会提出）
・優先的検討規程の策定・運用の推進【施策C①（１）】
・一部の事業分野における優先的検討の要件化【施策C①
（１）】
・各事業分野における推進施策を各省庁で検討・展開
・多様な支援を各省庁が実施

・優先的検討の負担軽減策として、柔軟性・実効性のある検
討・導入手法の開発（簡易検討におけるVFM計算省略、詳
細検討における導入可能性調査省略、代替措置としてサウン
ディング・定性評価の手法充実等）を検討【施策C①
（２）】
・障害事項の整理、対策検討
・各種取組・支援の継続実施

②   PPP/PFI推進のインセンティブ施策の展開（特に進捗の
芳しくない分野における集中的な展開）に改善余地

・アクションプランにおける重点分野設定と施策展開【施策A
①】
・繰上償還（PFI法改正）【施策A①】
・先導的事業に対する導入可能性調査費の補助支援

・重点分野・施策のフォローアップ【施策A①】
・各種支援の継続実施（H30予算支援事業含む）

③   助言機能の強化や案件調査の推進、各事業分野との連
携に改善余地

・助言・ワンストップ機能強化（PFI法改正）【施策D④
（１）】

・強化した助言・ワンストップ機能の実働（管理者等に対する
支援・モニタリングスキームの詳細検討）【施策D④（１）】
・期間満了案件の効果検証

・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定を要請
【施策B①（２）】
・ほぼ全ての地方公共団体が公共施設等総合管理計画を策
定・公表【施策B①（２）】
・政府インターネットTV等による啓発
・アクションプランや各種手引等によるメッセージ発信

・個別施設計画の策定・公表【施策B①（２）】
・公共施設等総合管理計画の精緻化【施策B①（２）】
・更なる啓発とメッセージ発信

２．（１）PPP/PFI制度面の課題

PPP/PFI推進に当たっての課題に対する取組施策/内閣府案① 【資料Ａ】
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						国
国系機関（独法、機構等） クニ		県
県系機関（公社等） ケン		政令市・市区町村（20万人～） セイレイ シ		市区町村（3～20万人） シク チョウソン マンニン		市区町村（～3万人） シク チョウソン マンニン

				空港 クウコウ		関空・伊丹空港（コンセッション）
仙台空港（コンセッション）
高松空港（コンセッション）
東京国際空港国際線地区エプロン等整備等事業（BTO）
東京国際空港（羽田）D滑走路建設工事（DB） カンクウ イタミ クウコウ センダイ クウコウ タカマツ クウコウ		兵庫県但馬空港（コンセッション）
静岡空港（コンセッション） ヒョウゴケン タジマ クウコウ シズオカ クウコウ

				水道 スイドウ				埼玉県浄水場排水処理施設整備運営（BTO）
群馬県東部水道企業団（包括委託）
神奈川県箱根地区水道事業（包括委託）
広島県西部地域水道（指定管理）
知多浄水場始め4浄水場排水処理施設整備・運営事業（BTO） サイタマケン ジョウスイジョウ ハイスイ ショリ シセツ セイビ ウンエイ グンマケン トウブ スイドウ キギョウダン ホウカツ イタク カナガワケン ハコネ チク スイドウ ジギョウ ホウカツ イタク ヒロシマケン サイブ チイキ スイドウ シテイ カンリ		横浜市浄水場再整備（BTO/265億円）
岡崎市浄水場更新（BTM/110億円）
佐世保市北部浄水場統合事業（DBO/92億円）
松山市かきつばた浄水場・高井神田浄水場ろ過施設整備等事業（DBO）
富山市浜黒崎浄化センター・倉垣浄水園・水橋浄化センター維持管理業務包括委託（包括委託）
 ヨコハマシ ジョウスイジョウ サイセイビ オクエン オカザキシ ジョウスイジョウ コウシン オクエン サセボシ ホクブ ジョウスイジョウ トウゴウ ジギョウ オクエン マツヤマシ トヤマシ ホウカツ イタク		大牟田市・荒尾市浄水場等整備（DBO/80億円）
会津若松市浄水場更新（DBO/103億円）
館林市（包括委託/8億円）
かほく市上下水道維持管理（包括委託/8億円）
横手市大沢第二浄水場整備事業（DB）
津山市小田中浄水場更新事業（DB）
四国中央市中田井浄水場等更新整備・運営事業（DBO/119億円）
見附市青木浄水場更新事業（DBO/112億円）
 オオムタシ アラオシ ジョウスイジョウナド セイビ オクエン アイヅワカマツシ ジョウスイジョウ コウシン オクエン タテバヤシシ ホウカツ イタク オクエン ヨコテシ ツヤマシ オダナカ ジョウスイジョウ コウシン ジギョウ シコクチュウオウシ オクエン ミツケシ アオキ ジョウスイジョウ コウシン ジギョウ オクエン		夕張市浄水場等整備（BTO/46億円）
紫波町浄配水場等運営業務及び古館水源系施設更新工事（DBO） ユウバリシ ジョウスイジョウナド セイビ オクエン

				下水道 ゲスイドウ				宮城県流域下水道（指定管理）
東京都東部スラッジプラント汚泥炭化事業（DBO）
東京都東部スラッジプラント汚泥炭化事業（その2）（DBO）
東京都清瀬水再生センター汚泥ガス化炉事業（DBO）
滋賀県湖西浄化センター汚泥燃料化事業（DBO/48億円）
広島県芦田川浄化センター下水汚泥固形燃料化事業（DBO/36億円）
京都府洛西浄化センター下水汚泥固形燃料化事業（DBO/38億円）
秋田県県北地区広域汚泥資源化事業（DBO/61億円）
福岡県御笠川浄化センター下水汚泥固形燃料化事業（DBO/96億円）
兵庫県兵庫西流域下水汚泥広域処理場1・2系溶融炉改築工事（DB+O）
愛知県衣浦東部下水汚泥燃料化施設機械設備工事（DB+O） ミヤギケン リュウイキ ゲスイドウ シテイ カンリ トウキョウ ト トウブ オデイ タンカ ジギョウ トウキョウ ト キヨセ ミズ サイセイ オデイ カ ロ ジギョウ シガ ケン オクエン ヒロシマケン オクエン キョウトフ オクエン アキタケン ケンホク チク コウイキ オデイ シゲンカ ジギョウ オクエン フクオカケン オクエン ヒョウゴケン アイチケン		豊橋市バイオマス利活用（BTO/148億円）
熊本市下水汚泥固形燃料化（DBO/62億円）
浜松市下水道（コンセッション）
佐賀市下水汚泥堆肥化事業（DBO）
広島市下水汚泥燃料化事業（DBO/87億円）
北九州市下水汚泥燃料化事業（DBO/43億円）
名古屋市下水汚泥固形燃料化（DBO/199億円）
福岡市下水汚泥固形燃料化（DBO/95億円）
神戸市東部スラッジセンター汚泥焼却設備工事（DB+O/117億円）
千葉市中央浄化センター等包括的維持管理業務委託（包括委託/31億円）
千葉市南部浄化センター等包括的維持管理業務委託（包括委託/84億円）

 トヨハシシ リカツヨウ オクエン クマモトシ ゲスイ オデイ コケイ ネンリョウカ オクエン ハママツシ ゲスイドウ サガシ ゲスイ オデイ タイヒカ ジギョウ オクエン キタキュウシュウシ ナゴヤシ フクオカシ コウベシ ヒガシ ブ オデイ ショウキャク セツビ コウジ オクエン チバシ ホウカツ イタク オクエン ナンブ		黒部市下水道バイオマス利活用（BTO/36億円）
青梅市下水道（包括委託）
志木市中継ポンプ場設備機器等更新事業（DBO）
宇部市玉川ポンプ場事業（DBO/153億円）
大船渡浄化センター施設改良付包括運営事業（施設改良、維持管理の包括）
久慈公共下水道北部ほか汚管渠整備事業（DB） クロベシ ゲスイドウ リカツヨウ オクエン オウメシ ゲスイドウ ホウカツ イタク シキシ ウベシ オクエン ホウカツ

				浄化槽 ジョウカソウ				愛知県豊川浄化センター汚泥処理（RO・BTO）
滋賀県湖南浄化センター更新（DB)		横浜市汚泥資源化センター（BTO）		十和田市浄化槽整備推進事業（BTO）
宮古市浄化槽事業（BTO）
奥州市（水沢区）市営浄化槽整備事業（BTO）
富田林市浄化槽整備推進事業（BTO）
唐津市浄化槽市町村整備推進事業（BTO）
和泉市浄化槽整備推進事業（BTO）
柏原市浄化槽整備推進事業（BTO）		紀宝町営浄化槽整備推進事業（BTO）
三好市浄化槽市町村整備推進事業（BTO）
（仮称）愛南町営浄化槽整備推進事業（BTO）
嵐山町管理型浄化槽整備推進事業（BTO）
みやき町浄化槽整備推進事業（BTO）
壮瞥町管理型浄化槽整備事業（BTO）
香春町浄化槽整備推進事業（BTO）

				有料
道路 ユウリョウ ドウロ		NEXCO		愛知県道路（コンセッション） アイチケン ドウロ

				道路（有料道路以外） ドウロ ユウリョウ ドウロ イガイ						府中市（包括委託） フチュウシ ホウカツ イタク		指宿市道の駅（BTO）
函南町道の駅（BTO）
川西市中央北地区PFI事業（BTO）
笠岡バイパス道の駅地域振興施設整備等事業（BTO）
笠岡バイパス道の駅地域振興施設整備事業（BTO）
木更津市道の駅（DBO）
本巣市観光等施設再整備事業（DBO）		(仮称)ハイウェイテラス・京たんば整備事業（DBO）

				学校 ガッコウ				奈良県養徳学舎整備（余剰地の定期借地）
北海道立旭川高等技術専門学院省エネ改修事業（DB）
群馬県上毛学舎再整備事業（余剰地の定期借地）
静岡県森地区新構想高等学校ＰＦＩ事業(BTO) ナラケン ヨウ トク ガクシャ セイビ ヨジョウ チ テイキ シャクチ ホッカイドウ リツ グンマケン シズオカケン		四日市市小中学校整備（BTO）
川崎市小中学校整備（BTO）
北九州市中学校整備（BTO）
旭川市小学校整備（BTO）
京都市耐震（RO）、空調整備（BTO）
福岡市空調整備（BTO）
新庄小学校分離新設校及び公民館（BTO）
市川市ケアハウス整備等PFI事業 市川市第七中学校校舎・給食室・公会堂整備等並びに保育所整備PFI事業（BTO）
他29件 ヨッカイチ シ ショウチュウガッコウ セイビ カワサキ シ ショウチュウガッコウ セイビ キタキュウシュウシ チュウガッコウ セイビ アサヒカワシ ショウガッコウ セイビ キョウトシ クウチョウ セイビ フクオカシ クウチョウ セイビ ホカ ケン		八千代市小学校・生涯学習施設整備（BTO）
富士見市小学校・図書館・児童クラブ整備（BTO）
東根市小学校整備（BTO）
川西市小学校耐震（RO）
木更津第一小改築及び木更津市学校給食センタ整備事業(BTO)
釧路市立学校施設耐震化ＰＦＩ事業（第二期）(RO)
（仮称）小山小学校校舎建設等PFI事業(BTO)
長岡京市立小中学校普通教室等空気調和環境提供等事業(BOT)
（仮称）門真市立統合中学校整備PFI事業(BTO)
銚子市立銚子高等学校施設整備等事業(BTO)
（仮称）泉大津市立戎小学校整備事業(BTO)
（仮称）古川南中学校設計、建設、維持管理及び運営事業(BTO)
東郷町新設小学校施設整備事業(BTO)
他20件 ヤチヨシ ショウガッコウ ショウガイ ガクシュウ シセツ セイビ フジミシ ショウガッコウ トショカン ジドウ セイビ ヒガシネシ ショウガッコウ セイビ カワニシシ ショウガッコウ タイシン ホカ ケン		南部地区小学校等設計・建設・維持管理事業(BTO)
まんのう町立満濃中学校改築町立図書館等複合施設整備事業(BTO)
他2件 ホカ ケン

				大学研究機関 ダイガク ケンキュウ キカン		大阪大学研究棟改修（RTO・BOT）
幌延深地層研究計画地下研究施設整備（第II期）等事業(BTO)
総合地球環境学研究所 施設整備事業(BTO)
京都大学（南部）医薬系総合研究棟施設整備事業(BTO)
電気通信大学100周年キャンパス整備・運営事業（定期借地） オオサカ ダイガク ケンキュウ トウ カイシュウ		神奈川県衛生研究所特定事業（神奈川県衛生研究所等施設整備等事業）(BOT)

				給食センター キュウショク						仙台市給食センター整備（BOT/100億円）
千葉市給食センター整備（BTO/69億円）
豊中市学校給食センター整備事業（DB）
豊中市第2学校給食センター整備運営事業（DBO/77億円）
白石市学校給食センター整備運営配送事業（DBO）
姫路市北部エリア学校給食センター整備及び運営事業（DBO/52億円）
岡崎市東部学校給食センター整備事業（DB/25億円）
他20件 センダイシ オクエン チバシ オクエン トヨナカシ トヨナカシ ダイ ガッコウ ウンエイ ジギョウ オクエン シライシ シ ガッコウ キュウショク セイビ ウンエイ ハイソウ ジギョウ ヒメジシ ホクブ ガッコウキュウショク セイビ オヨ ウンエイ ジギョウ オクエン オカザキ シ トウブ ガッコウ キュウショク セイビ ジギョウ オクエン ホカ ケン		浦安市給食センター整備（BTO）
大垣市給食センター整備（BTO）
大洲市給食センター整備（BTO）
野々市市給食センター整備（BTO）
つくばみらい市給食センター整備（DBO)
東郷町調理場増設（リース）
（仮称）名取市新学校給食共同調理場整備等事業(BTO)
東松島市新学校給食センター整備運営事業(BTO)
狭山市立第一学校給食センター更新事業(BTO)
鶴ヶ島市学校給食センター更新施設（仮称）整備運営事業(BTO)
吉川市学校給食センター整備運営事業(BTO)
(仮称)ふじみ野市上福岡学校給食センター整備運営事業(BTO)
仮称浦安市千鳥学校給食センター第三調理場整備運営事業(BTO)
立川市新学校給食共同調理場（仮称）整備運営事業(BTO)
田原市給食センター整備運営事業(BTO)
大洲市学校給食センター整備運営事業(BTO)
粕屋町学校給食共同調理場整備運営事業(BTO)
（仮称）伊達市学校給食センター整備運営事業(BTO)
上山市学校給食センター建設・維持管理等事業(BTO)
可児市学校給食センター整備・維持管理等事業 (BTO)
伊万里市学校給食センター（仮称）整備事業(BTO)
他40件 ウラヤスシ キュウショク セイビ オオガキシ オオス シ ノノイチ シ シ トウゴウチョウ チョウリ バ ゾウセツ ホカ ケン		宇田津町給食センター整備（BTO） ウダツ マチ

				図書館 トショカン						北九州市図書館・ホール等整備（BTO） キタキュウシュウシ トショカン ナド セイビ		稲城市図書館整備（BTO/41億円）
大府市図書館・ホール等整備（BTO/99億円）
安城市図書館・ホール等整備（BTO/63億円）
藤枝市図書館・商業施設整備（定期借地/21億円）
桑名市図書館等複合公共施設整備（BOT/116億円）
都城市図書館整備・管理運営等事業（包括委託）
 イナギシ トショカン セイビ オクエン オオブシ トショカン ナド セイビ オクエン アンジョウシ トショカン ナド セイビ オクエン フジエダシ トショカン ショウギョウ シセツ セイビ テイキ シャクチ オクエン ミヤコノジョウシ トショカン セイビ カンリ ウンエイトウ ジギョウ ホウカツ イタク

				スポーツ施設 シセツ				兵庫県尼崎健康増進施設整備（BTO）
新潟県プール整備運営（BTO）
下関地域総合武道館（仮称）整備等事業(BTO) ヒョウゴケン アマガサキ ケンコウ ゾウシン シセツ セイビ ニイガタケン セイビ ウンエイ		墨田区総合体育館建設等（BTO/152億円）
鹿児島市プール整備運営（BTO/73億円）
川越市健康運動施設整備運営（BTO/62億円）
八王子市体育館整備運営（BTO/120億円）
川崎市スポーツ施設整備等（BTO/181億円）
北九州市スタジアム整備等（BTO/107億円）
広島市民球場（指定管理）
新潟市アイスアリーナ整備・運営事業（DBO/21億円）
福岡市旧臨海工場余熱利用施設借受者等公募（建物賃貸借） スミダク ソウゴウ タイイクカン ケンセツ ナド オクエン カゴシマシ セイビ ウンエイ オクエン カワゴエシ ケンコウ ウンドウ シセツ セイビ ウンエイ オクエン ハチオウジシ タイイクカン セイビ ウンエイ オクエン カワサキシ シセツ セイビ ナド オクエン キタキュウシュウシ セイビ ナド オクエン オクエン フクオカシ タテモノ チンタイシャク		守山市スポーツセンター整備運営（BTO）
神栖中央公園防災アリーナ（仮称）整備運営事業(BTO)
羽島市民プールの整備・運営事業(BOT)
（仮称）山崎地区屋内温水プール施設整備事業(BOT)
豊岡市総合健康ゾーン整備運営事業（DBO/26億円）
泉佐野市関空アイスリーナ整備事業（リース）
佐野市みかもクリーンセンター余熱利用施設整備運営事業（DBO/20億円） モリヤマシ セイビ ウンエイ		旧仙石原中学校跡地活用事業(PPP・定借)

				文化施設 ブンカ シセツ		国交省・海の中道科学館改修運営（RO) コッコウショウ ウミ ナカミチ カガクカン カイシュウ ウンエイ		神奈川県近代美術館（BOT）
長崎県美術館（指定管理） カナガワケン キンダイ ビジュツカン ナガサキケン ビジュツカン シテイ カンリ		杉並区公会堂改築（BOT）
福岡市美術館リニューアル（RO）
清水町小学校跡地活用事業(PPP・定借)
津市久居駅東側周辺地区整備事業（余剰地の定期借地）
浜松科学館展示リニューアル及び管理運営事業（DBO）
札幌市市民会館代替施設設置事業（リース） スギナミク コウカイドウ カイチク フクオカシ ビジュツカン		（仮称）新文化センター整備運営事業(BOT)
鳥取市鳥取砂丘砂の美術館整備事業（DB）
立川市旧庁舎施設等活用事業（改修＋指定管理者）

				その他文教施設 タ ブンキョウ シセツ		国立女性教育会館運営（コンセッション） コクリツ ジョセイ キョウイク カイカン ウンエイ		東京都多摩地区ユースプラザ整備等（RO）
徳島県青少年センター整備（RO）
区部ユース・プラザ（仮称）整備等事業(BOT)
北海道立オホーツク圏地域食品加工技術センター省エネ改修工事（DB） トクシマケン セイショウネン セイビ		福岡市児童会館・交流センター等整備（定期借地）
千葉市少年自然の家（仮称）整備事業(BTO)
西宮市児童発達支援センター等施設整備事業（DB/10億円）
川崎市産学公民連携研究センター整備事業（定期借地） フクオカシ ジドウ カイカン コウリュウ ナド セイビ テイキ シャクチ		岩見沢市生涯学習センター整備事業(BTO)
（仮称）生涯学習センター整備等事業(BTO)		紫波町交流促進センター整備（定期借地） シワチョウ コウリュウ ソクシン セイビ テイキ シャクチ

				公営住宅 コウエイ ジュウタク		公務員宿舎勝島町住宅（仮称）整備事業（BTO）
他40件 ホカ ケン		大阪府営住宅整備（BT）
広島県営住宅整備（BTO）
山形県営住宅移転建替（BTO）
徳島県営住宅集約整備（BOT）
県営上安住宅整備事業（BTO）
徳島県県営住宅集約化PFI事業（BOT）
静岡県営住宅今沢団地建替等整備（設計・施工・設備法定点検等一括/30億円） オオサカ フエイ ジュウタク セイビ ヒロシマケンエイ ジュウタク セイビ ヤマガタケンエイ ジュウタク イテン ダテ タイ トクシマ ケンエイ ジュウタク シュウヤク セイビ		秋田市営住宅建替（BT)
小松市営住宅建替（BT)
横浜市保土ヶ谷区用地活用（定期借地）
西宮市営住宅耐震改修（DB）
権太坂三丁目用地活用事業（PPP・定借）
青森市営住宅幸畑第二団地建替工事（DB/9億円） アキタ シエイ ジュウタク タテカ コマツ シエイ ジュウタク タテカ ヨコハマシ ホドガヤク ヨウチ カツヨウ テイキ シャクチ ニシノミヤ シエイ ジュウタク タイシン カイシュウ		市営新町住宅他建替え事業（BTO）
米沢市公営住宅塩井町団地建替等事業（2号棟）（BTO）
鶴岡市立荘内病院医師公舎整備等事業（BTO）
高浜町1番住宅等大規模集約事業（BT）
能代市営住吉町住宅建替事業（BT/24億円）
常陸太田市鯨ヶ丘定住促進宅の設計、建設、管理及び運営事業（建物賃貸借）		県営坂地区住宅整備事業(第１期)（BTO）
山北駅北側定住促進住宅整備事業（BTO）
大刀洗町定住促進住宅整備事業（仮称）（BTO）
豊後高田市子育て支援住宅等整備ＰＦＩ事業（BTO）

				クルーズ船ターミナル セン		東京国際空港国際線地区貨物ターミナル整備・運営事業（BOO）

				MICE
施設 シセツ				奈良県コンベンション施設等整備運営（BTO/220億円）
沖縄県大型MICE施設整備運営事業（DBO/427億円） ナラケン シセツナド セイビ ウンエイ オクエン オキナワケン オオガタ シセツ セイビ ウンエイ ジギョウ オクエン		横浜市みなとみらいMICE（BTO） ヨコハマシ

				観光施設 カンコウ シセツ		奈良少年刑務所（コンセッション）
海の中道海浜公園海洋生態科学館改修・運営事業（RO）				熊本市観光交流施設（BTO/44億円）
堺市来訪者サービス施設整備事業（定期借地）
横浜市横浜型高齢者向け住まい整備・運営事業（定期借地）
横浜市南部市場にぎわい創出事業（定期借地） クマモトシ カンコウ コウリュウ シセツ オクエン サカイ シ ライ オトズ シャ シセツ セイビ ジギョウ テイキ シャクチ		掛川城（指定管理）
廿日市市新宮島水族館整備・運営事業 （BTO）
三島市三島駅南口広域観光交流拠点整備事業（不動産売買）
小田原市お城通り地区広域交流施設整備（定期借地） カケガワジョウ シテイ カンリ		とがやま温泉施設整備事業（BTO）

				公園 コウエン						大阪城公園パークマネジメント（指定管理）
天王寺公園エントランスエリア魅力創造・管理運営（都市公園法に基づく設置・管理許可）
長井海の手公園整備等事業（BTO）
渋谷区宮下公園等整備事業（余剰地の定期借地）
吹田市千里南公園パークカフェ整備事業（都市公園法に基づく設置・管理許可）
名古屋市久屋大通公園整備運営事業（都市公園法に基づく設置・管理許可）
千葉市稲毛海浜公園検見川地区活性化施設整備事業（都市公園法に基づく設置・管理許可） オオサカジョウコウエン シテイ カンリ テンノウジ コウエン ミリョク ソウゾウ カンリ ウンエイ トシ コウエン ホウ モト セッチ カンリ キョカ				神石高原町仙養ヶ原森林公園整備等事業（コンセッション）

				複合
施設 フクゴウ シセツ		旧奈良監獄の保存及び活用に係る公共施設等運営事業（コンセッション）		埼玉県・春日部市東部地域振興ふれあい拠点施設(仮称)整備事業（等価交換）
京都府運転免許更新センター・地域防犯ステーション（仮称）等複合施設整備事業（定期借地） トウカ コウカン キョウトフ テイキ シャクチ		市川市校舎・給食室・公会堂・保育所整備（BTO）
京都市中学校・保育所・デイサービスセンター整備（BTO）
岡崎市複合施設整備（BTO）
吹田市複合施設整備（BTO）
横浜市戸塚公益施設整備（BTO）
練馬区複合施設整備（定期借地）
高座渋谷駅前複合ビル建設運営事業（PPP・定借）
下関市細江町三丁目地区社会教育複合施設整備運営事業（DBO/80億円）
茅ヶ崎市浜見平地区複合施設整備事業（定期借地） キョウトシ チュウガッコウ ホイク ジョ セイビ オカザキシ フクゴウ シセツ セイビ スイタシ フクゴウ シセツ セイビ ヨコハマシ トツカ コウエキ シセツ セイビ ネリマク フクゴウ シセツ セイビ テイキ シャクチ		橿原市私有地有効活用（BTO/97億円）
藤枝市藤枝駅周辺にぎわい再生拠点施設整備事業（定期借地）
流山市おおたかの森駅前市有地活用事業（定期借地・等価交換方式） カシハラシ シユウチ ユウコウ カツヨウ オクエン フジエダシ テイキ シャクチ シ モリ テイキ シャクチ トウカ コウカン ホウシキ		紫波町交流促進センター整備（定期借地） シワチョウ コウリュウ ソクシン セイビ テイキ シャクチ

				事務
庁舎 ジム チョウシャ		九段第３合同庁舎・千代田区役所本庁舎整備等事業（BTO）		埼玉県庁舎ESCO（BOT/2億円)
北海道東京事務所用地有効活用事業（余剰地の定期借地）
神奈川県高津合同庁舎再整備事業（定期借地） オクエン カナガワケン テイキ シャクチ		京都市伏見区庁舎整備（BTO）、左京区庁舎整備（DBM)
横浜市瀬谷区庁舎・公園整備（BTO)
さいたま市大宮区役所整備（BTO)
豊島区庁舎整備（市街地再開発）
渋谷区庁舎整備（余剰地の定期借地）
プラザノース整備事業（BTO）
千葉市消費生活センター・計量検査所複合施設PFI特定事業（BOT）
江東区役所耐震補強事業（DB/15億円）
西宮市第二庁舎整備事業（DB） キョウトシ フシミク チョウシャ セイビ サキョウク チョウシャ セイビ ヨコハマシ セヤク チョウシャ コウエン セイビ シ オオミヤ ク ヤクショ セイビ トシマク チョウシャ セイビ シガイチ サイカイハツ シブヤク チョウシャ セイビ ヨジョウ チ テイキ シャクチ		浦安市庁舎整備（DB)
高浜市庁舎整備（リース）
紫波中央駅前都市整備事業（オガールプロジェクト）（PPP・定借）
座間市上下水道局庁舎等整備事業（リース/5億円）
東村山市包括施設管理委託（包括委託）
他10件 ウラヤスシ チョウシャ セイビ タカハマシ チョウシャ セイビ ホカ ケン		紫波町庁舎整備（BTO）
他4件 シワチョウ チョウシャ セイビ ホカ ケン

				公務員
宿舎 コウムイン シュクシャ				三重県営職員公舎整備（BOO・BOT）
神奈川県警察職員宿舎整備運営事業（第２期）（土地使用貸借方式/9億円）
大分県長浜地区職員宿舎定期借地整備事業（定期借地）
宮崎県緑ヶ丘警察職員住宅建設・賃貸・管理事業（用地貸付・賃貸借） ミエケンエイ ショクイン コウシャ セイビ トチ シヨウ タイシャク ホウシキ オクエン オオイタ ケン テイキ シャクチ ミヤザキケン ミドリガオカ ケイサツ ショクイン ジュウタク チンタイ ジギョウ				鶴岡市立荘内病院医師公舎整備等事業（BTO）

				駐車場 チュウシャジョウ						名古屋市金城ふ頭駐車場整備事業（DB/143億円） ナゴヤシ カネシロ アタマ チュウシャジョウ セイビ ジギョウ オクエン		奈良県橿原市近鉄八木駅南駐車場等施設整備事業（BTO）
鯖江駅周辺駐車場整備PFI事業（BOT）		長洲駅南側周辺駐車場整備事業（BOT）

				廃棄物
処理
施設 ハイキブツ ショリ シセツ				埼玉県資源循環工場整備（BTO）
岩手県クリーンセンター整備運営（BOO） サイタマケン シゲン ジュンカン コウジョウ セイビ イワテケン セイビ ウンエイ		名古屋市焼却溶融施設整備運営（BTO/364億円）、ごみ処理施設整備運営（BTO/537億円）
姫路市焼却施設整備運営（DBO・DBM/430億円）
浜松市清掃工場整備運営（DBO/389億円）
さいたま市クリーンセンター整備（DBO/534億円）
熊本市焼却施設整備運営（DBO/167億円）
多摩地域廃棄物エコセメント化施設整備運営事業（DBO/530億円）
藤沢市北部環境事業所1号炉更新運営事業（DBO）
藤沢市北部環境事業所新2号炉更新運営事業（DBO/172億円）
福島市あらかわクリーンセンター焼却炉建替事業（DBO）
平塚市リサイクルプラザ施設運転管理委託（包括委託/34億円）
西宮市東部総合処理センター焼却施設整備事業（DBO/224億円）
豊中市・伊丹市クリーンランドリサイクルセンター整備運営事業（DBO/170億円）
藤沢市リサイクルセンター整備・運営事業（DBO・DBM/88億円）
青森市清掃施設建設事業及び運営事業（DBO/185億円）
呉市一般廃棄物最終処分場整備等事業（DBO/53億円）
一宮市リサイクルセンター整備運営事業（DBO/36億円）
福岡都市圏南部組合新南部工場施設整備・運営事業（DBO/291億円）
船橋市西浦資源リサイクル施設整備運営事業（DBO/41億円）
船橋市北部清掃工場整備・運営事業（DBO/214億円）
船橋市南部清掃工場整備・運営事業（DBO/349億円）
岡山市西部リサイクルプラザ整備・運営事業（DBO/78億円）
浦安市廃棄物処理施設長期包括責任委託事業（包括委託/134億円）
熊本市新西部環境工場整備及び運営事業（DBO/167億円） ナゴヤシ ショウキャク ヨウユウ シセツ セイビ ウンエイ オクエン ショリ シセツ セイビ ウンエイ オクエン ヒメジシ ショウキャク シセツ セイビ ウンエイ オクエン ハママツシ セイソウ コウジョウ セイビ ウンエイ オクエン シ セイビ オクエン クマモトシ ショウキャク シセツ セイビ ウンエイ オクエン オクエン フジサワシ シン オクエン フクシマ シ ショウキャクロ タ カ ジギョウ ヒラツカシ ホウカツ イタク オクエン ニシノミヤシ オクエン トヨナカシ イタミシ オクエン		御殿場・小山広域組合焼却施設整備運営（BTO153億円）
益田地区広域クリーンセンター整備運営（BOT/80億円）
薩摩川内市汚泥再生処理センター施設整備運営事業（DBO/83億円）
薩摩川内市川内クリーンセンター基幹的設備改良事業（DBO/108億円）
三条市新ごみ処理施設整備･運営事業（DBO/190億円）
成田市・富里市新清掃工場整備及び運営事業（DBO/172億円）
別杵速見組合藤ヶ谷清掃センター更新事業（DBO/199億円）
西秋川衛生組合ごみ処理施設整備・運営事業（DBO/176億円）
都城市クリーンセンター建設・維持管理事業（DBM/128億円）
置賜広域組合汚泥再生処理センター整備・運営事業（DBO/285億円）
村上市新ごみ処理場整備・運営事業（DBO/107億円）
津山圏域組合クリーンセンター施設建設・運営事業（DBO/170億円）
津山圏域組合汚泥再生処理センター施設建設・運営事業（DBO/71億円）
ふじみ野市・三芳町環境センター整備・運営事業（DBO/194億円）
武蔵野市クリーンセンター整備運営事業（DBO/205億円）
長与・時津組合熱回収施設整備・運営事業（DBO/64億円）
近江八幡市新一般廃棄物処理施設整備及び運営事業（DBO/134億円）
横手市クリーンプラザよこて整備及び運営事業（DBO/155億円）
仙南広域組合クリーンセンター整備運営事業（DBO/188億円）
小諸市新ごみ焼却施設建設及び運営事業（DBO/50億円）
北但行政事務組合ごみ処理施設整備・運営事業（DBO/173億円）
八代市環境センター施設整備・運営事業（DBO/158億円）
湖周行政事務組合ごみ処理施設整備事業（DBO/128億円）
今治市新ごみ処理施設整備・運営事業（DBO/212億円） オヤマ コウイキ クミアイ ショウキャク シセツ セイビ ウンエイ オクエン マスダ チク コウイキ セイビ ウンエイ オクエン サツマ センダイシ オデイ サイセイ ショリ オクエン サツマ センダイシ オクエン ベツ キネ クミアイ フジ タニ セイソウ コウシン ジギョウ オクエン ニシ アキ カワ エイセイ クミアイ オクエン オクエン オ タマワ コウイキ クミアイ オクエン ムラカミシ オクエン シセツ ケンセツ オクエン		串本町古座川町衛生組合汚泥再生処理センター整備事業（DBO）
四万十町汚泥再生処理センター建設工事（DB/14億円）
西海市エネルギー回収推進施設整備・運営事業（DBO/69億円）
二宮町剪定枝資源化施設整備及び運営事業（DBO/12億円）
東御市生ごみリサイクル施設整備運営事業（DBO/10億円）
紫波町汚泥再生処理センター建設・運営事業（DBO）
 エイセイ クミアイ オデイ サイセイ ショリ セイビ ジギョウ オクエン オクエン オクエン オクエン

				病院 ナコ				愛媛県立中央病院整備運営事業（BTO）
がん・感染症医療センター（仮称）整備運営事業（RO）		京都市立病院整備運営事業（DBO）
長崎市新市立病院整備運営事業（BTO）		大崎市民病院本院建設事業（DB/82億円） オオサキシミン ビョウイン ホン イン ケンセツ ジギョウ オクエン

				斎場 サイジョウ						盛岡市火葬場整備（DBO）
岡崎市仮想場整備（BTO）
（仮称）宇都宮市新斎場整備・運営事業（BTO）
仮称越谷広域斎場整備等事業（BTO）
奈良市新斎苑等整備運営事業（DBO）
岡山市東山斎場再整備事業（DB/41億円）
岡山市北斎場整備事業（DB）
名古屋市第2斎場火葬炉設備工事（DB） モリオカシ カソウバ セイビ オカザキシ カソウ ジョウ セイビ		（仮称）泉佐野市火葬場整備運営事業（BTO）
小田原市斎場整備運営事業（BTO）
仙南広域組合白石斎苑及び柴田斎苑建替整備運営事業（DBO/29億円）
泉南市泉南阪共立火葬場建設事業（DB）
別杵速見組合秋草葬斎場設備等改修事業（DB）

				福祉施設 フクシ シセツ				岡山県総合福祉・ボランティア会館整備（RO）
埼玉県障害者交流センターESCO事業（BOT）
他4件 ホカ ケン		岡崎市こども発達センター整備運営（BTO・RO）
江古田の森保健福祉施設の整備･運営事業（BOT）
練馬駅北口区有地活用事業（PPP・定借）
鶴見中央一丁目土地有効活用事業 （PPP・定借）
熊本市総合保健福祉センター（仮称）整備等事業（BTO）
富山市旧総曲輪小学校跡地活用事業（定期借地） オカザキシ ハッタツ セイビ ウンエイ		中央区立人形町保育園等複合施設整備等事業（BTO）
山陽町新型ケアハウス整備事業（BTO）
他9件 ホカ ケン		平取町生活支援ハウス整備事業（振内地区）（BTO）
永平寺町健康福祉施設設計・運営事業（設計・維持管理・運営包括）

				行刑施設 ギョウケイ シセツ		島根あさひ社会復帰促進センター（BOT）

				警察・消防・自衛隊施設 ケイサツ ショウボウ ジエイタイ シセツ		海上自衛隊資料館建設維持管理（RO） カイジョウ ジエイ タイ シリョウカン ケンセツ イジ カンリ		神宮前一丁目民活再生プロジェクト（BTO）
中部運転免許センターPFI事業（BTO）
千葉県警察本部新庁舎建設等事業（BTO）
大阪府立消防学校再整備等事業（BTO）
盛岡中央消防署新庁舎及び（仮称）山岸出張所庁舎整備等事業（BTO）				（仮称）沼津市消防本部・北消防署庁舎整備事業（BTO）

				発電施設 ハツデン シセツ						船橋市西浦下水処理場消化ガス発電事業（民設民営）				東吾妻町箱嶋湧水発電（BTO） ヒガシ アズマチョウ ハコ シマ ユウスイ ハツデン

				工業用水道 コウギョウヨウ スイドウ

				市街地再開発 シガイチ サイカイハツ						戸塚駅西口第1地区第二種市街地再開発事業に伴う公益施設整備事業（BTO）

				漁港 ギョコウ										女川町水産加工団地排水処理施設整備等事業（BTO）

				港湾・ふ頭 コウワン トウ		佐原広域交流拠点PFI事業（BTO）
飛島ふ頭南側コンテナターミナル事業（BOO）		吉島地区ボートパーク（仮称）整備運営事業
（BOO）

				その他交通 タ コウツウ						神戸市ロープウェー再整備（RO） コウベシ サイセイビ

				公有地活用 コウユウチ カツヨウ				東京都都市再生ステップアップ・プロジェクト（宮下地区）事業（定期借地）
東京都都市再生ステップアップ・プロジェクト（竹芝地区）事業（定期借地）
東京都交通局馬込車両工場跡地開発事業（定期借地）
大阪府タウン管理財団泉ヶ丘駅前地区（南エリア）活性化事業（不動産売買）
千葉県南房パラダイス企画提案型財産売払い（不動産売買） トウキョウ ト ミヤシタ ジギョウ テイキ シャクチ トウキョウ ト トウキョウ ト テイキ シャクチ オオサカ フ カンリ ザイダン フドウサン バイバイ チバケン フドウサン バイバイ		新松戸地域学校跡地有効活用事業（事業用地の一部売却・定期借地）
佐賀市新佐賀商工ビル整備運営事業（リース）
横浜市権太坂三丁目用地活用事業（定期借地）
京都市山ノ内浄水場跡地活用（定期借地）
堺市大浜北町市有地活用事業（定期借地）
広島市ヤード跡地集客施設等整備事業（不動産売買）
姫路市キャスティ２１コアゾーン開発（不動産売買）
岡山市出石小学校跡地整備事業（定期借地）
札幌市新さっぽろ駅周辺地区G・Iが行く公募提案型売却（不動産売買）
函館市函館駅前市有地等整備事業（定期借地）
旧総曲輪小学校跡地活用事業（PPP・定借） ジギョウ ヨウチ イチブ バイキャク テイキ シャクチ サガシ シン サガ ショウコウ セイビ ウンエイ ジギョウ ヨコハマシ テイキ シャクチ キョウト テイキ シャクチ サカイ シ オオハマキタマチ シ ユウ ヒロシマシ フドウ サン バイバイ ヒメジシ テイキ シャクチ サッポロシ シン エキ シュウヘン チク イ コウボ テイアンガタ バイキャク フドウサン バイバイ ハコダテシ テイキ シャクチ		山口市新山口駅北地区拠点施設整備事業（定期借地）
国立市清化園跡地活用事業（定期借地）
三浦市市民交流拠点整備事業（定期借地） ヤマグチ シ シン テイキ シャクチ クニタチシ テイキ シャクチ





雛形

		○○における課題と施策　　※全事業共通・主要な事業分野（空港・学校等）毎にシートを作成 カダイ シサク シュヨウ ジギョウ ブンヤ ナド ゴト サクセイ												43101

														○○省○○課 ショウ カ

				本事業分野の進捗等に関する現状認識及び早急に解決すべきと考える課題についてご記載下さい。 ホン ジギョウ ブンヤ シンチョクナド カン ゲンジョウ ニンシキ オヨ ソウキュウ カイケツ カンガ カダイ キサイクダ





				上記のご認識に基づき、取組済・取組中・取組予定の施策についてご記載下さい。　※各事業分野により進捗が異なりますので、全ての欄を埋めて頂く必要はございません。 ジョウキ ニンシキ モト トリクミ スミ トリクミチュウ トリクミ ヨテイ シサク キサイクダ カクジギョウ ブンヤ シンチョク コト スベ ラン ウ イタダ ヒツヨウ



						「PPP/PFI推進に当たっての課題について」
における課題分類 カダイ ブンルイ		本事業分野における施策
【取組済・取組中】 ホン ジギョウ ブンヤ シサク トリクミ スミ トリクミ チュウ		本事業分野における施策
【平成30年度内取組予定】 ホン ジギョウ ブンヤ シサク ヘイセイ ネンド ナイ トリクミ ヨテイ		本事業分野における施策
【中期的（今後３年程度以内）に取組予定】 ホン ジギョウ ブンヤ シサク チュウキテキ コンゴ ネン テイド イナイ トリクミ ヨテイ		本事業分野における施策
【取組検討案】 ホン ジギョウ ブンヤ シサク トリクミ ケントウ アン

						１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分

						２．（１）PPP/PFI制度面の課題

						２．（２）管理者等への啓発・教育に課題

						２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分

						２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分

						３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について

						３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について

				備考・補足事項があれば、ご記載下さい。 ビコウ ホソク ジコウ キサイクダ







雛形_水道

		水道分野における課題と施策 スイドウ ブンヤ カダイ シサク												43101

														○○省○○課 ショウ カ

				本事業分野の進捗等に関する現状認識及び早急に解決すべきと考える課題についてご記載下さい。 ホン ジギョウ ブンヤ シンチョクナド カン ゲンジョウ ニンシキ オヨ ソウキュウ カイケツ カンガ カダイ キサイクダ





				上記のご認識に基づき、取組済・取組中・取組予定の施策についてご記載下さい。　※各事業分野により進捗が異なりますので、全ての欄を埋めて頂く必要はございません。 ジョウキ ニンシキ モト トリクミ スミ トリクミチュウ トリクミ ヨテイ シサク キサイクダ カクジギョウ ブンヤ シンチョク コト スベ ラン ウ イタダ ヒツヨウ



						「PPP/PFI推進に当たっての課題について」
における課題分類 カダイ ブンルイ		本事業分野における施策
【取組済・取組中】 ホン ジギョウ ブンヤ シサク トリクミ スミ トリクミ チュウ		本事業分野における施策
【平成30年度内取組予定】 ホン ジギョウ ブンヤ シサク ヘイセイ ネンド ナイ トリクミ ヨテイ		本事業分野における施策
【中期的（今後３年程度以内）に取組予定】 ホン ジギョウ ブンヤ シサク チュウキテキ コンゴ ネン テイド イナイ トリクミ ヨテイ		本事業分野における施策
【取組検討案】 ホン ジギョウ ブンヤ シサク トリクミ ケントウ アン

						１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分		（PPP/PFI共通事象） キョウツウ ジショウ

						２．（１）PPP/PFI制度面の課題		・水道法の改正 スイドウ ホウ カイセイ

						２．（２）管理者等への啓発・教育に課題		・自治体や業界団体をメンバーとする連絡会を開催 ジチタイ ギョウカイ ダンタイ レンラクカイ カイサイ

						２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分		・パンフレットを作成 サクセイ

						２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分		？

						３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について		・自治体や業界団体をメンバーとする連絡会を開催 ジチタイ ギョウカイ ダンタイ レンラクカイ カイサイ

						３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について		（個別事業） コベツ ジギョウ

				備考・補足事項があれば、ご記載下さい。 ビコウ ホソク ジコウ キサイクダ







全般_180109

		PPP/PFI事業全般における課題と取組施策 ジギョウ ゼンパン カダイ トリクミ シサク										※赤字は、今後新規に取り組む必要性が高いと個人的に考えた事項 アカジ コンゴ シンキ ト ク ヒツヨウ セイ タカ コジンテキ カンガ ジコウ



				『PPP/PFI推進に当たっての課題について』
における課題分類 カダイ ブンルイ		取組施策
【平成29年度　取組】 トリクミ シサク ヘイセイ ネンド トリクミ		取組施策
【平成30年度～　取組予定】 シサク ヘイセイ ネンド トリクミ ヨテイ		取組施策
【中期的（今後３年程度以内）に取組予定】 シサク チュウキテキ コンゴ ネン テイド イナイ トリクミ ヨテイ		取組施策
【取組検討案】 シサク トリクミ ケントウ アン

				１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分

				①   公共施設の更新・維持管理に関する負担等、将来的な課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定を全ての地方公共団体に要請
・ほぼ全ての地方公共団体が公共施設等総合管理計画を策定・公表 コウキョウシセツ ナド ソウゴウ カンリ ケイカク コベツ シセツ ケイカク サクテイ スベ チホウ コウキョウ ダンタイ ヨウセイ サクテイ コウヒョウ		・個別施設計画の策定を推進
・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の精緻化を推進 コベツ シセツ ケイカク サクテイ スイシン		（左と同じ） ヒダリ オナ		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画に係る課題を住民へ丁寧に共有？（実施困難？） カダイ ジュウミン テイネイ キョウユウ ジッシ コンナン

				②   管理者等が公共施設等の資産を保有しないことの意義と課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		（・経済財政諮問会議等で議論？） ケイザイザイセイシモン カイギ ナド ギロン		（・経済財政諮問会議等で議論？） ケイザイザイセイシモン カイギ ナド ギロン		（左と同じ） ヒダリ オナ		・管理者等や住民を巻き込んだ議論の提起？（実施困難？） カンリシャ ナド ジュウミン マ コ ギロン テイキ ジッシ コンナン

				③   公共サービスの官民の役割分担やPPP/PFIの有効性・必要性が管理者等や住民で十分には共有されていない		・インターネットTV等を通じて啓発を実施 ツウ ケイハツ ジッシ		・分かりやすい情報提供を通じて一般市民の認知度向上・理解浸透を図る ワ ジョウホウ テイキョウ ツウ イッパン シミン ニンチ ド コウジョウ リカイ シントウ ハカ		（左と同じ） ヒダリ オナ

				④   他の地方公共団体と比較した自らの地方公共団体におけるPPP/PFIの実施状況の見える化が十分でない				・地方公共団体別PFI（＋PPPの一部）実施状況の見える化 ベツ		（左と同じ） ヒダリ オナ

				２．（１）PPP/PFI制度面の課題

				①   PFI法をはじめとする法制度や優先的検討、支援制度の実効性・柔軟性に改善余地（PPP/PFI推進の障害事項の整理と対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用分野に関する検討等）		・PFI法改正
・優先的検討規程の策定・運用を推進
・多様な支援を各省庁が展開 ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン タヨウ シエン カクショウチョウ テンカイ		・優先的検討規程の策定・運用の一層の推進、実効性・柔軟性の改善（導入可能性調査をサウンディングで代替等）
・各種支援の継続実施、ブラッシュアップ イッソウ スイシン ジッコウ セイ ジュウナンセイ カイゼン ナド カクシュ シエン ケイゾク ジッシ		（左と同じ） ヒダリ オナ		・PPP/PFIの障害事項の整理と対応
・PFI手続きの簡素化の検討
・公的不動産利活用に関する検討
・優先的検討を要件化する事業分野の拡大検討 ケントウ ユウセンテキ ケントウ ヨウケン カ ジギョウ ブンヤ カクダイ ケントウ

				②   PPP/PFI推進のインセンティブ施策の展開（特に進捗の芳しくない分野における集中的な展開）に改善余地		(・導入可能性調査等の費用補助） ドウニュウ カノウセイ チョウサ ナド ヒヨウ ホジョ		・リース活用における補助金等のイコールフッティングの現状把握				・インセンティブ施策の検討 シサク ケントウ

				③   助言機能の強化や案件調査の推進、各事業分野との連携に改善余地		・助言機能の強化体制を検討		・助言機能の体制強化（事業推進部会の設置等） ジョゲン キノウ タイセイ キョウカ ジギョウ スイシン ブカイ セッチ ナド

				２．（２）管理者等への啓発・教育に課題

				①   地方公共団体職員だけでなく、首長・議会も含めた理解の促進が必要		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催 チイキ カイサイ		・左の取組の継続実施、ブラッシュアップ ヒダリ トリクミ ケイゾク ジッシ

				②   地域コア人材の育成が必要		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催
・専門家派遣
・自治体訪問 チイキ カイサイ ジチ カラダ ホウモン		・左の取組の継続実施、ブラッシュアップ ヒダリ トリクミ ケイゾク ジッシ

				③   公務員全体に対する幅広い理解の促進が必要								（長期的課題？） チョウキテキ カダイ

				２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分

				①   具体的な事例について、用語の統一に配慮しつつ分かりやすい方法で紹介（動画使用や成功団体の職員による説明等）する必要		・優先的検討規程の『運用の手引き』に事例集を掲載
・事業班の講演資料 ユウセンテキ ケントウ キテイ ウンヨウ テビ ジレイ シュウ ケイサイ ジギョウ ハン コウエン シリョウ		・意見を踏まえて、分かりやすく情報を横展開 イケン フ ワ ジョウホウ ヨコ テンカイ

				２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分

				①   それぞれの地方公共団体のPPP/PFIの経験値に応じた推進方策の検討が必要		・経験の少ない自治体向けの営業ツールを作成（事務負担がそれほど増えないこと・地元企業で取り組めることをアピール） ケイケン スク ジチタイ ム エイギョウ サクセイ		・左の営業ツールを用いて、自治体へ営業
・事業推進部会で対策検討 ヒダリ エイギョウ モチ ジチタイ エイギョウ ジギョウ スイシン ブカイ タイサク ケントウ

				②   PPP/PFIの導入が進まない地方公共団体について、それぞれの地域の実情把握や進まない理由の分析が必要				・事業推進部会で対策検討 ジギョウ スイシン ブカイ タイサク ケントウ

				③   特に経験のない地方公共団体において、地元企業が能力を発揮できるような取り組みやすい事業や既に多くの成功事例が形成されている事業（サービス購入型事業等）の周知を図り、確実な実施を推進する取組が必要		（・営業ツールに盛り込む） エイギョウ モ コ		・事業推進部会で対策検討 ジギョウ スイシン ブカイ タイサク ケントウ

				④   経験の少ない地方公共団体でも案件化を可能にするための人材の共有やノウハウの見える化が必要				・事業推進部会で対策検討 ジギョウ スイシン ブカイ タイサク ケントウ

				⑤   事業の特性や経験の蓄積に応じたPPP/PFI手続き（導入検討）の簡素化が必要				・事業推進部会で対策検討
・優先的検討については、導入可能性調査をサウンディングで代替する方向で検討（→サウンディング・マニュアルの作成が必要？） タイサク ケントウ サクセイ ヒツヨウ

				３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について

				①   民間事業者・投資家の参入意欲を刺激する取組（例えば情報のオープンデータ化推進や流動化対応、市場規模の見える化、民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等）が必要		・民間提案活用指針を策定
・主要事業分野の市場規模を見える化		・情報のオープンデータ化推進				・流動化対応？（但し、誰が何をすることから着手？）
・民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等を検討？ リュウドウカ タイオウ タダ ダレ ナニ チャクシュ ケントウ

				②   専門人材（管理者等側コンサル、地方・中小企業を中心とする民間企業）の育成に改善余地								（長期的課題？） チョウキ テキ カダイ

				③   地元企業や地域金融機関の一層の関与・協力を促す必要		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催 チイキ カイサイ		・左の取組の継続実施、ブラッシュアップ
・PFI推進機構、DBJ（、PFI協会？）に一層の協力を仰ぐ？ ヒダリ トリクミ ケイゾク ジッシ スイシン キコウ キョウカイ イッソウ キョウリョク アオ

				３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について

				①   官民対話が十分になされていないケースが存在				・事業推進部会で実態把握、対策検討
・優先的検討において、導入可能性調査をサウンディングで代替する方向で検討 ジッタイ ハアク タイサク

				②   官民のリスク分担が明確化されていないケースが存在				・事業推進部会で実態把握、対策検討 ジッタイ ハアク タイサク

				③   適切でない契約条件（料金設定、本体・付帯事業の分離、民間事業者へのインセンティブ措置、設計変更に伴う費用調整等）により、最適な民間事業者が参画せず、潜在的な事業価値を毀損したケースが存在				・事業推進部会で実態把握、対策検討 ジッタイ ハアク タイサク
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		PPP/PFI事業全般における課題と取組施策 ジギョウ ゼンパン カダイ トリクミ シサク								1/17/18



				『PPP/PFI推進に当たっての課題について』
における課題分類 カダイ ブンルイ		取組施策
【平成29年度　取組】 トリクミ シサク ヘイセイ ネンド トリクミ		取組施策
【平成30年度～　取組予定】 シサク ヘイセイ ネンド トリクミ ヨテイ		取組施策
【取組検討案】 シサク トリクミ ケントウ アン

				１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分

				①   公共施設の更新・維持管理に関する負担等、将来的な課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定を全ての地方公共団体に要請
・ほぼ全ての地方公共団体が公共施設等総合管理計画を策定・公表 コウキョウシセツ ナド ソウゴウ カンリ ケイカク コベツ シセツ ケイカク サクテイ スベ チホウ コウキョウ ダンタイ ヨウセイ サクテイ コウヒョウ		・個別施設計画の策定を推進
・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の精緻化を推進 コベツ シセツ ケイカク サクテイ スイシン		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画に係る課題を住民へ丁寧に共有？（実施困難？） カダイ ジュウミン テイネイ キョウユウ ジッシ コンナン

				②   管理者等が公共施設等の資産を保有しないことの意義と課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		（・経済財政諮問会議等で議論？） ケイザイザイセイシモン カイギ ナド ギロン		（・経済財政諮問会議等で議論？） ケイザイザイセイシモン カイギ ナド ギロン		・管理者等や住民を巻き込んだ議論の提起？（実施困難？） カンリシャ ナド ジュウミン マ コ ギロン テイキ ジッシ コンナン

				③   公共サービスの官民の役割分担やPPP/PFIの有効性・必要性が管理者等や住民で十分には共有されていない		・インターネットTV等を通じて啓発を実施 ツウ ケイハツ ジッシ		・分かりやすい情報提供を通じて一般市民の認知度向上・理解浸透を図る ワ ジョウホウ テイキョウ ツウ イッパン シミン ニンチ ド コウジョウ リカイ シントウ ハカ

				④   他の地方公共団体と比較した自らの地方公共団体におけるPPP/PFIの実施状況の見える化が十分でない				・地方公共団体別PFI＋PPP（一部）実施状況の見える化 ベツ

				２．（１）PPP/PFI制度面の課題

				①   PFI法をはじめとする法制度や優先的検討、支援制度の実効性・柔軟性に改善余地（PPP/PFI推進の障害事項の整理と対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用分野に関する検討等）		・PFI法改正
・優先的検討規程の策定・運用を推進
・多様な支援を各省庁が展開 ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン タヨウ シエン カクショウチョウ テンカイ		・優先的検討規程の策定・運用の一層の推進、実効性・柔軟性の改善（導入可能性調査をサウンディングで代替等）
・各種支援の継続実施、ブラッシュアップ イッソウ スイシン ジッコウ セイ ジュウナンセイ カイゼン ナド カクシュ シエン ケイゾク ジッシ		・PPP/PFIの障害事項の整理と対応
・PFI手続きの簡素化の検討
・公的不動産利活用に関する検討
・優先的検討を要件化する事業分野の拡大検討 ケントウ ユウセンテキ ケントウ ヨウケン カ ジギョウ ブンヤ カクダイ ケントウ

				②   PPP/PFI推進のインセンティブ施策の展開（特に進捗の芳しくない分野における集中的な展開）に改善余地		(・導入可能性調査等の費用補助） ドウニュウ カノウセイ チョウサ ナド ヒヨウ ホジョ		・リース活用における補助金等のイコールフッティングの現状把握		・インセンティブ施策の検討 シサク ケントウ

				③   助言機能の強化や案件調査の推進、各事業分野との連携に改善余地		・助言機能の強化体制を検討		・助言機能の体制強化（事業推進部会の設置等） ジョゲン キノウ タイセイ キョウカ ジギョウ スイシン ブカイ セッチ ナド

				２．（２）管理者等への啓発・教育に課題

				①   地方公共団体職員だけでなく、首長・議会も含めた理解の促進が必要		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催 チイキ カイサイ		・左の取組の継続実施、ブラッシュアップ ヒダリ トリクミ ケイゾク ジッシ

				②   地域コア人材の育成が必要		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催
・専門家派遣
・自治体訪問 チイキ カイサイ ジチ カラダ ホウモン		・左の取組の継続実施、ブラッシュアップ ヒダリ トリクミ ケイゾク ジッシ

				③   公務員全体に対する幅広い理解の促進が必要						（長期的課題？） チョウキテキ カダイ

				２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分

				①   具体的な事例について、用語の統一に配慮しつつ分かりやすい方法で紹介（動画使用や成功団体の職員による説明等）する必要		・優先的検討規程の『運用の手引き』に事例集を掲載
・事業班の講演資料 ユウセンテキ ケントウ キテイ ウンヨウ テビ ジレイ シュウ ケイサイ ジギョウ ハン コウエン シリョウ		・意見を踏まえて、分かりやすく情報を横展開 イケン フ ワ ジョウホウ ヨコ テンカイ

				２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分

				①   それぞれの地方公共団体のPPP/PFIの経験値に応じた推進方策の検討が必要		・経験の少ない自治体向けの営業ツールを作成（事務負担がそれほど増えないこと・地元企業で取り組めることをアピール） ケイケン スク ジチタイ ム エイギョウ サクセイ		・左の営業ツールを用いて、自治体へ営業
・事業推進部会で対策検討 ヒダリ エイギョウ モチ ジチタイ エイギョウ ジギョウ スイシン ブカイ タイサク ケントウ

				②   PPP/PFIの導入が進まない地方公共団体について、それぞれの地域の実情把握や進まない理由の分析が必要				・事業推進部会で対策検討 ジギョウ スイシン ブカイ タイサク ケントウ

				③   特に経験のない地方公共団体において、地元企業が能力を発揮できるような取り組みやすい事業や既に多くの成功事例が形成されている事業（サービス購入型事業等）の周知を図り、確実な実施を推進する取組が必要		（・営業ツールに盛り込む） エイギョウ モ コ		・事業推進部会で対策検討 ジギョウ スイシン ブカイ タイサク ケントウ

				④   経験の少ない地方公共団体でも案件化を可能にするための人材の共有やノウハウの見える化が必要				・事業推進部会で対策検討 ジギョウ スイシン ブカイ タイサク ケントウ

				⑤   事業の特性や経験の蓄積に応じたPPP/PFI手続き（導入検討）の簡素化が必要				・事業推進部会で対策検討
・優先的検討については、導入可能性調査をサウンディングで代替する方向で検討（→サウンディング・マニュアルの作成が必要？） タイサク ケントウ サクセイ ヒツヨウ

				３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について

				①   民間事業者・投資家の参入意欲を刺激する取組（例えば情報のオープンデータ化推進や流動化対応、市場規模の見える化、民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等）が必要		・民間提案活用指針を策定
・主要事業分野の市場規模を見える化		・情報のオープンデータ化推進		・流動化対応？（但し、誰が何をすることから着手？）
・民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等を検討？ リュウドウカ タイオウ タダ ダレ ナニ チャクシュ ケントウ

				②   専門人材（管理者等側コンサル、地方・中小企業を中心とする民間企業）の育成に改善余地						（長期的課題？） チョウキ テキ カダイ

				③   地元企業や地域金融機関の一層の関与・協力を促す必要		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催 チイキ カイサイ		・左の取組の継続実施、ブラッシュアップ
・PFI推進機構、DBJ（、PFI協会？）に一層の協力を仰ぐ？ ヒダリ トリクミ ケイゾク ジッシ スイシン キコウ キョウカイ イッソウ キョウリョク アオ

				３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について

				①   官民対話が十分になされていないケースが存在				・事業推進部会で実態把握、対策検討
・優先的検討において、導入可能性調査をサウンディングで代替する方向で検討 ジッタイ ハアク タイサク

				②   官民のリスク分担が明確化されていないケースが存在				・事業推進部会で実態把握、対策検討 ジッタイ ハアク タイサク

				③   適切でない契約条件（料金設定、本体・付帯事業の分離、民間事業者へのインセンティブ措置、設計変更に伴う費用調整等）により、最適な民間事業者が参画せず、潜在的な事業価値を毀損したケースが存在				・事業推進部会で実態把握、対策検討 ジッタイ ハアク タイサク



推進のための施策に
「実施主体の裾野拡大の促進」を新設

・推進モデル構築の妥当性検証
・分野の進捗に応じた支援・情報展開

民間提案の
幅広い普及

プラットフォーム

優先的検討規程ライト

PREの制度改善を
行う場合

PREの推進モデル
（都市部・地方部）
提示

ピアプレッシャーの活用

プラットフォーム



全般_180126(森追記)【見えけし】

		PPP/PFI事業全般における課題と取組施策 ジギョウ ゼンパン カダイ トリクミ シサク								1/17/18



				『PPP/PFI推進に当たっての課題について』
における課題分類 カダイ ブンルイ		取組施策
【平成29年度までの取組】 トリクミ シサク ヘイセイ ネンド トリクミ		取組施策
【平成30年度～　取組予定】 シサク ヘイセイ ネンド トリクミ ヨテイ		取組施策
【取組検討案】 シサク トリクミ ケントウ アン

				１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分

				①   公共施設の更新・維持管理に関する負担等、将来的な課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定を全ての地方公共団体に要請（総務省）
・ほぼ全ての地方公共団体が公共施設等総合管理計画を策定・公表 コウキョウシセツ ナド ソウゴウ カンリ ケイカク コベツ シセツ ケイカク サクテイ スベ チホウ コウキョウ ダンタイ ヨウセイ ソウムショウ サクテイ コウヒョウ		・個別施設計画の策定を推進（総務省）
・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の精緻化を推進（総務省） コベツ シセツ ケイカク サクテイ スイシン ソウムショウ ソウムショウ		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画に係る課題を住民へ丁寧に共有？（実施困難？） カダイ ジュウミン テイネイ キョウユウ ジッシ コンナン

				②   管理者等が公共施設等の資産を保有しないことの意義と課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		（・経済財政諮問会議等で議論？） ケイザイザイセイシモン カイギ ナド ギロン		（・経済財政諮問会議等で議論？）
・リース方式の適用の是非（分野/規模）の検討？（政府としてお薦めする？） ケイザイザイセイシモン カイギ ナド ギロン ホウシキ テキヨウ ゼヒ ブンヤ キボ ケントウ セイフ スス		・管理者等や住民を巻き込んだ議論の提起？（実施困難？） カンリシャ ナド ジュウミン マ コ ギロン テイキ ジッシ コンナン

				③   公共サービスの官民の役割分担やPPP/PFIの有効性・必要性が管理者等や住民で十分には共有されていない		・政府インターネットTV等を通じて啓発を実施
・アクションプランや各種手引等に明記することによりメッセージは発信している セイフ ツウ ケイハツ ジッシ カクシュ テビ トウ メイキ ハッシン		・分かりやすい情報提供を通じて一般市民の認知度向上・理解浸透を図る
・２．（４）の対策検討を通じて、必要な取組を実施 ワ ジョウホウ テイキョウ ツウ イッパン シミン ニンチ ド コウジョウ リカイ シントウ ハカ タイサク ケントウ ツウ ヒツヨウ トリクミ ジッシ

				④   他の地方公共団体と比較した自らの地方公共団体におけるPPP/PFIの実施状況の見える化が十分でない		・都道府県単位でのPFI事業の件数、PPPも含めた件数（類型Ⅱ、Ⅲ）は見える化している。 トドウフケン タンイ ジギョウ ケンスウ フク ケンスウ ルイケイ ミ カ		・地方公共団体別PFI＋PPP（一部）実施状況の見える化 ベツ

				２．（１）PPP/PFI制度面の課題

				①   PFI法をはじめとする法制度や優先的検討、支援制度の実効性・柔軟性に改善余地（PPP/PFI推進の障害事項の整理と対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用分野に関する検討等）		・PFI法改正（平成30年通常国会提出予定）
・優先的検討規程の策定・運用を推進
・多様な支援を各省庁が展開 ヘイセイ ネン ツウジョウ コッカイ テイシュツ ヨテイ ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン タヨウ シエン カクショウチョウ テンカイ		・優先的検討規程の策定・運用の一層の推進、実効性・柔軟性の改善（導入可能性調査をサウンディングで代替等）（事業推進部会）
・PPP/PFIの障害事項の整理と対応（事業推進部会）
・PFI手続きの簡素化の検討（事業推進部会）
・公的不動産利活用に関する検討
・優先的検討を要件化する事業分野の拡大検討
・各種支援の継続実施、ブラッシュアップ イッソウ スイシン ジッコウ セイ ジュウナンセイ カイゼン ナド ジギョウ スイシン ブカイ ジギョウ スイシン ブカイ ジギョウ スイシン ブカイ カクシュ シエン ケイゾク ジッシ		・PPP/PFIの障害事項の整理と対応
・PFI手続きの簡素化の検討
・公的不動産利活用に関する検討
・優先的検討を要件化する事業分野の拡大検討 ケントウ ユウセンテキ ケントウ ヨウケン カ ジギョウ ブンヤ カクダイ ケントウ

				②   PPP/PFI推進のインセンティブ施策の展開（特に進捗の芳しくない分野における集中的な展開）に改善余地		(・導入可能性調査等の費用補助）
・PFI法改正（繰上償還） ドウニュウ カノウセイ チョウサ ナド ヒヨウ ホジョ ホウカイセイ クリアゲ ショウカン		・リース活用における補助金等のイコールフッティングの現状把握
・上記現状を踏まえたインセンティブ施策の検討 ジョウキ ゲンジョウ フ セ サク ケントウ		・インセンティブ施策の検討 シサク ケントウ

				③   助言機能の強化や案件調査の推進、各事業分野との連携に改善余地		・PFI法改正（助言機能の強化） ホウカイセイ		・助言機能の体制強化（事業推進部会の審議事項の一つ？）
（助言が必要な事案が発生した場合、当該事案について事業推進部会専門委員数名により調査審議？） ジョゲン キノウ タイセイ キョウカ ジギョウ スイシン ブカイ シンギ ジコウ ヒト ジョゲン ヒツヨウ ジアン ハッセイ バアイ トウガイ ジアン ジギョウ スイシン ブカイ センモン イイン スウメイ チョウサ シンギ

				２．（２）管理者等への啓発・教育に課題

				①   地方公共団体職員だけでなく、首長・議会も含めた理解の促進が必要		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催 チイキ カイサイ		・左の取組の継続実施、ブラッシュアップ ヒダリ トリクミ ケイゾク ジッシ

				②   地域コア人材の育成が必要		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催
・専門家派遣
・自治体訪問 チイキ カイサイ ジチ カラダ ホウモン		・左の取組の継続実施、ブラッシュアップ ヒダリ トリクミ ケイゾク ジッシ

				③   公務員全体に対する幅広い理解の促進が必要		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催
・専門家派遣
・自治体訪問 チイキ カイサイ ジチ カラダ ホウモン		・左の取組の継続実施、ブラッシュアップ ヒダリ トリクミ ケイゾク ジッシ		（長期的課題？） チョウキテキ カダイ

				２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分

				①   具体的な事例について、用語の統一に配慮しつつ分かりやすい方法で紹介（動画使用や成功団体の職員による説明等）する必要		・優先的検討規程の『運用の手引き』に事例集を掲載
・内閣府のHPや各省庁にも事例集がすでに存在事業班の講演資料 ユウセンテキ ケントウ キテイ ウンヨウ テビ ジレイ シュウ ケイサイ ナイカク フ カクショウチョウ ジレイ シュウ ソンザイ ジギョウ ハン コウエン シリョウ		・２．（４）の対策検討を通じて、必要な取組を実施意見を踏まえて、分かりやすく情報を横展開
・PREの推進モデル（都市部・地方部）提示 イケン フ ワ ジョウホウ ヨコ テンカイ スイシン トシブ チホウブ テイジ

				２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分

				①   それぞれの地方公共団体のPPP/PFIの経験値に応じた推進方策の検討が必要		・経験の少ない自治体向けの営業ツールを作成（事務負担がそれほど増えないこと・地元企業で取り組めることをアピール） ケイケン スク ジチタイ ム エイギョウ サクセイ		・左の営業ツールを用いて、自治体へ営業
・事業推進部会で対策検討 ヒダリ エイギョウ モチ ジチタイ エイギョウ ジギョウ スイシン ブカイ タイサク ケントウ

				②   PPP/PFIの導入が進まない地方公共団体について、それぞれの地域の実情把握や進まない理由の分析が必要				・事業推進部会で対策検討 ジギョウ スイシン ブカイ タイサク ケントウ

				③   特に経験のない地方公共団体において、地元企業が能力を発揮できるような取り組みやすい事業や既に多くの成功事例が形成されている事業（サービス購入型事業等）の周知を図り、確実な実施を推進する取組が必要		（・営業ツールに盛り込む） エイギョウ モ コ		・事業推進部会で対策検討 ジギョウ スイシン ブカイ タイサク ケントウ

				④   経験の少ない地方公共団体でも案件化を可能にするための人材の共有やノウハウの見える化が必要				・事業推進部会で対策検討 ジギョウ スイシン ブカイ タイサク ケントウ

				⑤   事業の特性や経験の蓄積に応じたPPP/PFI手続き（導入検討）の簡素化が必要				・事業推進部会で対策検討
・優先的検討については、導入可能性調査をサウンディングで代替する方向で検討（→サウンディング・マニュアルの作成が必要？） タイサク ケントウ サクセイ ヒツヨウ

				３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について

				①   民間事業者・投資家の参入意欲を刺激する取組（例えば情報のオープンデータ化推進や流動化対応、市場規模の見える化、民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等）が必要		・民間提案推進マニュアルの改定
・主要事業分野の市場規模を見える化
・情報のオープンデータ化（固定資産台帳等）推進（総務省） スイシン カイテイ		・情報のオープンデータ化（固定資産台帳等）推進（総務省）
・左の取組の継続実施、ブラッシュアップ コテイ シサン ダイチョウ トウ ソウムショウ		・流動化対応？（但し、誰が何をすることから着手？）
・民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等を検討？ リュウドウカ タイオウ タダ ダレ ナニ チャクシュ ケントウ

				②   専門人材（管理者等側コンサル、地方・中小企業を中心とする民間企業）の育成に改善余地		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催 チイキ カイサイ		・左の取組の継続実施、ブラッシュアップ ヒダリ トリクミ ケイゾク ジッシ		（長期的課題？） チョウキ テキ カダイ

				③   地元企業や地域金融機関の一層の関与・協力を促す必要		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催 チイキ カイサイ		・左の取組の継続実施、ブラッシュアップ
・PFI推進機構、DBJ（、PFI協会？）に一層の協力を仰ぐ？ ヒダリ トリクミ ケイゾク ジッシ スイシン キコウ キョウカイ イッソウ キョウリョク アオ

				３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について

				①   官民対話が十分になされていないケースが存在				・事業推進部会で実態把握、対策検討
・優先的検討において、導入可能性調査をサウンディングで代替する方向で検討 ジッタイ ハアク タイサク

				②   官民のリスク分担が明確化されていないケースが存在				・事業推進部会で実態把握、対策検討 ジッタイ ハアク タイサク

				③   適切でない契約条件（料金設定、本体・付帯事業の分離、民間事業者へのインセンティブ措置、設計変更に伴う費用調整等）により、最適な民間事業者が参画せず、潜在的な事業価値を毀損したケースが存在				・事業推進部会で実態把握、対策検討 ジッタイ ハアク タイサク



推進のための施策に
「実施主体の裾野拡大の促進」を新設

・推進モデル構築の妥当性検証
・分野の進捗に応じた支援・情報展開

民間提案の
幅広い普及

優先的検討規程ライト

PREの制度改善を
行う場合

PREの推進モデル
（都市部・地方部）
提示

ピアプレッシャーの活用

プラットフォーム

統合する

プラットフォーム



全般_180126(森追記)

		PPP/PFI事業全般における課題と取組施策 ジギョウ ゼンパン カダイ トリクミ シサク								1/29/18



				『PPP/PFI推進に当たっての課題について』
における課題分類 カダイ ブンルイ		取組施策
【平成29年度までの取組】 トリクミ シサク ヘイセイ ネンド トリクミ		取組施策
【平成30年度～　取組予定】 シサク ヘイセイ ネンド トリクミ ヨテイ

				１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分

				①   公共施設の更新・維持管理に関する負担等、将来的な課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定を全ての地方公共団体に要請（総務省）
・ほぼ全ての地方公共団体が公共施設等総合管理計画を策定・公表 コウキョウシセツ ナド ソウゴウ カンリ ケイカク コベツ シセツ ケイカク サクテイ スベ チホウ コウキョウ ダンタイ ヨウセイ ソウムショウ サクテイ コウヒョウ		・個別施設計画の策定を推進（総務省）
・公共施設等総合管理計画の精緻化を推進（総務省） コベツ シセツ ケイカク サクテイ スイシン ソウムショウ ソウムショウ

				②   管理者等が公共施設等の資産を保有しないことの意義と課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		（・経済財政諮問会議等で議論？） ケイザイザイセイシモン カイギ ナド ギロン		（・経済財政諮問会議等で議論？）
・リース方式の適用の是非（分野/規模）の検討？（政府としてお薦めする？） ケイザイザイセイシモン カイギ ナド ギロン ホウシキ テキヨウ ゼヒ ブンヤ キボ ケントウ セイフ スス

				③   公共サービスの官民の役割分担やPPP/PFIの有効性・必要性が管理者等や住民で十分には共有されていない		・政府インターネットTV等を通じて啓発を実施
・アクションプランや各種手引等に明記することによりメッセージは発信している セイフ ツウ ケイハツ ジッシ カクシュ テビ トウ メイキ ハッシン		・２．（４）の対策検討を通じて、必要な取組を実施 タイサク ケントウ ツウ ヒツヨウ トリクミ ジッシ

				④   他の地方公共団体と比較した自らの地方公共団体におけるPPP/PFIの実施状況の見える化が十分でない		・都道府県単位でのPFI事業の件数、PPPも含めた件数（類型Ⅱ、Ⅲ）は見える化している トドウフケン タンイ ジギョウ ケンスウ フク ケンスウ ルイケイ ミ カ		・地方公共団体別PFI＋PPP（一部）実施状況の見える化 ベツ

				２．（１）PPP/PFI制度面の課題

				①   PFI法をはじめとする法制度や優先的検討、支援制度の実効性・柔軟性に改善余地（PPP/PFI推進の障害事項の整理と対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用分野に関する検討等）		・PFI法改正（平成30年通常国会提出予定）
・優先的検討規程の策定・運用を推進
・多様な支援を各省庁が展開 ヘイセイ ネン ツウジョウ コッカイ テイシュツ ヨテイ ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン タヨウ シエン カクショウチョウ テンカイ		・優先的検討規程の策定・運用の一層の推進、実効性・柔軟性の改善（導入可能性調査をサウンディングで代替等）（事業推進部会）
・PPP/PFIの障害事項の整理と対応（事業推進部会）
・PFI手続きの簡素化の検討（事業推進部会）
・公的不動産利活用に関する検討
・優先的検討を要件化する事業分野の拡大検討
・各種支援の継続実施、ブラッシュアップ イッソウ スイシン ジッコウ セイ ジュウナンセイ カイゼン ナド ジギョウ スイシン ブカイ ジギョウ スイシン ブカイ ジギョウ スイシン ブカイ カクシュ シエン ケイゾク ジッシ

				②   PPP/PFI推進のインセンティブ施策の展開（特に進捗の芳しくない分野における集中的な展開）に改善余地		・導入可能性調査等の費用補助
・PFI法改正（繰上償還） ドウニュウ カノウセイ チョウサ ナド ヒヨウ ホジョ ホウカイセイ クリアゲ ショウカン		・リース活用における補助金等のイコールフッティングの現状把握
・上記現状を踏まえたインセンティブ施策の検討 ジョウキ ゲンジョウ フ セ サク ケントウ

				③   助言機能の強化や案件調査の推進、各事業分野との連携に改善余地		・PFI法改正（助言機能の強化） ホウカイセイ		・助言機能の体制強化（事業推進部会の審議事項の一つ？）
（助言が必要な事案が発生した場合、当該事案について事業推進部会専門委員数名により調査審議？） ジョゲン キノウ タイセイ キョウカ ジギョウ スイシン ブカイ シンギ ジコウ ヒト ジョゲン ヒツヨウ ジアン ハッセイ バアイ トウガイ ジアン ジギョウ スイシン ブカイ センモン イイン スウメイ チョウサ シンギ

				２．（２）管理者等への啓発・教育に課題

				①   地方公共団体職員だけでなく、首長・議会も含めた理解の促進が必要		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催
・専門家派遣
・自治体訪問 チイキ カイサイ ジチ カラダ ホウモン		・左の取組の継続実施、ブラッシュアップ ヒダリ トリクミ ケイゾク ジッシ

				②   地域コア人材の育成が必要

				③   公務員全体に対する幅広い理解の促進が必要

				２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分

				①   具体的な事例について、用語の統一に配慮しつつ分かりやすい方法で紹介（動画使用や成功団体の職員による説明等）する必要		・優先的検討規程の『運用の手引』に事例集を掲載
・内閣府のHPや各省庁にも事例集がすでに存在 ユウセンテキ ケントウ キテイ ウンヨウ テビ ジレイ シュウ ケイサイ ナイカク フ カクショウチョウ ジレイ シュウ ソンザイ		・２．（４）の対策検討を通じて、必要な取組を実施
・PREの推進モデル（都市部・地方部）提示 スイシン トシブ チホウブ テイジ

				２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分

				①   それぞれの地方公共団体のPPP/PFIの経験値に応じた推進方策の検討が必要				・事業推進部会で対策検討
・優先的検討については、導入可能性調査をサウンディングで代替する方向で検討（→サウンディング・マニュアルの作成が必要？） タイサク ケントウ サクセイ ヒツヨウ

				②   PPP/PFIの導入が進まない地方公共団体について、それぞれの地域の実情把握や進まない理由の分析が必要

				③   特に経験のない地方公共団体において、地元企業が能力を発揮できるような取り組みやすい事業や既に多くの成功事例が形成されている事業（サービス購入型事業等）の周知を図り、確実な実施を推進する取組が必要

				④   経験の少ない地方公共団体でも案件化を可能にするための人材の共有やノウハウの見える化が必要

				⑤   事業の特性や経験の蓄積に応じたPPP/PFI手続き（導入検討）の簡素化が必要

				３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について

				①   民間事業者・投資家の参入意欲を刺激する取組（例えば情報のオープンデータ化推進や流動化対応、市場規模の見える化、民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等）が必要		・民間提案推進マニュアルの改定
・主要事業分野の市場規模を見える化
・情報のオープンデータ化（固定資産台帳等）推進（総務省） スイシン カイテイ		・左の取組の継続実施、ブラッシュアップ

				②   専門人材（管理者等側コンサル、地方・中小企業を中心とする民間企業）の育成に改善余地		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催 チイキ カイサイ		・左の取組の継続実施、ブラッシュアップ
・PFI推進機構、DBJ（、PFI協会？）に一層の協力を仰ぐ？ ヒダリ トリクミ ケイゾク ジッシ スイシン キコウ キョウカイ イッソウ キョウリョク アオ

				③   地元企業や地域金融機関の一層の関与・協力を促す必要

				３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について

				①   官民対話が十分になされていないケースが存在				・事業推進部会で実態把握、対策検討
・優先的検討において、導入可能性調査をサウンディングで代替する方向で検討 ジッタイ ハアク タイサク

				②   官民のリスク分担が明確化されていないケースが存在				・事業推進部会で実態把握、対策検討 ジッタイ ハアク タイサク

				③   適切でない契約条件（料金設定、本体・付帯事業の分離、民間事業者へのインセンティブ措置、設計変更に伴う費用調整等）により、最適な民間事業者が参画せず、潜在的な事業価値を毀損したケースが存在



推進のための施策に
「実施主体の裾野拡大の促進」を新設

・推進モデル構築の妥当性検証
・分野の進捗に応じた支援・情報展開

民間提案の
幅広い普及

PREの制度改善？

PREの推進モデル
（都市部・地方部）
提示

ピアプレッシャーの活用

プラットフォーム

プラットフォーム



全般_180201

		PPP/PFI事業全般における課題と取組施策 ジギョウ ゼンパン カダイ トリクミ シサク						2/5/18

								　　　　　　　　　　　　　　　　※赤字：アクションプラン改定版に掲げる施策案 アカジ カイテイ バン カカ シサク アン

								　　　　　　　　　　　　　　　　※青色ボックス：各課題に対する対策のキーワード アオイロ カクカダイ タイ タイサク

								　　　　　　　　　　　　　　　　※橙色網掛け：平成30年度の注力取組事項 ダイダイイロ アミカ ヘイセイ ネンド チュウリョク トリクミ ジコウ



				『PPP/PFI推進に当たっての課題について』における課題分類 カダイ ブンルイ		取組施策（～平成29年度） トリクミ シサク ヘイセイ ネンド		取組施策案（平成30年度～） シサク アン ヘイセイ ネンド

				１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分

				①   公共施設の更新・維持管理に関する負担等、将来的な課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定を要請
・ほぼ全ての地方公共団体が公共施設等総合管理計画を策定・公表
・政府インターネットTV等による啓発
・アクションプランや各種手引等によるメッセージ発信 コウキョウシセツ ナド ソウゴウ カンリ ケイカク コベツ シセツ ケイカク サクテイ ヨウセイ サクテイ コウヒョウ		・個別施設計画の策定・公表
・公共施設等総合管理計画の精緻化
・更なる啓発とメッセージ発信 コベツ シセツ ケイカク サクテイ コウヒョウ サラ ケイハツ ハッシン

				②   管理者等が公共施設等の資産を保有しないことの意義と課題が管理者等や住民で十分には共有されていない

				③   公共サービスの官民の役割分担やPPP/PFIの有効性・必要性が管理者等や住民で十分には共有されていない

				④   他の地方公共団体と比較した自らの地方公共団体におけるPPP/PFIの実施状況の見える化が十分でない		・都道府県単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化 トドウフケン タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ		・地方公共団体単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化 タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ

				２．（１）PPP/PFI制度面の課題

				①   PFI法をはじめとする法制度や優先的検討、支援制度の実効性・柔軟性に改善余地（PPP/PFI推進の障害事項の整理と対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用分野に関する検討等）		・PFI法改正（平成30年通常国会提出予定）
・優先的検討規程の策定・運用を推進
・一部の事業分野で優先的検討を要件化
・多様な支援を各省庁が展開 ヘイセイ ネン ツウジョウ コッカイ テイシュツ ヨテイ ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン タヨウ シエン カクショウチョウ テンカイ		・検討の場として事業推進部会を設置（優先的検討の改善、障害事項の整理・対応、PFI手続きの簡素化等の検討等）
・公的不動産利活用／遊休資産の見える化の検討
・各種支援の継続実施、ブラッシュアップ ケントウ バ ジギョウ スイシン ブカイ セッチ カイゼン ナド ナド ユウキュウ シサン ミ カ ケントウ カクシュ シエン ケイゾク ジッシ

				②   PPP/PFI推進のインセンティブ施策の展開（特に進捗の芳しくない分野における集中的な展開）に改善余地		・アクションプランにおける重点分野設定と施策展開
・PFI法改正（繰上償還）
・水道法改正（平成30年通常国会提出予定）
・導入可能性調査費等の補助支援 ジュウテン ブンヤ セッテイ シサク テンカイ ホウカイセイ クリアゲ ショウカン スイドウ ホウカイセイ ヒ ナド シエン		・重点分野・施策のフォローアップを通じ適宜検討
・支援の継続実施 ジュウテン ブンヤ シサク ツウ テキギ ケントウ シエン ケイゾク ジッシ

				③   助言機能の強化や案件調査の推進、各事業分野との連携に改善余地		・PFI法改正（助言・ワンストップ機能強化） ホウカイセイ		・強化した助言・ワンストップ機能の実働
（助言が必要な事案が発生した場合、事業推進部会で調査・審議） キョウカ ジョゲン キノウ ジツドウ ジョゲン ヒツヨウ ジアン ハッセイ バアイ ジギョウ スイシン ブカイ チョウサ シンギ

				２．（２）管理者等への啓発・教育に課題

				①   地方公共団体職員だけでなく、首長・議会も含めた理解の促進が必要		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催
・専門家派遣
・PPPサポーター制度
・自治体訪問 チイキ カイサイ セイド ジチ カラダ ホウモン		・各種取組の継続実施、ブラッシュアップ カクシュ トリクミ ケイゾク ジッシ

				②   地域コア人材の育成が必要

				③   公務員全体に対する幅広い理解の促進が必要

				２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分

				①   具体的な事例について、用語の統一に配慮しつつ分かりやすい方法で紹介（動画使用や成功団体の職員による説明等）する必要		・優先的検討規程の『運用の手引』に事例集を掲載
・内閣府のHPや各省庁にも事例集がすでに存在 ユウセンテキ ケントウ キテイ ウンヨウ テビ ジレイ シュウ ケイサイ ナイカク フ カクショウチョウ ジレイ シュウ ソンザイ		・情報の横展開時に都度留意
・公的不動産の推進モデル等をターゲット毎（都市部・地方部）に分かりやすく提示 ジョウホウ ヨコ テンカイ ジ ツド リュウイ コウテキ フドウサン スイシン ナド ゴト トシブ チホウブ ワ テイジ

				２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分

				①   それぞれの地方公共団体のPPP/PFIの経験値に応じた推進方策の検討が必要				・事業推進部会で対策検討
・実施主体の裾野拡大を促進（推進モデル構築）
・実施主体・事業分野の進捗に応じた支援・情報展開
・優先的検討については、導入可能性調査をサウンディングで代替する方向で検討 タイサク ケントウ スイシン コウチク ジッシ シュタイ ジギョウ ブンヤ シンチョク オウ シエン ジョウホウ テンカイ

				②   PPP/PFIの導入が進まない地方公共団体について、それぞれの地域の実情把握や進まない理由の分析が必要

				③   特に経験のない地方公共団体において、地元企業が能力を発揮できるような取り組みやすい事業や既に多くの成功事例が形成されている事業（サービス購入型事業等）の周知を図り、確実な実施を推進する取組が必要

				④   経験の少ない地方公共団体でも案件化を可能にするための人材の共有やノウハウの見える化が必要

				⑤   事業の特性や経験の蓄積に応じたPPP/PFI手続き（導入検討）の簡素化が必要

				３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について

				①   民間事業者・投資家の参入意欲を刺激する取組（例えば情報のオープンデータ化推進や流動化対応、市場規模の見える化、民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等）が必要		・民間提案推進マニュアルの改定 スイシン カイテイ		・官民対話の推奨（民間提案窓口設置検討等）
・主要事業分野の市場規模を見える化
・情報のオープンデータ化（固定資産台帳等）推進 カンミン タイワ スイショウ ミンカン テイアン マドグチ セッチ ケントウナド

				②   専門人材（管理者等側コンサル、地方・中小企業を中心とする民間企業）の育成に改善余地		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催 チイキ カイサイ		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの継続実施、ブラッシュアップ ケイゾク ジッシ

				③   地元企業や地域金融機関の一層の関与・協力を促す必要

				３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について

				①   官民対話が十分になされていないケースが存在				・事業推進部会で実態把握、対策検討
・官民対話の推奨 ジッタイ ハアク タイサク

				②   官民のリスク分担が明確化されていないケースが存在

				③   適切でない契約条件（料金設定、本体・付帯事業の分離、民間事業者へのインセンティブ措置、設計変更に伴う費用調整等）により、最適な民間事業者が参画せず、潜在的な事業価値を毀損したケースが存在



公共施設等総合管理計画・個別施設計画

見える化を通じたピアプレッシャー

事業推進部会

公的不動産の推進モデル（都市部・地方部）

事業推進部会

推進モデル構築・展開

プラットフォーム

事業推進部会

プラットフォーム



全般_180205

		PPP/PFI事業全般における課題と取組施策（案２） ジギョウ ゼンパン カダイ トリクミ シサク アン						2/5/18

								　　　　　　　　　　　　　　　　※赤字：アクションプラン改定版に掲げる施策案 アカジ カイテイ バン カカ シサク アン

								　　　　　　　　　　　　　　　　※青色ボックス：各課題に対する対策のキーワード アオイロ カクカダイ タイ タイサク

								　　　　　　　　　　　　　　　　※橙色網掛け：平成30年度の注力取組事項 ダイダイイロ アミカ ヘイセイ ネンド チュウリョク トリクミ ジコウ



				『PPP/PFI推進に当たっての課題について』における課題分類 カダイ ブンルイ		取組施策（～平成29年度） トリクミ シサク ヘイセイ ネンド		取組施策案（平成30年度～） シサク アン ヘイセイ ネンド

				１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分

				①   公共施設の更新・維持管理に関する負担等、将来的な課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定を要請
・ほぼ全ての地方公共団体が公共施設等総合管理計画を策定・公表
・政府インターネットTV等による啓発
・アクションプランや各種手引等によるメッセージ発信 コウキョウシセツ ナド ソウゴウ カンリ ケイカク コベツ シセツ ケイカク サクテイ ヨウセイ サクテイ コウヒョウ		・個別施設計画の策定・公表
・公共施設等総合管理計画の精緻化
・更なる啓発とメッセージ発信 コベツ シセツ ケイカク サクテイ コウヒョウ サラ ケイハツ ハッシン

				②   管理者等が公共施設等の資産を保有しないことの意義と課題が管理者等や住民で十分には共有されていない

				③   公共サービスの官民の役割分担やPPP/PFIの有効性・必要性が管理者等や住民で十分には共有されていない

				④   他の地方公共団体と比較した自らの地方公共団体におけるPPP/PFIの実施状況の見える化が十分でない		・都道府県単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化 トドウフケン タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ		・地方公共団体単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化 タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ

				２．（１）PPP/PFI制度面の課題

				①   PFI法をはじめとする法制度や優先的検討、支援制度の実効性・柔軟性に改善余地（PPP/PFI推進の障害事項の整理と対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用分野に関する検討等）		・PFI法改正（平成30年通常国会提出予定）
・優先的検討規程の策定・運用を推進
・一部の事業分野で優先的検討を要件化
・多様な支援を各省庁が展開 ヘイセイ ネン ツウジョウ コッカイ テイシュツ ヨテイ ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン タヨウ シエン カクショウチョウ テンカイ		・検討の場として事業推進部会を設置（優先的検討の改善、障害事項の整理・対応、PFI手続きの簡素化等の検討等）
・公的不動産利活用／遊休資産の見える化の検討
・各種支援の継続実施、ブラッシュアップ ケントウ バ ジギョウ スイシン ブカイ セッチ カイゼン ナド ナド ユウキュウ シサン ミ カ ケントウ カクシュ シエン ケイゾク ジッシ

				②   PPP/PFI推進のインセンティブ施策の展開（特に進捗の芳しくない分野における集中的な展開）に改善余地		・アクションプランにおける重点分野設定と施策展開
・PFI法改正（繰上償還）
・水道法改正（平成30年通常国会提出予定）
・導入可能性調査費等の補助支援 ジュウテン ブンヤ セッテイ シサク テンカイ ホウカイセイ クリアゲ ショウカン スイドウ ホウカイセイ ヒ ナド シエン		・重点分野・施策のフォローアップを通じ適宜検討
・支援の継続実施 ジュウテン ブンヤ シサク ツウ テキギ ケントウ シエン ケイゾク ジッシ

				③   助言機能の強化や案件調査の推進、各事業分野との連携に改善余地		・PFI法改正（助言・ワンストップ機能強化） ホウカイセイ		・強化した助言・ワンストップ機能の実働
（助言が必要な事案が発生した場合、事業推進部会で調査・審議） キョウカ ジョゲン キノウ ジツドウ ジョゲン ヒツヨウ ジアン ハッセイ バアイ ジギョウ スイシン ブカイ チョウサ シンギ

				２．（２）管理者等への啓発・教育に課題

				①   地方公共団体職員だけでなく、首長・議会も含めた理解の促進が必要		・アクションプランや各種手引等による啓発・メッセージ発信
・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催
・専門家派遣
・PPPサポーター制度
・自治体訪問 ケイハツ チイキ カイサイ セイド ジチ カラダ ホウモン		・各種取組の継続実施、ブラッシュアップ カクシュ トリクミ ケイゾク ジッシ

				②   地域コア人材の育成が必要

				③   公務員全体に対する幅広い理解の促進が必要

				２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分

				①   具体的な事例について、用語の統一に配慮しつつ分かりやすい方法で紹介（動画使用や成功団体の職員による説明等）する必要		・優先的検討規程の『運用の手引』に事例集を掲載
・内閣府のHPや各省庁にも事例集がすでに存在 ユウセンテキ ケントウ キテイ ウンヨウ テビ ジレイ シュウ ケイサイ ナイカク フ カクショウチョウ ジレイ シュウ ソンザイ		・情報の横展開時に都度留意
・公的不動産の推進モデル等をターゲット毎（都市部・地方部）に分かりやすく提示 ジョウホウ ヨコ テンカイ ジ ツド リュウイ コウテキ フドウサン スイシン ナド ゴト トシブ チホウブ ワ テイジ

				２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分

				①   それぞれの地方公共団体のPPP/PFIの経験値に応じた推進方策の検討が必要				・事業推進部会で取り組みやすい事業分野及び遊休公的不動産の推進モデルの構築すべく対策を検討
・実施主体の裾野拡大を促進
・実施主体・事業分野の進捗に応じた支援・情報展開
・優先的検討については、導入可能性調査をサウンディングで代替する方向で検討 タイサク ケントウ ジッシ シュタイ ジギョウ ブンヤ シンチョク オウ シエン ジョウホウ テンカイ

				②   PPP/PFIの導入が進まない地方公共団体について、それぞれの地域の実情把握や進まない理由の分析が必要

				③   特に経験のない地方公共団体において、地元企業が能力を発揮できるような取り組みやすい事業や既に多くの成功事例が形成されている事業（サービス購入型事業等）の周知を図り、確実な実施を推進する取組が必要

				④   経験の少ない地方公共団体でも案件化を可能にするための人材の共有やノウハウの見える化が必要

				⑤   事業の特性や経験の蓄積に応じたPPP/PFI手続き（導入検討）の簡素化が必要

				３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について

				①   民間事業者・投資家の参入意欲を刺激する取組（例えば情報のオープンデータ化推進や流動化対応、市場規模の見える化、民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等）が必要		・民間提案推進マニュアルの改定 スイシン カイテイ		・官民対話の推奨（民間提案窓口設置検討等）
・主要事業分野の市場規模を見える化
・情報のオープンデータ化（固定資産台帳等）推進 カンミン タイワ スイショウ ミンカン テイアン マドグチ セッチ ケントウナド

				②   専門人材（管理者等側コンサル、地方・中小企業を中心とする民間企業）の育成に改善余地		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催 チイキ カイサイ		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの継続実施、ブラッシュアップ ケイゾク ジッシ

				③   地元企業や地域金融機関の一層の関与・協力を促す必要

				３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について

				①   官民対話が十分になされていないケースが存在				・事業推進部会で実態把握、対策検討
・官民対話の推奨 ジッタイ ハアク タイサク

				②   官民のリスク分担が明確化されていないケースが存在

				③   適切でない契約条件（料金設定、本体・付帯事業の分離、民間事業者へのインセンティブ措置、設計変更に伴う費用調整等）により、最適な民間事業者が参画せず、潜在的な事業価値を毀損したケースが存在



公共施設等総合管理計画・個別施設計画

見える化を通じたピアプレッシャー

事業推進部会

推進モデル構築・展開

プラットフォーム

事業推進部会

啓発・メッセージ発信

資金分配の検討



全般_180206

		PPP/PFI事業全般における課題と取組施策 ジギョウ ゼンパン カダイ トリクミ シサク						2/6/18









				『PPP/PFI推進に当たっての課題について』における課題分類 カダイ ブンルイ		取組施策（～平成29年度） トリクミ シサク ヘイセイ ネンド		取組施策案（平成30年度～） シサク アン ヘイセイ ネンド

				１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分

				①   公共施設の更新・維持管理に関する負担等、将来的な課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定を要請
・ほぼ全ての地方公共団体が公共施設等総合管理計画を策定・公表
・政府インターネットTV等による啓発
・アクションプランや各種手引等によるメッセージ発信 コウキョウシセツ ナド ソウゴウ カンリ ケイカク コベツ シセツ ケイカク サクテイ ヨウセイ サクテイ コウヒョウ		・個別施設計画の策定・公表
・公共施設等総合管理計画の精緻化
・更なる啓発とメッセージ発信 コベツ シセツ ケイカク サクテイ コウヒョウ サラ ケイハツ ハッシン

				②   管理者等が公共施設等の資産を保有しないことの意義と課題が管理者等や住民で十分には共有されていない

				③   公共サービスの官民の役割分担やPPP/PFIの有効性・必要性が管理者等や住民で十分には共有されていない

				④   他の地方公共団体と比較した自らの地方公共団体におけるPPP/PFIの実施状況の見える化が十分でない		・都道府県単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化 トドウフケン タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ		・地方公共団体単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化 タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ

				２．（１）PPP/PFI制度面の課題

				①   PFI法をはじめとする法制度や優先的検討、支援制度の実効性・柔軟性に改善余地（PPP/PFI推進の障害事項の整理と対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用分野に関する検討等）		・PFI法改正（平成30年通常国会提出予定）
・優先的検討規程の策定・運用を推進
・一部の事業分野で優先的検討を要件化
・多様な支援を各省庁が展開 ヘイセイ ネン ツウジョウ コッカイ テイシュツ ヨテイ ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン タヨウ シエン カクショウチョウ テンカイ		・検討の場として事業推進部会を設置（優先的検討の改善、障害事項の整理・対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用等）
・各種支援の継続実施、ブラッシュアップ ケントウ バ ジギョウ スイシン ブカイ セッチ カイゼン ナド カクシュ シエン ケイゾク ジッシ

				②   PPP/PFI推進のインセンティブ施策の展開（特に進捗の芳しくない分野における集中的な展開）に改善余地		・アクションプランにおける重点分野設定と施策展開
・PFI法改正（繰上償還）
・水道法改正（平成30年通常国会提出予定）
・導入可能性調査費等の補助支援 ジュウテン ブンヤ セッテイ シサク テンカイ ホウカイセイ クリアゲ ショウカン スイドウ ホウカイセイ ヒ ナド シエン		・重点分野・施策のフォローアップを通じ適宜検討
・支援の継続実施 ジュウテン ブンヤ シサク ツウ テキギ ケントウ シエン ケイゾク ジッシ

				③   助言機能の強化や案件調査の推進、各事業分野との連携に改善余地		・PFI法改正（助言・ワンストップ機能強化） ホウカイセイ		・強化した助言・ワンストップ機能の実働
（助言が必要な事案が発生した場合、事業推進部会で調査・審議） キョウカ ジョゲン キノウ ジツドウ ジョゲン ヒツヨウ ジアン ハッセイ バアイ ジギョウ スイシン ブカイ チョウサ シンギ

				２．（２）管理者等への啓発・教育に課題

				①   地方公共団体職員だけでなく、首長・議会も含めた理解の促進が必要		・アクションプランや各種手引等による啓発・メッセージ発信
・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催
・専門家派遣
・PPPサポーター制度
・自治体訪問 ケイハツ チイキ カイサイ セイド ジチ カラダ ホウモン		・各種取組の継続実施、ブラッシュアップ カクシュ トリクミ ケイゾク ジッシ

				②   地域コア人材の育成が必要

				③   公務員全体に対する幅広い理解の促進が必要

				２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分

				①   具体的な事例について、用語の統一に配慮しつつ分かりやすい方法で紹介（動画使用や成功団体の職員による説明等）する必要		・優先的検討規程の『運用の手引』に事例集を掲載
・内閣府のHPや各省庁にも事例集がすでに存在 ユウセンテキ ケントウ キテイ ウンヨウ テビ ジレイ シュウ ケイサイ ナイカク フ カクショウチョウ ジレイ シュウ ソンザイ		・情報の横展開時に都度留意 ジョウホウ ヨコ テンカイ ジ ツド リュウイ

				２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分

				①   それぞれの地方公共団体のPPP/PFIの経験値に応じた推進方策の検討が必要				・実施主体の裾野拡大を促進
・取り組みやすい事業分野及び遊休公的不動産（地方部）の推進モデルの構築に向けて事業推進部会で対策検討
・実施主体・事業分野の進捗に応じた支援・情報展開 チホウ ブ ム タイサク ケントウ

				②   PPP/PFIの導入が進まない地方公共団体について、それぞれの地域の実情把握や進まない理由の分析が必要

				③   特に経験のない地方公共団体において、地元企業が能力を発揮できるような取り組みやすい事業や既に多くの成功事例が形成されている事業（サービス購入型事業等）の周知を図り、確実な実施を推進する取組が必要

				④   経験の少ない地方公共団体でも案件化を可能にするための人材の共有やノウハウの見える化が必要

				⑤   事業の特性や経験の蓄積に応じたPPP/PFI手続き（導入検討）の簡素化が必要

				３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について

				①   民間事業者・投資家の参入意欲を刺激する取組（例えば情報のオープンデータ化推進や流動化対応、市場規模の見える化、民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等）が必要		・民間提案推進マニュアルの改定 スイシン カイテイ		・官民対話の普及推進、効果的な実施体制（民間提案窓口設置等）の検討
・主要事業分野の市場規模を見える化
・情報のオープンデータ化（固定資産台帳等）推進 カンミン タイワ フキュウ スイシン コウカテキ ジッシ タイセイ ミンカン テイアン マドグチ セッチ ナド ケントウ

				②   専門人材（管理者等側コンサル、地方・中小企業を中心とする民間企業）の育成に改善余地		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催 チイキ カイサイ		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの継続実施、ブラッシュアップ ケイゾク ジッシ

				③   地元企業や地域金融機関の一層の関与・協力を促す必要

				３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について

				①   官民対話が十分になされていないケースが存在				・事業推進部会で実態把握、対策検討
・官民対話の推奨 ジッタイ ハアク タイサク

				②   官民のリスク分担が明確化されていないケースが存在

				③   適切でない契約条件（料金設定、本体・付帯事業の分離、民間事業者へのインセンティブ措置、設計変更に伴う費用調整等）により、最適な民間事業者が参画せず、潜在的な事業価値を毀損したケースが存在



公共施設等総合管理計画・個別施設計画

見える化を通じたピアプレッシャー

事業推進部会

プラットフォーム

事業推進部会

啓発・メッセージ発信

分かりやすい情報発信

官民対話

赤字：アクションプラン改定版に新たに掲げる施策案
青色ボックス：各課題に対する対策のキーワード
橙色網掛け：平成30年度の注力取組課題

推進モデル構築・展開



全般_180207

		PPP/PFI事業全般における課題と取組施策 ジギョウ ゼンパン カダイ トリクミ シサク						2/7/18









				『PPP/PFI推進に当たっての課題について』における課題分類 カダイ ブンルイ		取組施策（～平成29年度） トリクミ シサク ヘイセイ ネンド		取組施策案（平成30年度～） シサク アン ヘイセイ ネンド

				１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分

				①   公共施設の更新・維持管理に関する負担等、将来的な課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定を要請
・ほぼ全ての地方公共団体が公共施設等総合管理計画を策定・公表
・政府インターネットTV等による啓発
・アクションプランや各種手引等によるメッセージ発信 コウキョウシセツ ナド ソウゴウ カンリ ケイカク コベツ シセツ ケイカク サクテイ ヨウセイ サクテイ コウヒョウ		・個別施設計画の策定・公表
・公共施設等総合管理計画の精緻化
・更なる啓発とメッセージ発信 コベツ シセツ ケイカク サクテイ コウヒョウ サラ ケイハツ ハッシン

				②   管理者等が公共施設等の資産を保有しないことの意義と課題が管理者等や住民で十分には共有されていない

				③   公共サービスの官民の役割分担やPPP/PFIの有効性・必要性が管理者等や住民で十分には共有されていない

				④   他の地方公共団体と比較した自らの地方公共団体におけるPPP/PFIの実施状況の見える化が十分でない		・都道府県単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化 トドウフケン タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ		・地方公共団体単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化 タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ

				２．（１）PPP/PFI制度面の課題

				①   PFI法をはじめとする法制度や優先的検討、支援制度の実効性・柔軟性に改善余地（PPP/PFI推進の障害事項の整理と対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用分野に関する検討等）		・PFI法改正（平成30年通常国会提出予定）
・優先的検討規程の策定・運用を推進
・一部の事業分野で優先的検討を要件化
・多様な支援を各省庁が展開 ヘイセイ ネン ツウジョウ コッカイ テイシュツ ヨテイ ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン タヨウ シエン カクショウチョウ テンカイ		・障害事項の整理・対応、公的不動産利活用等について事業推進部会で議論・検討
・各種取組・支援の継続実施 ショウガイ カクシュ トリクミ シエン ケイゾク ジッシ

				②   PPP/PFI推進のインセンティブ施策の展開（特に進捗の芳しくない分野における集中的な展開）に改善余地		・アクションプランにおける重点分野設定と施策展開
・PFI法改正（繰上償還）
・水道法改正（平成30年通常国会提出予定）
・導入可能性調査費等の補助支援 ジュウテン ブンヤ セッテイ シサク テンカイ ホウカイセイ クリアゲ ショウカン スイドウ ホウカイセイ ヒ ナド シエン		・重点分野・施策のフォローアップ
・支援の継続実施（平成30年予算支援事業含む） ジュウテン ブンヤ シサク シエン ケイゾク ジッシ ヘイセイ ネン ヨサン シエン ジギョウ フク

				③   助言機能の強化や案件調査の推進、各事業分野との連携に改善余地		・PFI法改正（助言・ワンストップ機能強化） ホウカイセイ		・強化した助言・ワンストップ機能の実働
・管理者等に対する支援・モニタリングスキームの詳細検討 キョウカ ジョゲン キノウ ジツドウ カンリシャナド タイ シエン ショウサイ ケントウ

				２．（２）管理者等への啓発・教育に課題

				①   地方公共団体職員だけでなく、首長・議会も含めた理解の促進が必要		・アクションプランや各種手引等による啓発・メッセージ発信
・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催
・専門家派遣
・PPPサポーター制度
・自治体訪問 ケイハツ チイキ カイサイ セイド ジチ カラダ ホウモン		・各種取組の継続実施
・案件化に繋げる戦略的なプラットフォームの充実 カクシュ トリクミ ケイゾク ジッシ

				②   地域コア人材の育成が必要

				③   公務員全体に対する幅広い理解の促進が必要

				２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分

				①   具体的な事例について、用語の統一に配慮しつつ分かりやすい方法で紹介（動画使用や成功団体の職員による説明等）する必要		・優先的検討規程の『運用の手引』に事例集を掲載
・内閣府のHPや各省庁にも事例集がすでに存在 ユウセンテキ ケントウ キテイ ウンヨウ テビ ジレイ シュウ ケイサイ ナイカク フ カクショウチョウ ジレイ シュウ ソンザイ		・情報の横展開時に都度留意
・PPP/PFIの活用が進む地方公共団体における取組（官民対話等）や組織設計等のエッセンス抽出、成功要因分析 ジョウホウ ヨコ テンカイ ジ ツド リュウイ カツヨウ スス チホウ コウキョウ ダンタイ トリクミ カンミン タイワ ナド セッケイ ナド セイコウ ヨウイン ブンセキ

				２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分

				①   それぞれの地方公共団体のPPP/PFIの経験値に応じた推進方策の検討が必要				・実施主体の裾野拡大を促進
・取り組みやすい事業分野の推進モデルの構築（柔軟性のある検討・導入手法、導入可能性調査の外部委託省略の妥当性検証等）
・実施主体・事業分野の進捗に応じた支援・情報展開
・地方部における低未利用公的不動産利活用の好事例収集・エッセンス抽出 ジュウナンセイ ケントウ ドウニュウ ドウニュウ カノウセイ チョウサ ガイブ イタク ダトウセイ ケンショウ テイ ミリヨウ

				②   PPP/PFIの導入が進まない地方公共団体について、それぞれの地域の実情把握や進まない理由の分析が必要

				③   特に経験のない地方公共団体において、地元企業が能力を発揮できるような取り組みやすい事業や既に多くの成功事例が形成されている事業（サービス購入型事業等）の周知を図り、確実な実施を推進する取組が必要

				④   経験の少ない地方公共団体でも案件化を可能にするための人材の共有やノウハウの見える化が必要

				⑤   事業の特性や経験の蓄積に応じたPPP/PFI手続き（導入検討）の簡素化が必要

				３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について

				①   民間事業者・投資家の参入意欲を刺激する取組（例えば情報のオープンデータ化推進や流動化対応、市場規模の見える化、民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等）が必要		・民間提案推進マニュアルの改定 スイシン カイテイ		・官民対話の普及推進の情報発信
・効果的な実施体制を構築する地方公共団体の好事例収集・エッセンス抽出
・主要事業分野の市場規模を見える化
・情報のオープンデータ化（固定資産台帳等）推進 カンミン タイワ フキュウ スイシン ジョウホウ ハッシン コウカテキ ジッシ タイセイ コウチク チホウ コウキョウ ダンタイ コウ ジレイ シュウシュウ チュウシュツ

				②   専門人材（管理者等側コンサル、地方・中小企業を中心とする民間企業）の育成に改善余地		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催 チイキ カイサイ		・案件化に繋げる戦略的なプラットフォームの充実 アンケン カ ツナ センリャクテキ ジュウジツ

				③   地元企業や地域金融機関の一層の関与・協力を促す必要

				３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について

				①   官民対話が十分になされていないケースが存在				・事業推進部会で実態把握、対策検討
・官民対話の普及推進の情報発信 ジッタイ ハアク タイサク

				②   官民のリスク分担が明確化されていないケースが存在

				③   適切でない契約条件（料金設定、本体・付帯事業の分離、民間事業者へのインセンティブ措置、設計変更に伴う費用調整等）により、最適な民間事業者が参画せず、潜在的な事業価値を毀損したケースが存在



公共施設等総合管理計画・個別施設計画

見える化を通じたピアプレッシャー

事業推進部会

プラットフォーム

事業推進部会

啓発・メッセージ発信

分かりやすい情報発信

官民対話

赤字：アクションプラン改定版に新たに掲げる施策案
青色ボックス：各課題に対する対策のキーワード
橙色網掛け：平成30年度の注力取組課題

推進モデル構築・展開

プラットフォーム

プラットフォーム



全般_180207 (2回目)

		PPP/PFI事業全般における課題と取組施策案 ジギョウ ゼンパン カダイ トリクミ シサク アン						2/7/18









				『PPP/PFI推進に当たっての課題について』における課題分類 カダイ ブンルイ		取組施策（～平成29年度） トリクミ シサク ヘイセイ ネンド		取組施策/内閣府案（平成30年度～） シサク ナイカク フ アン ヘイセイ ネンド

				１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分

				①   公共施設の更新・維持管理に関する負担等、将来的な課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定を要請
・ほぼ全ての地方公共団体が公共施設等総合管理計画を策定・公表
・政府インターネットTV等による啓発
・アクションプランや各種手引等によるメッセージ発信 コウキョウシセツ ナド ソウゴウ カンリ ケイカク コベツ シセツ ケイカク サクテイ ヨウセイ サクテイ コウヒョウ		・個別施設計画の策定・公表
・公共施設等総合管理計画の精緻化
・更なる啓発とメッセージ発信 コベツ シセツ ケイカク サクテイ コウヒョウ サラ ケイハツ ハッシン

				②   管理者等が公共施設等の資産を保有しないことの意義と課題が管理者等や住民で十分には共有されていない

				③   公共サービスの官民の役割分担やPPP/PFIの有効性・必要性が管理者等や住民で十分には共有されていない

				④   他の地方公共団体と比較した自らの地方公共団体におけるPPP/PFIの実施状況の見える化が十分でない		・都道府県単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化 トドウフケン タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ		・地方公共団体単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化 タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ

				２．（１）PPP/PFI制度面の課題

				①   PFI法をはじめとする法制度や優先的検討、支援制度の実効性・柔軟性に改善余地（PPP/PFI推進の障害事項の整理と対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用分野に関する検討等）		・PFI法改正（平成30年通常国会提出予定）
・優先的検討規程の策定・運用を推進
・一部の事業分野で優先的検討を要件化
・多様な支援を各省庁が展開 ヘイセイ ネン ツウジョウ コッカイ テイシュツ ヨテイ ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン タヨウ シエン カクショウチョウ テンカイ		・計画部会で障害事項の整理、対策検討
・各種取組・支援の継続実施 ケイカク ブカイ ショウガイ タイサク ケントウ カクシュ トリクミ シエン ケイゾク ジッシ

				②   PPP/PFI推進のインセンティブ施策の展開（特に進捗の芳しくない分野における集中的な展開）に改善余地		・アクションプランにおける重点分野設定と施策展開
・PFI法改正（繰上償還）
・水道法改正（平成30年通常国会提出予定）
・先導的事業に対する導入可能性調査費の補助支援 ジュウテン ブンヤ セッテイ シサク テンカイ ホウカイセイ クリアゲ ショウカン スイドウ ホウカイセイ センドウテキ ジギョウ タイ ドウニュウ ヒ シエン		・重点分野・施策のフォローアップ
・各種支援の継続実施（平成30年度予算事業含む） ジュウテン ブンヤ シサク カクシュ シエン ケイゾク ジッシ ヘイセイ ネン ド ヨサン ジギョウ フク

				③   助言機能の強化や案件調査の推進、各事業分野との連携に改善余地		・PFI法改正（助言・ワンストップ機能強化） ホウカイセイ		・強化した助言・ワンストップ機能の実働
・管理者等に対する支援・モニタリングスキームの詳細検討 キョウカ ジョゲン キノウ ジツドウ カンリシャナド タイ シエン ショウサイ ケントウ

				２．（２）管理者等への啓発・教育に課題

				①   地方公共団体職員だけでなく、首長・議会も含めた理解の促進が必要		・アクションプランや各種手引等による啓発・メッセージ発信
・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催
・専門家派遣
・PPPサポーター制度
・自治体訪問 ケイハツ チイキ カイサイ セイド ジチ カラダ ホウモン		・各種取組の継続実施
・案件化に繋げる戦略的なプラットフォームの充実 カクシュ トリクミ ケイゾク ジッシ

				②   地域コア人材の育成が必要

				③   公務員全体に対する幅広い理解の促進が必要

				２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分

				①   具体的な事例について、用語の統一に配慮しつつ分かりやすい方法で紹介（動画使用や成功団体の職員による説明等）する必要		・優先的検討規程の『運用の手引』に事例集を掲載
・内閣府のHPや各省庁にも事例集がすでに存在 ユウセンテキ ケントウ キテイ ウンヨウ テビ ジレイ シュウ ケイサイ ナイカク フ カクショウチョウ ジレイ シュウ ソンザイ		・情報の横展開時に都度留意
・PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組や組織設計等のエッセンス抽出、成功要因分析 ジョウホウ ヨコ テンカイ ジ ツド リュウイ カツヨウ スス センシンテキ チホウ コウキョウ ダンタイ トリクミ セッケイ ナド セイコウ ヨウイン ブンセキ

				２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分

				①   それぞれの地方公共団体のPPP/PFIの経験値に応じた推進方策の検討が必要				・実施主体の裾野拡大の推進
・取り組みやすい事業分野について、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発（簡易検討におけるVFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査省略、代替措置としてサウンディング・定性評価の手法充実等）
・実施主体の経験・事業分野の熟度に応じた支援、分かりやすい情報の横展開
・プラットフォームを通じた地方公共団体に対する意識付け、バンドリング・広域化の推進
・低未利用公的不動産利活用（特に地方部）の優良事例のエッセンス抽出、横展開 スイシン ツウ チホウ コウキョウ ダンタイ タイ イシキ ヅ テイ ミリヨウ トク チホウ ブ ユウリョウ ヨコ テンカイ

				②   PPP/PFIの導入が進まない地方公共団体について、それぞれの地域の実情把握や進まない理由の分析が必要

				③   特に経験のない地方公共団体において、地元企業が能力を発揮できるような取り組みやすい事業や既に多くの成功事例が形成されている事業（サービス購入型事業等）の周知を図り、確実な実施を推進する取組が必要

				④   経験の少ない地方公共団体でも案件化を可能にするための人材の共有やノウハウの見える化が必要

				⑤   事業の特性や経験の蓄積に応じたPPP/PFI手続き（導入検討）の簡素化が必要

				３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について

				①   民間事業者・投資家の参入意欲を刺激する取組（例えば情報のオープンデータ化推進や流動化対応、市場規模の見える化、民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等）が必要		・民間提案推進マニュアルの改定 スイシン カイテイ		・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）
・効果的な実施体制を構築する地方公共団体の好事例収集・エッセンス抽出
・主要事業分野の市場規模の見える化
・情報のオープンデータ化（固定資産台帳等）推進 カンミン タイワ フキュウ スイシン ミンカン テイアン セッキョクテキ カツヨウ ナド コウカテキ ジッシ タイセイ コウチク チホウ コウキョウ ダンタイ コウ ジレイ シュウシュウ チュウシュツ

				②   専門人材（管理者等側コンサル、地方・中小企業を中心とする民間企業）の育成に改善余地		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催 チイキ カイサイ		・案件化に繋げる戦略的なプラットフォームの充実 アンケン カ ツナ センリャクテキ ジュウジツ

				③   地元企業や地域金融機関の一層の関与・協力を促す必要

				３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について

				①   官民対話が十分になされていないケースが存在				・事業推進部会で実態把握、対策検討
・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等） ジッタイ ハアク タイサク ミンカン テイアン セッキョク テキ カツヨウ ナド

				②   官民のリスク分担が明確化されていないケースが存在

				③   適切でない契約条件（料金設定、本体・付帯事業の分離、民間事業者へのインセンティブ措置、設計変更に伴う費用調整等）により、最適な民間事業者が参画せず、潜在的な事業価値を毀損したケースが存在



公共施設等総合管理計画・個別施設計画

見える化を通じたピアプレッシャー

啓発・メッセージ発信

赤字：アクションプラン改定版に新たに掲げる施策案
青色ボックス：各課題に対する対策のキーワード
橙色網掛け：平成30年度の注力取組課題

制度面（マクロ事象）の課題改善＠計画部会

個別事業（ミクロ事象）の課題改善＠事業推進部会

分かりやすい情報の横展開

新たな検討・導入手法開発

プラットフォーム

プラットフォーム

プラットフォーム

官民対話

低未利用公的不動産利活用の成功エッセンス抽出



全般_180208柳川先生

		PPP/PFI事業全般における課題と取組施策案 ジギョウ ゼンパン カダイ トリクミ シサク アン						2/8/18









				『PPP/PFI推進に当たっての課題について』における課題分類 カダイ ブンルイ		取組施策（～平成29年度） トリクミ シサク ヘイセイ ネンド		取組施策/内閣府案（平成30年度～） シサク ナイカク フ アン ヘイセイ ネンド

				１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分

				①   公共施設の更新・維持管理に関する負担等、将来的な課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定を要請
・ほぼ全ての地方公共団体が公共施設等総合管理計画を策定・公表
・政府インターネットTV等による啓発
・アクションプランや各種手引等によるメッセージ発信 コウキョウシセツ ナド ソウゴウ カンリ ケイカク コベツ シセツ ケイカク サクテイ ヨウセイ サクテイ コウヒョウ		・個別施設計画の策定・公表
・公共施設等総合管理計画の精緻化
・更なる啓発とメッセージ発信 コベツ シセツ ケイカク サクテイ コウヒョウ サラ ケイハツ ハッシン

				②   管理者等が公共施設等の資産を保有しないことの意義と課題が管理者等や住民で十分には共有されていない

				③   公共サービスの官民の役割分担やPPP/PFIの有効性・必要性が管理者等や住民で十分には共有されていない

				④   他の地方公共団体と比較した自らの地方公共団体におけるPPP/PFIの実施状況の見える化が十分でない		・都道府県単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化 トドウフケン タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ		・地方公共団体単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化 タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ

				２．（１）PPP/PFI制度面の課題

				①   PFI法をはじめとする法制度や優先的検討、支援制度の実効性・柔軟性に改善余地（PPP/PFI推進の障害事項の整理と対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用分野に関する検討等）		・PFI法改正（平成30年通常国会提出予定）
・優先的検討規程の策定・運用を推進
・一部の事業分野で優先的検討を要件化
・多様な支援を各省庁が展開 ヘイセイ ネン ツウジョウ コッカイ テイシュツ ヨテイ ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン タヨウ シエン カクショウチョウ テンカイ		・計画部会で障害事項の整理、対策検討
・各種取組・支援の継続実施 ケイカク ブカイ ショウガイ タイサク ケントウ カクシュ トリクミ シエン ケイゾク ジッシ

				②   PPP/PFI推進のインセンティブ施策の展開（特に進捗の芳しくない分野における集中的な展開）に改善余地		・アクションプランにおける重点分野設定と施策展開
・PFI法改正（繰上償還）
・水道法改正（平成30年通常国会提出予定）
・先導的事業に対する導入可能性調査費の補助支援 ジュウテン ブンヤ セッテイ シサク テンカイ ホウカイセイ クリアゲ ショウカン スイドウ ホウカイセイ センドウテキ ジギョウ タイ ドウニュウ ヒ シエン		・重点分野・施策のフォローアップ
・各種支援の継続実施（平成30年度予算支援事業含む） ジュウテン ブンヤ シサク カクシュ シエン ケイゾク ジッシ ヘイセイ ネン ド ヨサン シエン ジギョウ フク

				③   助言機能の強化や案件調査の推進、各事業分野との連携に改善余地		・PFI法改正（助言・ワンストップ機能強化） ホウカイセイ		・強化した助言・ワンストップ機能の実働
・管理者等に対する支援・モニタリングスキームの詳細検討 キョウカ ジョゲン キノウ ジツドウ カンリシャナド タイ シエン ショウサイ ケントウ

				２．（２）管理者等への啓発・教育に課題

				①   地方公共団体職員だけでなく、首長・議会も含めた理解の促進が必要		・アクションプランや各種手引等による啓発・メッセージ発信
・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催
・専門家派遣
・PPPサポーター制度
・自治体訪問 ケイハツ チイキ カイサイ セイド ジチ カラダ ホウモン		・各種取組の継続実施
・案件化を加速するプラットフォームの充実 カクシュ トリクミ ケイゾク ジッシ カソク

				②   地域コア人材の育成が必要

				③   公務員全体に対する幅広い理解の促進が必要

				２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分

				①   具体的な事例について、用語の統一に配慮しつつ分かりやすい方法で紹介（動画使用や成功団体の職員による説明等）する必要		・優先的検討規程の『運用の手引』に事例集を掲載
・内閣府のHPや各省庁にも事例集がすでに存在 ユウセンテキ ケントウ キテイ ウンヨウ テビ ジレイ シュウ ケイサイ ナイカク フ カクショウチョウ ジレイ シュウ ソンザイ		・情報の横展開時に留意
・PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組や組織設計等のエッセンス抽出、成功要因分析 ジョウホウ ヨコ テンカイ ジ リュウイ カツヨウ スス センシンテキ チホウ コウキョウ ダンタイ トリクミ セッケイ ナド セイコウ ヨウイン ブンセキ

				２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分

				①   それぞれの地方公共団体のPPP/PFIの経験値に応じた推進方策の検討が必要				・実施主体の裾野拡大の推進
・取り組みやすい事業分野について、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発（簡易検討におけるVFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査省略、代替措置としてサウンディング・定性評価の手法充実等）
・実施主体の経験・事業分野の熟度に応じた支援、分かりやすい情報の横展開
・プラットフォームを通じた地方公共団体に対する意識付け
・市場性の低い低未利用公的不動産利活用の優良事例のエッセンス抽出、横展開 スイシン ツウ チホウ コウキョウ ダンタイ タイ イシキ ヅ シジョウセイ ヒク テイ ミリヨウ ユウリョウ ヨコ テンカイ

				②   PPP/PFIの導入が進まない地方公共団体について、それぞれの地域の実情把握や進まない理由の分析が必要

				③   特に経験のない地方公共団体において、地元企業が能力を発揮できるような取り組みやすい事業や既に多くの成功事例が形成されている事業（サービス購入型事業等）の周知を図り、確実な実施を推進する取組が必要

				④   経験の少ない地方公共団体でも案件化を可能にするための人材の共有やノウハウの見える化が必要

				⑤   事業の特性や経験の蓄積に応じたPPP/PFI手続き（導入検討）の簡素化が必要

				３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について

				①   民間事業者・投資家の参入意欲を刺激する取組（例えば情報のオープンデータ化推進や流動化対応、市場規模の見える化、民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等）が必要		・民間提案推進マニュアルの改定 スイシン カイテイ		・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）
・効果的な実施体制を構築する地方公共団体の好事例収集・エッセンス抽出
・主要事業分野の市場規模の見える化
・情報のオープンデータ化（固定資産台帳等）推進 カンミン タイワ フキュウ スイシン ミンカン テイアン セッキョクテキ カツヨウ ナド コウカテキ ジッシ タイセイ コウチク チホウ コウキョウ ダンタイ コウ ジレイ シュウシュウ チュウシュツ

				②   専門人材（管理者等側コンサル、地方・中小企業を中心とする民間企業）の育成に改善余地		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催 チイキ カイサイ		・案件化を加速するプラットフォームの充実 アンケン カ カソク ジュウジツ

				③   地元企業や地域金融機関の一層の関与・協力を促す必要

				３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について

				①   官民対話が十分になされていないケースが存在				・事業推進部会で実態把握、対策検討
・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等） ジッタイ ハアク タイサク ミンカン テイアン セッキョク テキ カツヨウ ナド

				②   官民のリスク分担が明確化されていないケースが存在

				③   適切でない契約条件（料金設定、本体・付帯事業の分離、民間事業者へのインセンティブ措置、設計変更に伴う費用調整等）により、最適な民間事業者が参画せず、潜在的な事業価値を毀損したケースが存在



公共施設等総合管理計画・個別施設計画

見える化を通じたピアプレッシャー

啓発・メッセージ発信

赤字：アクションプラン改定版に新たに掲げる施策案
青色ボックス：各課題に対する対策のキーワード
橙色網掛け：平成30年度の注力取組課題

制度面（マクロ事象）の課題改善＠計画部会

個別事業（ミクロ事象）の課題改善＠事業推進部会

分かりやすい情報の横展開

新たな検討・導入手法開発

プラットフォーム

プラットフォーム

プラットフォーム

官民対話

低未利用公的不動産利活用の成功エッセンス抽出



全般_180213根本先生

		PPP/PFI事業全般における課題と取組施策案 ジギョウ ゼンパン カダイ トリクミ シサク アン						2/13/18









				『PPP/PFI推進に当たっての課題について』における課題分類 カダイ ブンルイ		取組施策（～平成29年度） トリクミ シサク ヘイセイ ネンド		取組施策/内閣府案（平成30年度～） シサク ナイカク フ アン ヘイセイ ネンド

				１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分

				①   公共施設の更新・維持管理に関する負担等、将来的な課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定を要請
・ほぼ全ての地方公共団体が公共施設等総合管理計画を策定・公表
・政府インターネットTV等による啓発
・アクションプランや各種手引等によるメッセージ発信 コウキョウシセツ ナド ソウゴウ カンリ ケイカク コベツ シセツ ケイカク サクテイ ヨウセイ サクテイ コウヒョウ		・個別施設計画の策定・公表
・公共施設等総合管理計画の精緻化
・更なる啓発とメッセージ発信 コベツ シセツ ケイカク サクテイ コウヒョウ サラ ケイハツ ハッシン

				②   管理者等が公共施設等の資産を保有しないことの意義と課題が管理者等や住民で十分には共有されていない

				③   公共サービスの官民の役割分担やPPP/PFIの有効性・必要性が管理者等や住民で十分には共有されていない

				④   他の地方公共団体と比較した自らの地方公共団体におけるPPP/PFIの実施状況の見える化が十分でない		・都道府県単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化 トドウフケン タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ		・地方公共団体単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化 タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ

				２．（１）PPP/PFI制度面の課題

				①   PFI法をはじめとする法制度や優先的検討、支援制度の実効性・柔軟性に改善余地（PPP/PFI推進の障害事項の整理と対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用分野に関する検討等）		・PFI法改正（平成30年通常国会提出予定）
・優先的検討規程の策定・運用を推進
・一部の事業分野で優先的検討を要件化
・多様な支援を各省庁が展開 ヘイセイ ネン ツウジョウ コッカイ テイシュツ ヨテイ ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン タヨウ シエン カクショウチョウ テンカイ		・計画部会で障害事項の整理、対策検討
・各種取組・支援の継続実施 ケイカク ブカイ ショウガイ タイサク ケントウ カクシュ トリクミ シエン ケイゾク ジッシ

				②   PPP/PFI推進のインセンティブ施策の展開（特に進捗の芳しくない分野における集中的な展開）に改善余地		・アクションプランにおける重点分野設定と施策展開
・PFI法改正（繰上償還）
・水道法改正（平成30年通常国会提出予定）
・先導的事業に対する導入可能性調査費の補助支援 ジュウテン ブンヤ セッテイ シサク テンカイ ホウカイセイ クリアゲ ショウカン スイドウ ホウカイセイ センドウテキ ジギョウ タイ ドウニュウ ヒ シエン		・重点分野・施策のフォローアップ
・各種支援の継続実施（平成30年度予算支援事業含む） ジュウテン ブンヤ シサク カクシュ シエン ケイゾク ジッシ ヘイセイ ネン ド ヨサン シエン ジギョウ フク

				③   助言機能の強化や案件調査の推進、各事業分野との連携に改善余地		・PFI法改正（助言・ワンストップ機能強化） ホウカイセイ		・強化した助言・ワンストップ機能の実働
・管理者等に対する支援・モニタリングスキームの詳細検討 キョウカ ジョゲン キノウ ジツドウ カンリシャナド タイ シエン ショウサイ ケントウ

				２．（２）管理者等への啓発・教育に課題

				①   地方公共団体職員だけでなく、首長・議会も含めた理解の促進が必要		・アクションプランや各種手引等による啓発・メッセージ発信
・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催
・専門家派遣
・PPPサポーター制度
・自治体訪問 ケイハツ チイキ カイサイ セイド ジチ カラダ ホウモン		・各種取組の継続実施
・案件化を加速するプラットフォームの充実 カクシュ トリクミ ケイゾク ジッシ カソク

				②   地域コア人材の育成が必要

				③   公務員全体に対する幅広い理解の促進が必要

				２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分

				①   具体的な事例について、用語の統一に配慮しつつ分かりやすい方法で紹介（動画使用や成功団体の職員による説明等）する必要		・優先的検討規程の『運用の手引』に事例集を掲載
・内閣府のHPや各省庁にも事例集がすでに存在 ユウセンテキ ケントウ キテイ ウンヨウ テビ ジレイ シュウ ケイサイ ナイカク フ カクショウチョウ ジレイ シュウ ソンザイ		・情報の横展開時に留意
・PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組や組織設計等のエッセンス抽出、成功要因分析 ジョウホウ ヨコ テンカイ ジ リュウイ カツヨウ スス センシンテキ チホウ コウキョウ ダンタイ トリクミ セッケイ ナド セイコウ ヨウイン ブンセキ

				２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分

				①   それぞれの地方公共団体のPPP/PFIの経験値に応じた推進方策の検討が必要				・実施主体の裾野拡大の推進
・取り組みやすい事業分野について、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発（簡易検討におけるVFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査省略、代替措置としてサウンディング・定性評価の手法充実等）
・実施主体の経験・事業分野の熟度に応じた支援、分かりやすい情報の横展開
・プラットフォームを通じた地方公共団体に対する意識付け
・市場性の低い低未利用公的不動産利活用の優良事例のエッセンス抽出、横展開 スイシン ツウ チホウ コウキョウ ダンタイ タイ イシキ ヅ シジョウセイ ヒク テイ ミリヨウ ユウリョウ ヨコ テンカイ

				②   PPP/PFIの導入が進まない地方公共団体について、それぞれの地域の実情把握や進まない理由の分析が必要

				③   特に経験のない地方公共団体において、地元企業が能力を発揮できるような取り組みやすい事業や既に多くの成功事例が形成されている事業（サービス購入型事業等）の周知を図り、確実な実施を推進する取組が必要

				④   経験の少ない地方公共団体でも案件化を可能にするための人材の共有やノウハウの見える化が必要

				⑤   事業の特性や経験の蓄積に応じたPPP/PFI手続き（導入検討）の簡素化が必要

				３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について

				①   民間事業者・投資家の参入意欲を刺激する取組（例えば情報のオープンデータ化推進や流動化対応、市場規模の見える化、民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等）が必要		・民間提案推進マニュアルの改定 スイシン カイテイ		・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）
・効果的な実施体制を構築する地方公共団体の好事例収集・エッセンス抽出
・主要事業分野の市場規模の見える化
・情報のオープンデータ化（固定資産台帳等）推進 カンミン タイワ フキュウ スイシン ミンカン テイアン セッキョクテキ カツヨウ ナド コウカテキ ジッシ タイセイ コウチク チホウ コウキョウ ダンタイ コウ ジレイ シュウシュウ チュウシュツ

				②   専門人材（管理者等側コンサル、地方・中小企業を中心とする民間企業）の育成に改善余地		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催 チイキ カイサイ		・案件化を加速するプラットフォームの充実 アンケン カ カソク ジュウジツ

				③   地元企業や地域金融機関の一層の関与・協力を促す必要

				３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について

				①   官民対話が十分になされていないケースが存在				・事業推進部会で実態把握、対策検討
・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等） ジッタイ ハアク タイサク ミンカン テイアン セッキョク テキ カツヨウ ナド

				②   官民のリスク分担が明確化されていないケースが存在

				③   適切でない契約条件（料金設定、本体・付帯事業の分離、民間事業者へのインセンティブ措置、設計変更に伴う費用調整等）により、最適な民間事業者が参画せず、潜在的な事業価値を毀損したケースが存在



公共施設等総合管理計画・個別施設計画

見える化を通じたピアプレッシャー

啓発・メッセージ発信

赤字：アクションプラン改定版に新たに掲げる施策案
青色ボックス：各課題に対する対策のキーワード
橙色網掛け：平成30年度の注力取組課題

制度面（マクロ事象）の課題改善＠計画部会

個別事業（ミクロ事象）の課題改善＠事業推進部会

分かりやすい情報の横展開

新たな検討・導入手法開発

プラットフォーム

プラットフォーム

プラットフォーム

官民対話

低未利用公的不動産利活用の成功エッセンス抽出



実施主体の経験に応じた推進_やる気ある前提

		実施主体の経験に応じた推進／平成30年度の主な取組とメインターゲット オモ トリクミ



				○やる気のある自治体が前提　※やる気のない自治体には、地道な啓発・個別営業等で長期的に対応するため、下図の対象外 キ ジチタイ ゼンテイ

				○将来的には、「取り組みやすい事業分野」から「インパクトが大きく、取り組む必要性の高い事業分野（庁舎？）」の推進へ移行を図る。 ショウライテキ ト ク ジギョウ ブンヤ オオ ト ク ヒツヨウセイ タカ ジギョウ ブンヤ チョウシャ スイシン イコウ ハカ



								人口20万人以上 ジンコウ マンニン イジョウ		人口20万人未満 ジンコウ マンニン ミマン

						一定程度の経験のある
自治体 イッテイ テイド ケイケン ジチタイ

						経験の少ない
自治体 ケイケン スク ジチタイ



引き続き自走をお願いしたい自治体

取り組みやすい事業分野における簡易的な検討・導入手法の開発


優先的検討規程
策定・運用の推進

プラットフォーム充実




市場性の低い低未利用公的不動産を
利活用した優良事例の成功エッセンス抽出

実施主体の裾野拡大に向けて強化支援する自治体

2018/2/8

先進自治体における取組・組織設計等の成功エッセンス抽出



PFI実施件数

				自治体別PFI実施事業状況 ジチタイ ベツ ジッシ ジギョウ ジョウキョウ

						都道府県 トドウフケン				政令市 セイレイシ				市区町村
（20万人以上） シク チョウソン マンニン イジョウ				市区町村
（20万人未満） シク チョウソン マンニン ミマン				計 ケイ

				10件以上 ケンイジョウ		2		4%		3		15%		0		0%		0		0%		5		0%

				5～9件 ケン		5		11%		5		25%		1		1%		2		0%		13		1%

				3～4件 ケン		4		9%		6		30%		9		8%		10		1%		29		2%

				2件 ケン		9		19%		3		15%		10		9%		17		1%		39		2%

				1件 ケン		12		26%		2		10%		40		35%		109		7%		163		9%

				0件 ケン		15		32%		1		5%		54		47%		1,469		91%		1,539		86%

				計 ケイ		47		100%		20		100%		114		100%		1,607		100%		1,788		100%





実施主体の経験値_180213根本先生（一部削除）

		実施主体の経験に応じた推進（経験値別対策イメージ） ケイケン アタイ ベツ タイサク												2/13/18

						関心がない カンシン		必要性を感じ始めた ヒツヨウセイ カン ハジ		前向きに考えたいが、やり方が分からない マエム カンガ カタ ワ		一定程度の取組経験がある イッテイ テイド トリクミ ケイケン		先進自治体 センシン ジチタイ

				実施主体の
ステータス ジッシ シュタイ		（イメージ：2割程度？） ワリ テイド		（イメージ：5割程度？） ワリ テイド		（イメージ：2割程度？） ワリ テイド		（イメージ：1割程度？） ワリ テイド		（イメージ：数％） スウ











制度・施策

H30継続取組

H30新規取組

課題１へのソリューション

課題２（２）へのソリューション

課題２（４）へのソリューション

課題２（４）へのソリューション

コンセッション推進



全般_180214

		PPP/PFI事業全般における課題と取組施策案 ジギョウ ゼンパン カダイ トリクミ シサク アン						2/14/18









				『PPP/PFI推進に当たっての課題について』における課題分類 カダイ ブンルイ		取組施策（～平成29年度） トリクミ シサク ヘイセイ ネンド		取組施策/内閣府案（平成30年度～） シサク ナイカク フ アン ヘイセイ ネンド

				１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分

				①   公共施設の更新・維持管理に関する負担等、将来的な課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定を要請
・ほぼ全ての地方公共団体が公共施設等総合管理計画を策定・公表
・政府インターネットTV等による啓発
・アクションプランや各種手引等によるメッセージ発信 コウキョウシセツ ナド ソウゴウ カンリ ケイカク コベツ シセツ ケイカク サクテイ ヨウセイ サクテイ コウヒョウ		・個別施設計画の策定・公表
・公共施設等総合管理計画の精緻化
・更なる啓発とメッセージ発信 コベツ シセツ ケイカク サクテイ コウヒョウ サラ ケイハツ ハッシン

				②   管理者等が公共施設等の資産を保有しないことの意義と課題が管理者等や住民で十分には共有されていない

				③   公共サービスの官民の役割分担やPPP/PFIの有効性・必要性が管理者等や住民で十分には共有されていない

				④   他の地方公共団体と比較した自らの地方公共団体におけるPPP/PFIの実施状況の見える化が十分でない		・都道府県単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化 トドウフケン タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ		・地方公共団体単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化 タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ

				２．（１）PPP/PFI制度面の課題

				①   PFI法をはじめとする法制度や優先的検討、支援制度の実効性・柔軟性に改善余地（PPP/PFI推進の障害事項の整理と対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用分野に関する検討等）		・PFI法改正（平成30年通常国会提出予定）
・優先的検討規程の策定・運用を推進
・一部の事業分野で優先的検討を要件化
・多様な支援を各省庁が展開 ヘイセイ ネン ツウジョウ コッカイ テイシュツ ヨテイ ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン タヨウ シエン カクショウチョウ テンカイ		・計画部会で障害事項の整理、対策検討
・各種取組・支援の継続実施 ケイカク ブカイ ショウガイ タイサク ケントウ カクシュ トリクミ シエン ケイゾク ジッシ

				②   PPP/PFI推進のインセンティブ施策の展開（特に進捗の芳しくない分野における集中的な展開）に改善余地		・アクションプランにおける重点分野設定と施策展開
・PFI法改正（繰上償還）
・水道法改正（平成30年通常国会提出予定）
・先導的事業に対する導入可能性調査費の補助支援 ジュウテン ブンヤ セッテイ シサク テンカイ ホウカイセイ クリアゲ ショウカン スイドウ ホウカイセイ センドウテキ ジギョウ タイ ドウニュウ ヒ シエン		・重点分野・施策のフォローアップ
・各種支援の継続実施（平成30年度予算支援事業含む） ジュウテン ブンヤ シサク カクシュ シエン ケイゾク ジッシ ヘイセイ ネン ド ヨサン シエン ジギョウ フク

				③   助言機能の強化や案件調査の推進、各事業分野との連携に改善余地		・PFI法改正（助言・ワンストップ機能強化） ホウカイセイ		・強化した助言・ワンストップ機能の実働
・管理者等に対する支援・モニタリングスキームの詳細検討 キョウカ ジョゲン キノウ ジツドウ カンリシャナド タイ シエン ショウサイ ケントウ

				２．（２）管理者等への啓発・教育に課題

				①   地方公共団体職員だけでなく、首長・議会も含めた理解の促進が必要		・アクションプランや各種手引等による啓発・メッセージ発信
・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催
・専門家派遣
・PPPサポーター制度
・自治体訪問 ケイハツ チイキ カイサイ セイド ジチ カラダ ホウモン		・各種取組の継続実施
・案件化を加速するプラットフォームの充実 カクシュ トリクミ ケイゾク ジッシ カソク

				②   地域コア人材の育成が必要

				③   公務員全体に対する幅広い理解の促進が必要

				２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分

				①   具体的な事例について、用語の統一に配慮しつつ分かりやすい方法で紹介（動画使用や成功団体の職員による説明等）する必要		・優先的検討規程の『運用の手引』に事例集を掲載
・内閣府のHPや各省庁にも事例集がすでに存在 ユウセンテキ ケントウ キテイ ウンヨウ テビ ジレイ シュウ ケイサイ ナイカク フ カクショウチョウ ジレイ シュウ ソンザイ		・情報の横展開時に留意
・PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組や組織設計等のエッセンス抽出、成功要因分析 ジョウホウ ヨコ テンカイ ジ リュウイ カツヨウ スス センシンテキ チホウ コウキョウ ダンタイ トリクミ セッケイ ナド セイコウ ヨウイン ブンセキ

				２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分

				①   それぞれの地方公共団体のPPP/PFIの経験値に応じた推進方策の検討が必要				・実施主体の裾野拡大の推進
・取り組みやすい事業分野について、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発（簡易検討におけるVFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査省略、代替措置としてサウンディング・定性評価の手法充実等）
・実施主体の経験・事業分野の熟度に応じた支援、分かりやすい情報の横展開
・プラットフォームを通じた地方公共団体に対する意識付け
・市場性の低い低未利用公的不動産利活用の優良事例のエッセンス抽出、横展開 スイシン ツウ チホウ コウキョウ ダンタイ タイ イシキ ヅ シジョウセイ ヒク テイ ミリヨウ ユウリョウ ヨコ テンカイ

				②   PPP/PFIの導入が進まない地方公共団体について、それぞれの地域の実情把握や進まない理由の分析が必要

				③   特に経験のない地方公共団体において、地元企業が能力を発揮できるような取り組みやすい事業や既に多くの成功事例が形成されている事業（サービス購入型事業等）の周知を図り、確実な実施を推進する取組が必要

				④   経験の少ない地方公共団体でも案件化を可能にするための人材の共有やノウハウの見える化が必要

				⑤   事業の特性や経験の蓄積に応じたPPP/PFI手続き（導入検討）の簡素化が必要

				３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について

				①   民間事業者・投資家の参入意欲を刺激する取組（例えば情報のオープンデータ化推進や流動化対応、市場規模の見える化、民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等）が必要		・民間提案推進マニュアルの改定 スイシン カイテイ		・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）
・効果的な実施体制を構築する地方公共団体の好事例収集・エッセンス抽出
・主要事業分野の市場規模の見える化
・情報のオープンデータ化（固定資産台帳等）推進 カンミン タイワ フキュウ スイシン ミンカン テイアン セッキョクテキ カツヨウ ナド コウカテキ ジッシ タイセイ コウチク チホウ コウキョウ ダンタイ コウ ジレイ シュウシュウ チュウシュツ

				②   専門人材（管理者等側コンサル、地方・中小企業を中心とする民間企業）の育成に改善余地		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催 チイキ カイサイ		・案件化を加速するプラットフォームの充実 アンケン カ カソク ジュウジツ

				③   地元企業や地域金融機関の一層の関与・協力を促す必要

				３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について

				①   官民対話が十分になされていないケースが存在				・事業推進部会で実態把握、対策検討
・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等） ジッタイ ハアク タイサク ミンカン テイアン セッキョク テキ カツヨウ ナド

				②   官民のリスク分担が明確化されていないケースが存在

				③   適切でない契約条件（料金設定、本体・付帯事業の分離、民間事業者へのインセンティブ措置、設計変更に伴う費用調整等）により、最適な民間事業者が参画せず、潜在的な事業価値を毀損したケースが存在



公共施設等総合管理計画・個別施設計画

見える化を通じたピアプレッシャー

啓発・メッセージ発信

赤字：アクションプラン改定版に新たに掲げる施策案
青色ボックス：各課題に対する対策のキーワード
橙色網掛け：平成30年度の注力取組課題

制度面（マクロ事象）の課題改善＠計画部会

個別事業（ミクロ事象）の課題改善＠事業推進部会

分かりやすい情報の横展開

新たな検討・導入手法開発

プラットフォーム

プラットフォーム

プラットフォーム

官民対話

低未利用公的不動産利活用の成功エッセンス抽出



実施主体の経験値_180214_審議官ボツ

		実施主体の経験に応じた推進（経験値別対策イメージ） ケイケン アタイ ベツ タイサク												2/14/18

						レベル１（下位２割） カイ ワリ		レベル２（約５割） ヤク ワリ		レベル３（約２割） ヤク ワリ		レベル４（上位１割） ジョウイ ワリ		レベル５（上位数％） ジョウイ スウ

				実施主体の
ステータス ジッシ シュタイ		（例：関心がない、必要性を感じていない） レイ カンシン ヒツヨウセイ カン		（例：必要性を感じ始めた） レイ ヒツヨウセイ カン ハジ		（例：前向きに考えたいが、やり方がわからない） レイ マエム カンガ カタ		（例：単発的にではあるが、一定程度の取組実績がある） レイ タンパツテキ イッテイ テイド トリクミ ジッセキ		（例：継続的に案件形成されている） レイ ケイゾクテキ アンケン ケイセイ











制度・施策

H30継続取組

未取組

H30新規取組

課題１へのソリューション

課題２（２）へのソリューション

課題２（４）へのソリューション

課題２（４）へのソリューション

コンセッション推進

混合型事業からコンセッション事業への発展を推進するメッセージ発信（弱い？）

課題２（３）へのソリューション

ディスインセンティブ施策（補助金・交付金の見直し等）



全般_180222

		PPP/PFI事業全般における課題と取組施策案 ジギョウ ゼンパン カダイ トリクミ シサク アン						2/22/18









				『PPP/PFI推進に当たっての課題について』における課題分類 カダイ ブンルイ		取組施策（～平成29年度） トリクミ シサク ヘイセイ ネンド		取組施策/内閣府案（平成30年度～） シサク ナイカク フ アン ヘイセイ ネンド

				１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分

				①   公共施設の更新・維持管理に関する負担等、将来的な課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定を要請
・ほぼ全ての地方公共団体が公共施設等総合管理計画を策定・公表
・政府インターネットTV等による啓発
・アクションプランや各種手引等によるメッセージ発信 コウキョウシセツ ナド ソウゴウ カンリ ケイカク コベツ シセツ ケイカク サクテイ ヨウセイ サクテイ コウヒョウ		・個別施設計画の策定・公表
・公共施設等総合管理計画の精緻化
・更なる啓発とメッセージ発信 コベツ シセツ ケイカク サクテイ コウヒョウ サラ ケイハツ ハッシン

				②   管理者等が公共施設等の資産を保有しないことの意義と課題が管理者等や住民で十分には共有されていない

				③   公共サービスの官民の役割分担やPPP/PFIの有効性・必要性が管理者等や住民で十分には共有されていない

				④   他の地方公共団体と比較した自らの地方公共団体におけるPPP/PFIの実施状況の見える化が十分でない		・都道府県単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化 トドウフケン タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ		・地方公共団体単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化 タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ

				２．（１）PPP/PFI制度面の課題

				①   PFI法をはじめとする法制度や優先的検討、支援制度の実効性・柔軟性に改善余地（PPP/PFI推進の障害事項の整理と対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用分野に関する検討等）		・法改正（PFI法・水道法：H30通常国会提出）
・優先的検討規程の策定・運用を推進
・一部の事業分野で優先的検討を要件化
・各事業分野における推進施策を各省庁で検討・展開
・多様な支援を各省庁が実施 ホウ ホウ スイドウ ホウ ツウジョウ コッカイ テイシュツ ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン カクジギョウ ブンヤ スイシン シサク カクショウチョウ ケントウ テンカイ タヨウ シエン カクショウチョウ ジッシ		・計画部会で障害事項の整理、対策検討
・優先的検討の負担軽減策を検討　※詳細は２．（４）参照
・各種取組・支援の継続実施 ケイカク ブカイ ショウガイ タイサク ケントウ ユウセンテキ ケントウ フタン ケイゲン サク ケントウ ショウサイ サンショウ カクシュ トリクミ シエン ケイゾク ジッシ

				②   PPP/PFI推進のインセンティブ施策の展開（特に進捗の芳しくない分野における集中的な展開）に改善余地		・アクションプランにおける重点分野設定と施策展開
・繰上償還（PFI法改正）
・先導的事業に対する導入可能性調査費の補助支援 ジュウテン ブンヤ セッテイ シサク テンカイ クリアゲ ショウカン センドウテキ ジギョウ タイ ドウニュウ ヒ シエン		・重点分野・施策のフォローアップ
・各種支援の継続実施（H30予算支援事業含む） ジュウテン ブンヤ シサク カクシュ シエン ケイゾク ジッシ ヨサン シエン ジギョウ フク

				③   助言機能の強化や案件調査の推進、各事業分野との連携に改善余地		・助言・ワンストップ機能強化（PFI法改正）		・強化した助言・ワンストップ機能の実働
・管理者等に対する支援・モニタリングスキームの詳細検討
・期間満了案件の効果検証？ キョウカ ジョゲン キノウ ジツドウ カンリシャナド タイ シエン ショウサイ ケントウ キカン マンリョウ アンケン コウカ ケンショウ

				２．（２）管理者等への啓発・教育に課題

				①   地方公共団体職員だけでなく、首長・議会も含めた理解の促進が必要		・アクションプランや各種手引等による啓発・メッセージ発信
・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催
・専門家派遣
・PPPサポーター制度
・自治体訪問 ケイハツ チイキ カイサイ セイド ジチ カラダ ホウモン		・案件化を加速するプラットフォームの充実
・各種取組の継続実施 カクシュ トリクミ ケイゾク ジッシ

				②   地域コア人材の育成が必要

				③   公務員全体に対する幅広い理解の促進が必要

				２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分

				①   具体的な事例について、用語の統一に配慮しつつ分かりやすい方法で紹介（動画使用や成功団体の職員による説明等）する必要		・優先的検討規程の『運用の手引』に事例集を掲載
・内閣府のHPや各省庁にも事例集がすでに存在 ユウセンテキ ケントウ キテイ ウンヨウ テビ ジレイ シュウ ケイサイ ナイカク フ カクショウチョウ ジレイ シュウ ソンザイ		・情報の横展開時に留意
・PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組や組織設計等のエッセンス抽出、成功要因分析 ジョウホウ ヨコ テンカイ ジ リュウイ カツヨウ スス センシンテキ チホウ コウキョウ ダンタイ トリクミ セッケイ ナド セイコウ ヨウイン ブンセキ

				２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分

				①   それぞれの地方公共団体のPPP/PFIの経験値に応じた推進方策の検討が必要				・実施主体の裾野拡大の推進に向けて、実施主体の経験に応じて支援・情報の横展開
・プラットフォームを通じた地方公共団体に対する意識付け
・優先的検討の負担軽減策として、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発（簡易検討におけるVFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査省略、代替措置としてサウンディング・定性評価の手法充実等）
・市場性の低い低未利用公的不動産利活用の優良事例のエッセンス抽出、横展開 スイシン ム ヨコ ユウセンテキ ケントウ フタン ケイゲン サク シジョウセイ ヒク テイ ミリヨウ ユウリョウ ヨコ テンカイ

				②   PPP/PFIの導入が進まない地方公共団体について、それぞれの地域の実情把握や進まない理由の分析が必要

				③   特に経験のない地方公共団体において、地元企業が能力を発揮できるような取り組みやすい事業や既に多くの成功事例が形成されている事業（サービス購入型事業等）の周知を図り、確実な実施を推進する取組が必要

				④   経験の少ない地方公共団体でも案件化を可能にするための人材の共有やノウハウの見える化が必要

				⑤   事業の特性や経験の蓄積に応じたPPP/PFI手続き（導入検討）の簡素化が必要

				３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について

				①   民間事業者・投資家の参入意欲を刺激する取組（例えば情報のオープンデータ化推進や流動化対応、市場規模の見える化、民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等）が必要		・民間提案推進マニュアルの改定 スイシン カイテイ		・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）
・PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組（民間提案窓口の設置等）等のエッセンス抽出、成功要因分析
・主要事業分野の市場規模の見える化
・情報のオープンデータ化推進（固定資産台帳等） カンミン タイワ フキュウ スイシン ミンカン テイアン セッキョクテキ カツヨウ ナド スイシン

				②   専門人材（管理者等側コンサル、地方・中小企業を中心とする民間企業）の育成に改善余地		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催 チイキ カイサイ		・案件化を加速するプラットフォームの充実 アンケン カ カソク ジュウジツ

				③   地元企業や地域金融機関の一層の関与・協力を促す必要

				３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について

				①   官民対話が十分になされていないケースが存在		運営権ガイドライン改正（コンセッション） ウンエイ ケン カイセイ		・事業推進部会で実態把握、対策検討
・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等） ジッタイ ハアク タイサク ミンカン テイアン セッキョク テキ カツヨウ ナド

				②   官民のリスク分担が明確化されていないケースが存在

				③   適切でない契約条件（料金設定、本体・付帯事業の分離、民間事業者へのインセンティブ措置、設計変更に伴う費用調整等）により、最適な民間事業者が参画せず、潜在的な事業価値を毀損したケースが存在



公共施設等総合管理計画・個別施設計画

見える化を通じたピアプレッシャー

啓発・メッセージ発信

赤字：アクションプラン改定版に新たに掲げる施策案
青色ボックス：各課題に対する対策のキーワード
橙色網掛け：平成30年度の注力取組課題

制度面（マクロ事象）の課題改善＠計画部会

個別事業（ミクロ事象）の課題改善＠事業推進部会

分かりやすい情報の横展開

新たな検討・導入手法開発

プラットフォーム

プラットフォーム

プラットフォーム

官民対話

低未利用公的不動産利活用の成功エッセンス抽出

新たな検討・導入手法開発



全般_180226

		PPP/PFI事業全般における課題と取組施策案 ジギョウ ゼンパン カダイ トリクミ シサク アン						2/26/18









				『PPP/PFI推進に当たっての課題について』における課題分類 カダイ ブンルイ		取組施策（～平成29年度） トリクミ シサク ヘイセイ ネンド		取組施策/内閣府案（平成30年度～） シサク ナイカク フ アン ヘイセイ ネンド

				１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分

				①   公共施設の更新・維持管理に関する負担等、将来的な課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定を要請
・ほぼ全ての地方公共団体が公共施設等総合管理計画を策定・公表
・政府インターネットTV等による啓発
・アクションプランや各種手引等によるメッセージ発信 コウキョウシセツ ナド ソウゴウ カンリ ケイカク コベツ シセツ ケイカク サクテイ ヨウセイ サクテイ コウヒョウ		・個別施設計画の策定・公表
・公共施設等総合管理計画の精緻化
・更なる啓発とメッセージ発信 コベツ シセツ ケイカク サクテイ コウヒョウ サラ ケイハツ ハッシン

				②   管理者等が公共施設等の資産を保有しないことの意義と課題が管理者等や住民で十分には共有されていない

				③   公共サービスの官民の役割分担やPPP/PFIの有効性・必要性が管理者等や住民で十分には共有されていない

				④   他の地方公共団体と比較した自らの地方公共団体におけるPPP/PFIの実施状況の見える化が十分でない		・都道府県単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数や優先的検討規程の策定状況等の見える化 トドウフケン タンイ ルイケイ ケンスウ ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ジョウキョウナド ミ カ		・一層の見える化推進（地方公共団体単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化等） イッソウ ミ カ スイシン チホウ タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ ナド

				２．（１）PPP/PFI制度面の課題

				①   PFI法をはじめとする法制度や優先的検討、支援制度の実効性・柔軟性に改善余地（PPP/PFI推進の障害事項の整理と対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用分野に関する検討等）		・法改正（PFI法・水道法：H30通常国会提出）
・優先的検討規程の策定・運用を推進
・一部の事業分野で優先的検討を要件化
・各事業分野における推進施策を各省庁で検討・展開
・多様な支援を各省庁が実施 ホウ ホウ スイドウ ホウ ツウジョウ コッカイ テイシュツ ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン カクジギョウ ブンヤ スイシン シサク カクショウチョウ ケントウ テンカイ タヨウ シエン カクショウチョウ ジッシ		・優先的検討の負担軽減策として、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発（簡易検討におけるVFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査省略、代替措置としてサウンディング・定性評価の手法充実等）を検討
・障害事項の整理、対策検討
・各種取組・支援の継続実施 ユウセンテキ ケントウ フタン ケイゲン サク ケントウ カクシュ トリクミ シエン ケイゾク ジッシ

				②   PPP/PFI推進のインセンティブ施策の展開（特に進捗の芳しくない分野における集中的な展開）に改善余地		・アクションプランにおける重点分野設定と施策展開
・繰上償還（PFI法改正）
・先導的事業に対する導入可能性調査費の補助支援 ジュウテン ブンヤ セッテイ シサク テンカイ クリアゲ ショウカン センドウテキ ジギョウ タイ ドウニュウ ヒ シエン		・重点分野・施策のフォローアップ
・各種支援の継続実施（H30予算支援事業含む） ジュウテン ブンヤ シサク カクシュ シエン ケイゾク ジッシ ヨサン シエン ジギョウ フク

				③   助言機能の強化や案件調査の推進、各事業分野との連携に改善余地		・助言・ワンストップ機能強化（PFI法改正）		・強化した助言・ワンストップ機能の実働（管理者等に対する支援・モニタリングスキームの詳細検討）
・期間満了案件の効果検証 キョウカ ジョゲン キノウ ジツドウ カンリシャナド タイ シエン ショウサイ ケントウ キカン マンリョウ アンケン コウカ ケンショウ

				２．（２）管理者等への啓発・教育に課題

				①   地方公共団体職員だけでなく、首長・議会も含めた理解の促進が必要		・アクションプランや各種手引等による啓発・メッセージ発信
・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催
・専門家派遣
・PPPサポーター制度
・自治体訪問 ケイハツ チイキ カイサイ セイド ジチ カラダ ホウモン		・案件化を加速するプラットフォームの充実
・各種取組の継続実施 カクシュ トリクミ ケイゾク ジッシ

				②   地域コア人材の育成が必要

				③   公務員全体に対する幅広い理解の促進が必要

				２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分

				①   具体的な事例について、用語の統一に配慮しつつ分かりやすい方法で紹介（動画使用や成功団体の職員による説明等）する必要		・優先的検討規程の『運用の手引』に事例集を掲載
・内閣府のHPや各省庁にも事例集がすでに存在 ユウセンテキ ケントウ キテイ ウンヨウ テビ ジレイ シュウ ケイサイ ナイカク フ カクショウチョウ ジレイ シュウ ソンザイ		・情報の横展開時に留意
・PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組や組織設計等のエッセンス抽出、成功要因分析
・市場性の低い低未利用公的不動産利活用の優良事例のエッセンス抽出、横展開 ジョウホウ ヨコ テンカイ ジ リュウイ カツヨウ スス センシンテキ チホウ コウキョウ ダンタイ トリクミ セッケイ ナド セイコウ ヨウイン ブンセキ

				２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分

				①   それぞれの地方公共団体のPPP/PFIの経験値に応じた推進方策の検討が必要				・実施主体の裾野拡大の推進に向けて、実施主体の経験に応じて支援・情報の横展開
・【再掲】優先的検討の負担軽減策として、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発（簡易検討におけるVFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査省略、代替措置としてサウンディング・定性評価の手法充実等）を検討
・【再掲】市場性の低い低未利用公的不動産利活用の優良事例のエッセンス抽出、横展開
・【再掲】プラットフォームを通じた地方公共団体に対する意識付け スイシン ム ヨコ サイケイ ユウセンテキ ケントウ フタン ケイゲン サク ケントウ

				②   PPP/PFIの導入が進まない地方公共団体について、それぞれの地域の実情把握や進まない理由の分析が必要

				③   特に経験のない地方公共団体において、地元企業が能力を発揮できるような取り組みやすい事業や既に多くの成功事例が形成されている事業（サービス購入型事業等）の周知を図り、確実な実施を推進する取組が必要

				④   経験の少ない地方公共団体でも案件化を可能にするための人材の共有やノウハウの見える化が必要

				⑤   事業の特性や経験の蓄積に応じたPPP/PFI手続き（導入検討）の簡素化が必要

				３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について

				①   民間事業者・投資家の参入意欲を刺激する取組（例えば情報のオープンデータ化推進や流動化対応、市場規模の見える化、民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等）が必要		・民間提案推進マニュアルの改定 スイシン カイテイ		・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）
・【再掲】PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組（民間提案窓口の設置等）等のエッセンス抽出、成功要因分析
・【再掲】一層の見える化推進（主要事業分野の市場規模の見える化等）
・公共情報のオープンデータ化推進（固定資産台帳等） カンミン タイワ フキュウ スイシン ミンカン テイアン セッキョクテキ カツヨウ ナド サイケイ サイケイ イッソウ ミ カ スイシン ナド コウキョウ スイシン

				②   専門人材（管理者等側コンサル、地方・中小企業を中心とする民間企業）の育成に改善余地		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催 チイキ カイサイ		・案件化を加速するプラットフォームの充実 アンケン カ カソク ジュウジツ

				③   地元企業や地域金融機関の一層の関与・協力を促す必要

				３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について

				①   官民対話が十分になされていないケースが存在		運営権ガイドライン改正（コンセッション） ウンエイ ケン カイセイ		・【再掲】官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）
・実態把握調査、対策検討 サイケイ ミンカン テイアン セッキョク テキ カツヨウ ナド

				②   官民のリスク分担が明確化されていないケースが存在

				③   適切でない契約条件（料金設定、本体・付帯事業の分離、民間事業者へのインセンティブ措置、設計変更に伴う費用調整等）により、最適な民間事業者が参画せず、潜在的な事業価値を毀損したケースが存在



公共施設等総合管理計画・個別施設計画

見える化を通じたピアプレッシャー

啓発・メッセージ発信

赤字：アクションプラン改定版に新たに掲げる施策案
青色ボックス：各課題に対する対策のキーワード
橙色網掛け：平成30年度の注力取組課題

個別事業（ミクロ事象）の課題改善＠事業推進部会

分かりやすい情報の横展開

新たな検討・導入手法開発

プラットフォーム

プラットフォーム

プラットフォーム

官民対話

低未利用公的不動産利活用の成功エッセンス抽出

新たな検討・導入手法開発
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		【添付資料②】PPP/PFI事業全般における課題と取組施策案 テンプ シリョウ ジギョウ ゼンパン カダイ トリクミ シサク アン						3/2/18



								赤字：アクションプラン改定版に新たに掲げる施策案

								【】：「【添付資料①】PPP/PFI推進のための施策」との対応番号 テンプ シサク タイオウ バンゴウ

				『PPP/PFI推進に当たっての課題について』における課題分類 カダイ ブンルイ		これまでの取組施策（～平成29年度） トリクミ シサク ヘイセイ ネンド		今後の取組施策/内閣府案（平成30年度～） コンゴ シサク ナイカク フ アン ヘイセイ ネンド

				１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分

				①   公共施設の更新・維持管理に関する負担等、将来的な課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定を要請【施策B①（２）】
・ほぼ全ての地方公共団体が公共施設等総合管理計画を策定・公表【施策B①（２）】
・政府インターネットTV等による啓発
・アクションプランや各種手引等によるメッセージ発信 コウキョウシセツ ナド ソウゴウ カンリ ケイカク コベツ シセツ ケイカク サクテイ ヨウセイ シサク サクテイ コウヒョウ		・個別施設計画の策定・公表【施策B①（２）】
・公共施設等総合管理計画の精緻化【施策B①（２）】
・更なる啓発とメッセージ発信 コベツ シセツ ケイカク サクテイ コウヒョウ サラ ケイハツ ハッシン

				②   管理者等が公共施設等の資産を保有しないことの意義と課題が管理者等や住民で十分には共有されていない

				③   公共サービスの官民の役割分担やPPP/PFIの有効性・必要性が管理者等や住民で十分には共有されていない

				④   他の地方公共団体と比較した自らの地方公共団体におけるPPP/PFIの実施状況の見える化が十分でない		・都道府県単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数や優先的検討規程の策定状況等の見える化 トドウフケン タンイ ルイケイ ケンスウ ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ジョウキョウナド ミ カ		・一層の見える化推進（地方公共団体単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化等） イッソウ ミ カ スイシン チホウ タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ ナド

				２．（１）PPP/PFI制度面の課題

				①   PFI法をはじめとする法制度や優先的検討、支援制度の実効性・柔軟性に改善余地（PPP/PFI推進の障害事項の整理と対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用分野に関する検討等）		・法改正（PFI法・水道法：H30通常国会提出）
・優先的検討規程の策定・運用の推進【施策C①（１）】
・一部の事業分野における優先的検討の要件化【施策C①（１）】
・各事業分野における推進施策を各省庁で検討・展開
・多様な支援を各省庁が実施 ホウ ホウ スイドウ ホウ ツウジョウ コッカイ テイシュツ ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン カクジギョウ ブンヤ スイシン シサク カクショウチョウ ケントウ テンカイ タヨウ シエン カクショウチョウ ジッシ		・優先的検討の負担軽減策として、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発（簡易検討におけるVFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査省略、代替措置としてサウンディング・定性評価の手法充実等）を検討【施策C①（２）】
・障害事項の整理、対策検討
・各種取組・支援の継続実施 ユウセンテキ ケントウ フタン ケイゲン サク ケントウ カクシュ トリクミ シエン ケイゾク ジッシ

				②   PPP/PFI推進のインセンティブ施策の展開（特に進捗の芳しくない分野における集中的な展開）に改善余地		・アクションプランにおける重点分野設定と施策展開【施策A①】
・繰上償還（PFI法改正）【施策A①】
・先導的事業に対する導入可能性調査費の補助支援 ジュウテン ブンヤ セッテイ シサク テンカイ クリアゲ ショウカン センドウテキ ジギョウ タイ ドウニュウ ヒ シエン		・重点分野・施策のフォローアップ【施策A①】
・各種支援の継続実施（H30予算支援事業含む） ジュウテン ブンヤ シサク カクシュ シエン ケイゾク ジッシ ヨサン シエン ジギョウ フク

				③   助言機能の強化や案件調査の推進、各事業分野との連携に改善余地		・助言・ワンストップ機能強化（PFI法改正）【施策D④（１）】		・強化した助言・ワンストップ機能の実働（管理者等に対する支援・モニタリングスキームの詳細検討）【施策D④（１）】
・期間満了案件の効果検証 キョウカ ジョゲン キノウ ジツドウ カンリシャナド タイ シエン ショウサイ ケントウ キカン マンリョウ アンケン コウカ ケンショウ

				２．（２）管理者等への啓発・教育に課題

				①   地方公共団体職員だけでなく、首長・議会も含めた理解の促進が必要		・アクションプランや各種手引等による啓発・メッセージ発信【施策D④】
・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催【施策D②】
・専門家派遣【施策D④】
・PPPサポーター制度【施策D④】
・自治体訪問【施策D④】 ケイハツ チイキ カイサイ セイド ジチ カラダ ホウモン		・案件化を加速するプラットフォームの充実【施策D②】
・各種取組の継続実施 カクシュ トリクミ ケイゾク ジッシ

				②   地域コア人材の育成が必要

				③   公務員全体に対する幅広い理解の促進が必要

				２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分

				①   具体的な事例について、用語の統一に配慮しつつ分かりやすい方法で紹介（動画使用や成功団体の職員による説明等）する必要		・優先的検討規程の『運用の手引』に事例集を掲載
・内閣府のHPや各省庁にも事例集がすでに存在 ユウセンテキ ケントウ キテイ ウンヨウ テビ ジレイ シュウ ケイサイ ナイカク フ カクショウチョウ ジレイ シュウ ソンザイ		・情報の横展開時に留意
・PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組や組織設計等のエッセンス抽出、成功要因分析【施策D④（２）】
・市場性の低い低未利用公的不動産利活用の優良事例のエッセンス抽出、横展開【施策B①（３）】 ジョウホウ ヨコ テンカイ ジ リュウイ カツヨウ スス センシンテキ チホウ コウキョウ ダンタイ トリクミ セッケイ ナド セイコウ ヨウイン ブンセキ

				２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分

				①   それぞれの地方公共団体のPPP/PFIの経験値に応じた推進方策の検討が必要				・実施主体の裾野拡大の推進に向けて、実施主体の経験に応じて支援・情報の横展開【施策C①（３）】
・【再掲】優先的検討の負担軽減策として、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発（簡易検討におけるVFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査省略、代替措置としてサウンディング・定性評価の手法充実等）を検討【施策C①（２）】
・【再掲】市場性の低い低未利用公的不動産利活用の優良事例のエッセンス抽出、横展開【施策B①（３）】
・【再掲】プラットフォームを通じた地方公共団体に対する意識付け【施策D②】 スイシン ム ヨコ サイケイ ユウセンテキ ケントウ フタン ケイゲン サク ケントウ

				②   PPP/PFIの導入が進まない地方公共団体について、それぞれの地域の実情把握や進まない理由の分析が必要

				③   特に経験のない地方公共団体において、地元企業が能力を発揮できるような取り組みやすい事業や既に多くの成功事例が形成されている事業（サービス購入型事業等）の周知を図り、確実な実施を推進する取組が必要

				④   経験の少ない地方公共団体でも案件化を可能にするための人材の共有やノウハウの見える化が必要

				⑤   事業の特性や経験の蓄積に応じたPPP/PFI手続き（導入検討）の簡素化が必要

				３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について

				①   民間事業者・投資家の参入意欲を刺激する取組（例えば情報のオープンデータ化推進や流動化対応、市場規模の見える化、民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等）が必要		・民間提案推進マニュアルの改定 スイシン カイテイ		・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）【施策D③（１）】
・【再掲】PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組（民間提案窓口の設置等）等のエッセンス抽出、成功要因分析【施策D④（２）】
・【再掲】一層の見える化推進（主要事業分野の市場規模の見える化等）【施策D③（２）】
・公共情報の整備・公表・オープンデータ化推進【施策B①（２）】 カンミン タイワ フキュウ スイシン ミンカン テイアン セッキョクテキ カツヨウ ナド サイケイ サイケイ イッソウ ミ カ スイシン ナド

				②   専門人材（管理者等側コンサル、地方・中小企業を中心とする民間企業）の育成に改善余地		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催【施策D②】 チイキ カイサイ		・【再掲】案件化を加速するプラットフォームの充実【施策D②】 サイケイ アンケン カ カソク ジュウジツ

				③   地元企業や地域金融機関の一層の関与・協力を促す必要

				３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について

				①   官民対話が十分になされていないケースが存在		運営権ガイドライン改正（コンセッション） ウンエイ ケン カイセイ		・【再掲】官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）【施策D③（１）】
・官民のリスク分担や契約条件等の実態把握調査、対策検討 サイケイ ミンカン テイアン セッキョク テキ カツヨウ ナド カンミン ブンタン ケイヤク ジョウケンナド

				②   官民のリスク分担が明確化されていないケースが存在

				③   適切でない契約条件（料金設定、本体・付帯事業の分離、民間事業者へのインセンティブ措置、設計変更に伴う費用調整等）により、最適な民間事業者が参画せず、潜在的な事業価値を毀損したケースが存在



赤字：アクションプラン改定版に新たに掲げる施策案
青色ボックス：各課題に対する対策のキーワード
橙色網掛け：平成30年度の注力取組課題
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		【添付資料①】PPP/PFI推進アクションプラン平成30年改定版概要（案）説明資料 テンプ シリョウ スイシン ヘイセイ ネン カイテイ バン ガイヨウ アン セツメイ シリョウ								3/2/18



				PPP/PFI推進のための施策 スイシン シサク				添付資料②における記載 テンプ シリョウ キサイ



				施策Ａ　コンセッション事業の推進 シサク				取組施策 トリクミ シサク		課題 カダイ

				①コンセッション事業の具体化のため、重点分野における目標の設定				・アクションプランにおける重点分野設定と施策展開　【内閣府・所管省庁】 ジュウテン ブンヤ セッテイ シサク テンカイ ナイカク フ ショカン ショウチョウ		２．（１）②

								・繰上償還　【内閣府・所管省庁】 クリアゲ ショウカン ナイカク フ ショカン ショウチョウ		２．（１）②

				②独立採算型だけでなく、混合型事業の積極的な検討推進



				施策Ｂ　公的不動産における官民連携の推進 シサク				取組施策 トリクミ シサク		課題 カダイ

				①地域の価値や住民満足度の向上、新たな投資やビジネス機会の創出に繋げ ツナ

				るための官民連携の推進

				（１）公園や遊休文教施設等の利活用推進

				（２）公共施設等総合管理計画・固定資産台帳の整備・公表による民間事				・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定・公表・精緻化　【総務省】 サクテイ コウヒョウ セイチカ ソウムショウ		１．

				業者の参画を促す環境整備				・公共情報の整備・公表・オープンデータ化推進　【総務省】 コウキョウ ジョウホウ セイビ コウヒョウ カ スイシン ソウムショウ		３．（１）①

				（３）優良事例のエッセンス抽出・横展開				・市場性の低い低未利用公的不動産利活用の優良事例のエッセンス抽出、 シュツ		２．（３）、（４）

								横展開　【内閣府】 ナイカク フ



				施策Ｃ　実効性のある優先的検討の推進 シサク				取組施策 トリクミ シサク		課題 カダイ

				①公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定・実行開始時期に当た

				る今後数年間において、国及び全ての地方公共団体で優先的検討規程の キテイ

				策定・運用が進むよう支援を実施

				（１）国及び人口20万人以上の地方公共団体における的確な運用、優良事 コト				・優先的検討規程の策定・運用の推進、要件化　【内閣府】 ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン ヨウケン カ ナイカク フ		２．（１）①

				例の横展開

				（２）人口20万人未満の地方公共団体をはじめとする実施主体の負担軽減				・優先的検討の負担軽減策として、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の		２．（１）①、（４）

				策として、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発（簡易検討における				開発（簡易検討におけるVFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査 チョウサ

				VFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査省略、代替措置として				省略、代替措置としてサウンディング・定性評価の手法充実等）を検討

				サウンディング・定性評価の手法充実等を検討）				【内閣府】 ナイカク

				（３）実施主体の裾野拡大に向けて、地方公共団体の経験値に応じた支援				・実施主体の裾野拡大の推進に向けて、実施主体の経験に応じて支援・情 ジョウ		２．（４）

								報の横展開　【内閣府】



				施策Ｄ　地域のPPP/PFI力の強化 シサク				取組施策 トリクミ シサク		課題 カダイ

				①インフラ分野での活用の裾野拡大

				②地域・ブロックプラットフォームを通じた案件形成				・案件化を加速するプラットフォームの充実　【内閣府・国交省】 アンケン カ カソク ジュウジツ コッコウショウ		２．（２）、（４）、３．（１）②

				③民間企業の参入意欲刺激

				（１）官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）				・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）　【内閣府】		３．（１）①、（２）

				（２）PPP/PFI推進に資するデータの見える化推進				・一層の見える化　【内閣府】 イッソウ ミ カ		３．（１）①

				④情報提供等の地方公共団体に対する支援				・アクションプランや各種手引等による啓発・メッセージ発信、専門家派遣、 センモンカ ハケン		２．（２）

								PPPサポーター制度、自治体訪問　【内閣府・国交省】 セイド ジチタイ ホウモン コッコウショウ

				（１）PFI法改正に伴う支援・モニタリングスキームの構築				・助言・ワンストップ機能の強化、管理者等に対する支援・モニタリングスキーム キョウカ		２．（１）③

								の詳細検討　【内閣府】

				（２）先進的な地方公共団体における取組・組織設計等のエッセンス抽出・				・PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組や組織設計等 ナド		２．（３）

				横展開				のエッセンス抽出、成功要因分析　【内閣府】

				⑤PFI推進機構の資金供給機能や案件形成のためのコンサルティング機能の

				積極的な活用 セッキョクテキ カツヨウ



				その他施策（改定版概要（案）記載以外） タ シサク イガイ				取組施策 トリクミ シサク		課題 カダイ

								・更なる啓発とメッセージ発信　【主に内閣府】 サラ ケイハツ ハッシン オモ ナイカク フ		１．

								・一層の見える化（ピアプレッシャー）　※民間企業の参入意欲刺激の観点では記載有 イッソウ ミ カ ミンカン キギョウ サンニュウ イヨク シゲキ カンテン キサイ アリ		１．

								・PPP/PFI推進の障害事項の整理、対策検討　【内閣府】 スイシン ショウガイ ジコウ セイリ タイサク ケントウ		２．（１）①

								・関係省庁における各種取組・支援の継続実施　 カンケイ ショウチョウ カクシュ トリクミ シエン ケイゾク ジッシ		２．（１）①、②、（２）

								・期間満了案件の効果検証　【内閣府】 キカン マンリョウ アンケン コウカ ケンショウ		２．（１）③

								・官民のリスク分担や契約条件等の実態把握調査、対策検討　【内閣府】		３．（２）①









全般_180305

		【資料４－１①】　PPP/PFI推進に当たっての課題に対する取組施策案 シリョウ スイシン ア カダイ タイ トリクミ シサク アン						3/5/18



								赤字：アクションプラン改定版に新たに掲げる施策案

								【】：資料②との対応符号 タイオウ フゴウ

				「PPP/PFI推進に当たっての課題について」における課題分類 カダイ ブンルイ		これまでの取組施策（～平成29年度） トリクミ シサク ヘイセイ ネンド		今後の取組施策案（平成30年度～） コンゴ シサク アン ナイアン ヘイセイ ネンド

				１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分

				①   公共施設の更新・維持管理に関する負担等、将来的な課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定を要請【施策B①（２）】
・ほぼ全ての地方公共団体が公共施設等総合管理計画を策定・公表【施策B①（２）】
・政府インターネットTV等による啓発
・アクションプランや各種手引等によるメッセージ発信 コウキョウシセツ ナド ソウゴウ カンリ ケイカク コベツ シセツ ケイカク サクテイ ヨウセイ シサク サクテイ コウヒョウ		・個別施設計画の策定・公表【施策B①（２）】
・公共施設等総合管理計画の精緻化【施策B①（２）】
・更なる啓発とメッセージ発信 コベツ シセツ ケイカク サクテイ コウヒョウ サラ ケイハツ ハッシン

				②   管理者等が公共施設等の資産を保有しないことの意義と課題が管理者等や住民で十分には共有されていない

				③   公共サービスの官民の役割分担やPPP/PFIの有効性・必要性が管理者等や住民で十分には共有されていない

				④   他の地方公共団体と比較した自らの地方公共団体におけるPPP/PFIの実施状況の見える化が十分でない		・都道府県単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数や優先的検討規程の策定状況等の見える化 トドウフケン タンイ ルイケイ ケンスウ ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ジョウキョウナド ミ カ		・一層の見える化推進（地方公共団体単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化等） イッソウ ミ カ スイシン チホウ タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ ナド

				２．（１）PPP/PFI制度面の課題

				①   PFI法をはじめとする法制度や優先的検討、支援制度の実効性・柔軟性に改善余地（PPP/PFI推進の障害事項の整理と対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用分野に関する検討等）		・法改正（PFI法・水道法：H30通常国会提出）
・優先的検討規程の策定・運用の推進【施策C①（１）】
・一部の事業分野における優先的検討の要件化【施策C①（１）】
・各事業分野における推進施策を各省庁で検討・展開
・多様な支援を各省庁が実施 ホウ ホウ スイドウ ホウ ツウジョウ コッカイ テイシュツ ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン カクジギョウ ブンヤ スイシン シサク カクショウチョウ ケントウ テンカイ タヨウ シエン カクショウチョウ ジッシ		・優先的検討の負担軽減策として、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発（簡易検討におけるVFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査省略、代替措置としてサウンディング・定性評価の手法充実等）を検討【施策C①（２）】
・障害事項の整理、対策検討
・各種取組・支援の継続実施 ユウセンテキ ケントウ フタン ケイゲン サク ケントウ カクシュ トリクミ シエン ケイゾク ジッシ

				②   PPP/PFI推進のインセンティブ施策の展開（特に進捗の芳しくない分野における集中的な展開）に改善余地		・アクションプランにおける重点分野設定と施策展開【施策A①】
・繰上償還（PFI法改正）【施策A①】
・先導的事業に対する導入可能性調査費の補助支援 ジュウテン ブンヤ セッテイ シサク テンカイ クリアゲ ショウカン センドウテキ ジギョウ タイ ドウニュウ ヒ シエン		・重点分野・施策のフォローアップ【施策A①】
・各種支援の継続実施（H30予算支援事業含む） ジュウテン ブンヤ シサク カクシュ シエン ケイゾク ジッシ ヨサン シエン ジギョウ フク

				③   助言機能の強化や案件調査の推進、各事業分野との連携に改善余地		・助言・ワンストップ機能強化（PFI法改正）【施策D④（１）】		・強化した助言・ワンストップ機能の実働（管理者等に対する支援・モニタリングスキームの詳細検討）【施策D④（１）】
・期間満了案件の効果検証 キョウカ ジョゲン キノウ ジツドウ カンリシャナド タイ シエン ショウサイ ケントウ キカン マンリョウ アンケン コウカ ケンショウ

				２．（２）管理者等への啓発・教育に課題

				①   地方公共団体職員だけでなく、首長・議会も含めた理解の促進が必要		・アクションプランや各種手引等による啓発・メッセージ発信【施策D④】
・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催【施策D②】
・専門家派遣【施策D④】
・PPPサポーター制度【施策D④】
・自治体訪問【施策D④】 ケイハツ チイキ カイサイ セイド ジチ カラダ ホウモン		・案件化を加速するプラットフォームの充実【施策D②】
・各種取組の継続実施 カクシュ トリクミ ケイゾク ジッシ

				②   地域コア人材の育成が必要

				③   公務員全体に対する幅広い理解の促進が必要

				２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分

				①   具体的な事例について、用語の統一に配慮しつつ分かりやすい方法で紹介（動画使用や成功団体の職員による説明等）する必要		・優先的検討規程の『運用の手引』に事例集を掲載
・内閣府のHPや各省庁にも事例集がすでに存在 ユウセンテキ ケントウ キテイ ウンヨウ テビ ジレイ シュウ ケイサイ ナイカク フ カクショウチョウ ジレイ シュウ ソンザイ		・情報の横展開時に留意
・PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組や組織設計等のエッセンス抽出、成功要因分析【施策D④（２）】
・市場性の低い低未利用公的不動産利活用の優良事例のエッセンス抽出、横展開【施策B①（３）】 ジョウホウ ヨコ テンカイ ジ リュウイ カツヨウ スス センシンテキ チホウ コウキョウ ダンタイ トリクミ セッケイ ナド セイコウ ヨウイン ブンセキ

				２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分

				①   それぞれの地方公共団体のPPP/PFIの経験値に応じた推進方策の検討が必要				・実施主体の裾野拡大の推進に向けて、実施主体の経験に応じて支援・情報の横展開【施策C①（３）】
・【再掲】優先的検討の負担軽減策として、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発（簡易検討におけるVFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査省略、代替措置としてサウンディング・定性評価の手法充実等）を検討【施策C①（２）】
・【再掲】市場性の低い低未利用公的不動産利活用の優良事例のエッセンス抽出、横展開【施策B①（３）】
・【再掲】プラットフォームを通じた地方公共団体に対する意識付け【施策D②】 スイシン ム ヨコ サイケイ ユウセンテキ ケントウ フタン ケイゲン サク ケントウ

				②   PPP/PFIの導入が進まない地方公共団体について、それぞれの地域の実情把握や進まない理由の分析が必要

				③   特に経験のない地方公共団体において、地元企業が能力を発揮できるような取り組みやすい事業や既に多くの成功事例が形成されている事業（サービス購入型事業等）の周知を図り、確実な実施を推進する取組が必要

				④   経験の少ない地方公共団体でも案件化を可能にするための人材の共有やノウハウの見える化が必要

				⑤   事業の特性や経験の蓄積に応じたPPP/PFI手続き（導入検討）の簡素化が必要

				３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について

				①   民間事業者・投資家の参入意欲を刺激する取組（例えば情報のオープンデータ化推進や流動化対応、市場規模の見える化、民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等）が必要		・民間提案推進マニュアルの改定 スイシン カイテイ		・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）【施策D③（１）】
・【再掲】PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組（民間提案窓口の設置等）等のエッセンス抽出、成功要因分析【施策D④（２）】
・【再掲】一層の見える化推進（主要事業分野の市場規模の見える化等）【施策D③（２）】
・公共情報の整備・公表・オープンデータ化推進【施策B①（２）】 カンミン タイワ フキュウ スイシン ミンカン テイアン セッキョクテキ カツヨウ ナド サイケイ サイケイ イッソウ ミ カ スイシン ナド

				②   専門人材（管理者等側コンサル、地方・中小企業を中心とする民間企業）の育成に改善余地		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催【施策D②】 チイキ カイサイ		・【再掲】案件化を加速するプラットフォームの充実【施策D②】 サイケイ アンケン カ カソク ジュウジツ

				③   地元企業や地域金融機関の一層の関与・協力を促す必要

				３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について

				①   官民対話が十分になされていないケースが存在		運営権ガイドライン改正（コンセッション） ウンエイ ケン カイセイ		・【再掲】官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）【施策D③（１）】
・官民のリスク分担や契約条件等の実態把握調査、対策検討 サイケイ ミンカン テイアン セッキョク テキ カツヨウ ナド カンミン ブンタン ケイヤク ジョウケンナド

				②   官民のリスク分担が明確化されていないケースが存在

				③   適切でない契約条件（料金設定、本体・付帯事業の分離、民間事業者へのインセンティブ措置、設計変更に伴う費用調整等）により、最適な民間事業者が参画せず、潜在的な事業価値を毀損したケースが存在



赤字：アクションプラン改定版に新たに掲げる施策案
青色ボックス：各課題に対する対策のキーワード
橙色網掛け：平成30年度の注力取組課題
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		【資料４－１②】　PPP/PFI推進アクションプラン平成30年改定骨子案 シリョウ スイシン ヘイセイ ネン カイテイ コッシ アン								3/5/18



				資料①における記載 シリョウ キサイ						資料③における記載（PPP/PFI推進のための施策） シリョウ キサイ スイシン シサク



				取組施策 トリクミ シサク		課題 カダイ				施策Ａ　コンセッション事業の推進 シサク

				・アクションプランにおける重点分野設定と施策展開　【内閣府・所管省庁】 ジュウテン ブンヤ セッテイ シサク テンカイ ナイカク フ ショカン ショウチョウ		２．（１）②				①コンセッション事業の具体化のため、重点分野における目標の設定

				・繰上償還　【内閣府・所管省庁】 クリアゲ ショウカン ナイカク フ ショカン ショウチョウ		２．（１）②

										②独立採算型だけでなく、混合型事業の積極的な検討推進



				取組施策 トリクミ シサク		課題 カダイ				施策Ｂ　公的不動産における官民連携の推進 シサク

										①地域の価値や住民満足度の向上、新たな投資やビジネス機会の創出に繋げ ツナ

										るための官民連携の推進

										（１）公園や遊休文教施設等の利活用推進

				・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定・公表・精緻化　【総務省】 サクテイ コウヒョウ セイチカ ソウムショウ		１．				（２）公共施設等総合管理計画・固定資産台帳の整備・公表による民間事

				・公共情報の整備・公表・オープンデータ化推進　【総務省】 コウキョウ ジョウホウ セイビ コウヒョウ カ スイシン ソウムショウ		３．（１）①				業者の参画を促す環境整備

				・市場性の低い低未利用公的不動産利活用の優良事例のエッセンス抽出、 シュツ		２．（３）、（４）				（３）優良事例のエッセンス抽出・横展開

				横展開　【内閣府】 ナイカク フ



				取組施策 トリクミ シサク		課題 カダイ				施策Ｃ　実効性のある優先的検討の推進 シサク

										①公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定・実行開始時期に当た

										る今後数年間において、国及び全ての地方公共団体で優先的検討規程の キテイ

										策定・運用が進むよう支援を実施

				・優先的検討規程の策定・運用の推進、要件化　【内閣府】 ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン ヨウケン カ ナイカク フ		２．（１）①				（１）国及び人口20万人以上の地方公共団体における的確な運用、優良事 コト

										例の横展開

				・優先的検討の負担軽減策として、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の		２．（１）①、（４）				（２）人口20万人未満の地方公共団体をはじめとする実施主体の負担軽減

				開発（簡易検討におけるVFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査 チョウサ						策として、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発（簡易検討における

				省略、代替措置としてサウンディング・定性評価の手法充実等）を検討						VFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査省略、代替措置として

				【内閣府】 ナイカク						サウンディング・定性評価の手法充実等を検討）

				・実施主体の裾野拡大の推進に向けて、実施主体の経験に応じて支援・情 ジョウ		２．（４）				（３）実施主体の裾野拡大に向けて、地方公共団体の経験値に応じた支援

				報の横展開　【内閣府】



				取組施策 トリクミ シサク		課題 カダイ				施策Ｄ　地域のPPP/PFI力の強化 シサク

										①インフラ分野での活用の裾野拡大

				・案件化を加速するプラットフォームの充実　【内閣府・国交省】 アンケン カ カソク ジュウジツ コッコウショウ		２．（２）、（４）、３．（１）②				②地域・ブロックプラットフォームを通じた案件形成

										③民間企業の参入意欲刺激

				・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）　【内閣府】		３．（１）①、（２）				（１）官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）

				・一層の見える化　【内閣府】 イッソウ ミ カ		３．（１）①				（２）PPP/PFI推進に資するデータの見える化推進

				・アクションプランや各種手引等による啓発・メッセージ発信、専門家派遣、 センモンカ ハケン		２．（２）				④情報提供等の地方公共団体に対する支援

				PPPサポーター制度、自治体訪問　【内閣府・国交省】 セイド ジチタイ ホウモン コッコウショウ

				・助言・ワンストップ機能の強化、管理者等に対する支援・モニタリングスキーム キョウカ		２．（１）③				（１）PFI法改正に伴う支援・モニタリングスキームの構築

				の詳細検討　【内閣府】

				・PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組や組織設計等 ナド		２．（３）				（２）先進的な地方公共団体における取組・組織設計等のエッセンス抽出・

				のエッセンス抽出、成功要因分析　【内閣府】						横展開

										⑤PFI推進機構の資金供給機能や案件形成のためのコンサルティング機能の

										積極的な活用 セッキョクテキ カツヨウ



				取組施策 トリクミ シサク		課題 カダイ

				・更なる啓発とメッセージ発信　【主に内閣府】 サラ ケイハツ ハッシン オモ ナイカク フ		１．				※左記の取組施策については、資料③（概要資料）には記載ないものの、 サキ トリクミ シサク シリョウ ガイヨウ シリョウ キサイ

				・PPP/PFI推進の障害事項の整理、対策検討　【内閣府】 スイシン ショウガイ ジコウ セイリ タイサク ケントウ		２．（１）①				　PPP/PFI推進アクションプラン本体には記載予定 キサイ

				・関係省庁における各種取組・支援の継続実施　 カンケイ ショウチョウ カクシュ トリクミ シエン ケイゾク ジッシ		２．（１）①、②、（２）

				・期間満了案件の効果検証　【内閣府】 キカン マンリョウ アンケン コウカ ケンショウ		２．（１）③

				・官民のリスク分担や契約条件等の実態把握調査、対策検討　【内閣府】		３．（２）①
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		【資料４－１①】　PPP/PFI推進に当たっての課題に対する取組施策案 シリョウ スイシン ア カダイ タイ トリクミ シサク アン



								赤字：アクションプラン改定版に新たに掲げる施策案

								【】：次々頁との対応符号 ジジ ページ タイオウ フゴウ



				「PPP/PFI推進に当たっての課題について」における課題分類 カダイ ブンルイ		これまでの取組施策（～平成29年度） トリクミ シサク ヘイセイ ネンド		今後の取組施策案（平成30年度～） コンゴ シサク アン ナイアン ヘイセイ ネンド

				１．PPP/PFI手法の有効性・必要性の共有が不十分

				①   公共施設の更新・維持管理に関する負担等、将来的な課題が管理者等や住民で十分には共有されていない		・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定を要請【施策B①（２）】
・ほぼ全ての地方公共団体が公共施設等総合管理計画を策定・公表【施策B①（２）】
・政府インターネットTV等による啓発
・アクションプランや各種手引等によるメッセージ発信 コウキョウシセツ ナド ソウゴウ カンリ ケイカク コベツ シセツ ケイカク サクテイ ヨウセイ シサク サクテイ コウヒョウ		・個別施設計画の策定・公表【施策B①（２）】
・公共施設等総合管理計画の精緻化【施策B①（２）】
・更なる啓発とメッセージ発信 コベツ シセツ ケイカク サクテイ コウヒョウ サラ ケイハツ ハッシン

				②   管理者等が公共施設等の資産を保有しないことの意義と課題が管理者等や住民で十分には共有されていない

				③   公共サービスの官民の役割分担やPPP/PFIの有効性・必要性が管理者等や住民で十分には共有されていない

				④   他の地方公共団体と比較した自らの地方公共団体におけるPPP/PFIの実施状況の見える化が十分でない		・都道府県単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数や優先的検討規程の策定状況等の見える化 トドウフケン タンイ ルイケイ ケンスウ ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ジョウキョウナド ミ カ		・一層の見える化推進（地方公共団体単位でのPFI＋PPP（類型Ⅱ・Ⅲ）件数の見える化等） イッソウ ミ カ スイシン チホウ タンイ ルイケイ ケンスウ ミ カ ナド

				２．（１）PPP/PFI制度面の課題

				①   PFI法をはじめとする法制度や優先的検討、支援制度の実効性・柔軟性に改善余地（PPP/PFI推進の障害事項の整理と対応、PFI手続きの簡素化、公的不動産利活用分野に関する検討等）		・法改正（PFI法・水道法：H30通常国会提出）
・優先的検討規程の策定・運用の推進【施策C①（１）】
・一部の事業分野における優先的検討の要件化【施策C①（１）】
・各事業分野における推進施策を各省庁で検討・展開
・多様な支援を各省庁が実施 ホウ ホウ スイドウ ホウ ツウジョウ コッカイ テイシュツ ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン カクジギョウ ブンヤ スイシン シサク カクショウチョウ ケントウ テンカイ タヨウ シエン カクショウチョウ ジッシ		・優先的検討の負担軽減策として、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発（簡易検討におけるVFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査省略、代替措置としてサウンディング・定性評価の手法充実等）を検討【施策C①（２）】
・障害事項の整理、対策検討
・各種取組・支援の継続実施 ユウセンテキ ケントウ フタン ケイゲン サク ケントウ カクシュ トリクミ シエン ケイゾク ジッシ

				②   PPP/PFI推進のインセンティブ施策の展開（特に進捗の芳しくない分野における集中的な展開）に改善余地		・アクションプランにおける重点分野設定と施策展開【施策A①】
・繰上償還（PFI法改正）【施策A①】
・先導的事業に対する導入可能性調査費の補助支援 ジュウテン ブンヤ セッテイ シサク テンカイ クリアゲ ショウカン センドウテキ ジギョウ タイ ドウニュウ ヒ シエン		・重点分野・施策のフォローアップ【施策A①】
・各種支援の継続実施（H30予算支援事業含む） ジュウテン ブンヤ シサク カクシュ シエン ケイゾク ジッシ ヨサン シエン ジギョウ フク

				③   助言機能の強化や案件調査の推進、各事業分野との連携に改善余地		・助言・ワンストップ機能強化（PFI法改正）【施策D④（１）】		・強化した助言・ワンストップ機能の実働（管理者等に対する支援・モニタリングスキームの詳細検討）【施策D④（１）】
・期間満了案件の効果検証 キョウカ ジョゲン キノウ ジツドウ カンリシャナド タイ シエン ショウサイ ケントウ キカン マンリョウ アンケン コウカ ケンショウ



								赤字：アクションプラン改定版に新たに掲げる施策案

								【】：次々頁との対応符号 ジジ ページ タイオウ フゴウ

				２．（２）管理者等への啓発・教育に課題

				①   地方公共団体職員だけでなく、首長・議会も含めた理解の促進が必要		・アクションプランや各種手引等による啓発・メッセージ発信【施策D④】
・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催【施策D②】
・専門家派遣【施策D④】
・PPPサポーター制度【施策D④】
・自治体訪問【施策D④】 ケイハツ チイキ カイサイ セイド ジチ カラダ ホウモン		・案件化を加速するプラットフォームの充実【施策D②】
・各種取組の継続実施 カクシュ トリクミ ケイゾク ジッシ

				②   地域コア人材の育成が必要

				③   公務員全体に対する幅広い理解の促進が必要

				２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分

				①   具体的な事例について、用語の統一に配慮しつつ分かりやすい方法で紹介（動画使用や成功団体の職員による説明等）する必要		・優先的検討規程の『運用の手引』に事例集を掲載
・内閣府のHPや各省庁にも事例集がすでに存在 ユウセンテキ ケントウ キテイ ウンヨウ テビ ジレイ シュウ ケイサイ ナイカク フ カクショウチョウ ジレイ シュウ ソンザイ		・情報の横展開時に留意
・PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組や組織設計等のエッセンス抽出、成功要因分析【施策D④（２）】
・市場性の低い低未利用公的不動産利活用の優良事例のエッセンス抽出、横展開【施策B①（３）】 ジョウホウ ヨコ テンカイ ジ リュウイ カツヨウ スス センシンテキ チホウ コウキョウ ダンタイ トリクミ セッケイ ナド セイコウ ヨウイン ブンセキ

				「PPP/PFI推進に当たっての課題について」における課題分類 カダイ ブンルイ		これまでの取組施策（～平成29年度） トリクミ シサク ヘイセイ ネンド		今後の取組施策案（平成30年度～） コンゴ シサク アン ナイアン ヘイセイ ネンド

				２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分

				①   それぞれの地方公共団体のPPP/PFIの経験値に応じた推進方策の検討が必要				・実施主体の裾野拡大の推進に向けて、実施主体の経験に応じて支援・情報の横展開【施策C①（３）】
・【再掲】優先的検討の負担軽減策として、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発（簡易検討におけるVFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査省略、代替措置としてサウンディング・定性評価の手法充実等）を検討【施策C①（２）】
・【再掲】市場性の低い低未利用公的不動産利活用の優良事例のエッセンス抽出、横展開【施策B①（３）】
・【再掲】プラットフォームを通じた地方公共団体に対する意識付け【施策D②】 スイシン ム ヨコ サイケイ ユウセンテキ ケントウ フタン ケイゲン サク ケントウ

				②   PPP/PFIの導入が進まない地方公共団体について、それぞれの地域の実情把握や進まない理由の分析が必要

				③   特に経験のない地方公共団体において、地元企業が能力を発揮できるような取り組みやすい事業や既に多くの成功事例が形成されている事業（サービス購入型事業等）の周知を図り、確実な実施を推進する取組が必要

				④   経験の少ない地方公共団体でも案件化を可能にするための人材の共有やノウハウの見える化が必要

				⑤   事業の特性や経験の蓄積に応じたPPP/PFI手続き（導入検討）の簡素化が必要

				３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について

				①   民間事業者・投資家の参入意欲を刺激する取組（例えば情報のオープンデータ化推進や流動化対応、市場規模の見える化、民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改善等）が必要		・民間提案推進マニュアルの改定 スイシン カイテイ		・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）【施策D③（１）】
・【再掲】PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組（民間提案窓口の設置等）等のエッセンス抽出、成功要因分析【施策D④（２）】
・【再掲】一層の見える化推進（主要事業分野の市場規模の見える化等）【施策D③（２）】
・公共情報の整備・公表・オープンデータ化推進【施策B①（２）】 カンミン タイワ フキュウ スイシン ミンカン テイアン セッキョクテキ カツヨウ ナド サイケイ サイケイ イッソウ ミ カ スイシン ナド

				②   専門人材（管理者等側コンサル、地方・中小企業を中心とする民間企業）の育成に改善余地		・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催【施策D②】 チイキ カイサイ		・【再掲】案件化を加速するプラットフォームの充実【施策D②】 サイケイ アンケン カ カソク ジュウジツ

				③   地元企業や地域金融機関の一層の関与・協力を促す必要

				３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について

				①   官民対話が十分になされていないケースが存在		運営権ガイドライン改正（コンセッション） ウンエイ ケン カイセイ		・【再掲】官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）【施策D③（１）】
・官民のリスク分担や契約条件等の実態把握調査、対策検討 サイケイ ミンカン テイアン セッキョク テキ カツヨウ ナド カンミン ブンタン ケイヤク ジョウケンナド

				②   官民のリスク分担が明確化されていないケースが存在

				③   適切でない契約条件（料金設定、本体・付帯事業の分離、民間事業者へのインセンティブ措置、設計変更に伴う費用調整等）により、最適な民間事業者が参画せず、潜在的な事業価値を毀損したケースが存在



赤字：アクションプラン改定版に新たに掲げる施策案
青色ボックス：各課題に対する対策のキーワード
橙色網掛け：平成30年度の注力取組課題
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				【資料４－１②】　PPP/PFI推進アクションプラン平成30年改定骨子案 シリョウ スイシン ヘイセイ ネン カイテイ コッシ アン								3/5/18



						資料Ａにおける記載 シリョウ キサイ						資料Ｃにおける記載（PPP/PFI推進のための施策） シリョウ キサイ スイシン シサク



						取組施策 トリクミ シサク		課題 カダイ				施策Ａ　コンセッション事業の推進 シサク

						・アクションプランにおける重点分野設定と施策展開　【内閣府・所管省庁】 ジュウテン ブンヤ セッテイ シサク テンカイ ナイカク フ ショカン ショウチョウ		２．（１）②				①コンセッション事業の具体化のため、重点分野における目標の設定

						・繰上償還　【内閣府・所管省庁】 クリアゲ ショウカン ナイカク フ ショカン ショウチョウ		２．（１）②

												②独立採算型だけでなく、混合型事業の積極的な検討推進



						取組施策 トリクミ シサク		課題 カダイ				施策Ｂ　公的不動産における官民連携の推進 シサク

												①地域の価値や住民満足度の向上、新たな投資やビジネス機会の創出に繋げ ツナ

												るための官民連携の推進

												（１）公園や遊休文教施設等の利活用推進

						・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定・公表・精緻化　【総務省】 サクテイ コウヒョウ セイチカ ソウムショウ		１．				（２）公共施設等総合管理計画・固定資産台帳の整備・公表による民間事

						・公共情報の整備・公表・オープンデータ化推進　【総務省】 コウキョウ ジョウホウ セイビ コウヒョウ カ スイシン ソウムショウ		３．（１）①				業者の参画を促す環境整備

						・市場性の低い低未利用公的不動産利活用の優良事例のエッセンス抽出、 シュツ		２．（３）、（４）				（３）優良事例のエッセンス抽出・横展開

						横展開　【内閣府】 ナイカク フ



						取組施策 トリクミ シサク		課題 カダイ				施策Ｃ　実効性のある優先的検討の推進 シサク

												①公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定・実行開始時期に当た

												る今後数年間において、国及び全ての地方公共団体で優先的検討規程の キテイ

												策定・運用が進むよう支援を実施

						・優先的検討規程の策定・運用の推進、要件化　【内閣府】 ユウセンテキ ケントウ キテイ サクテイ ウンヨウ スイシン ヨウケン カ ナイカク フ		２．（１）①				（１）国及び人口20万人以上の地方公共団体における的確な運用、優良事 コト

												例の横展開

						・優先的検討の負担軽減策として、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の		２．（１）①、（４）				（２）人口20万人未満の地方公共団体をはじめとする実施主体の負担軽減

						開発（簡易検討におけるVFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査 チョウサ						策として、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発（簡易検討における

						省略、代替措置としてサウンディング・定性評価の手法充実等）を検討						VFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査省略、代替措置として

						【内閣府】 ナイカク						サウンディング・定性評価の手法充実等を検討）

						・実施主体の裾野拡大の推進に向けて、実施主体の経験に応じて支援・情 ジョウ		２．（４）				（３）実施主体の裾野拡大に向けて、地方公共団体の経験値に応じた支援

						報の横展開　【内閣府】



						取組施策 トリクミ シサク		課題 カダイ				施策Ｄ　地域のPPP/PFI力の強化 シサク

												①インフラ分野での活用の裾野拡大

						・案件化を加速するプラットフォームの充実　【内閣府・国交省】 アンケン カ カソク ジュウジツ コッコウショウ		２．（２）、（４）、３．（１）②				②地域・ブロックプラットフォームを通じた案件形成

												③民間企業の参入意欲刺激

						・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）　【内閣府】		３．（１）①、（２）				（１）官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）

						・一層の見える化　【内閣府】 イッソウ ミ カ		３．（１）①				（２）PPP/PFI推進に資するデータの見える化推進

						・アクションプランや各種手引等による啓発・メッセージ発信、専門家派遣、 センモンカ ハケン		２．（２）				④情報提供等の地方公共団体に対する支援

						PPPサポーター制度、自治体訪問　【内閣府・国交省】 セイド ジチタイ ホウモン コッコウショウ

						・助言・ワンストップ機能の強化、管理者等に対する支援・モニタリングスキーム キョウカ		２．（１）③				（１）PFI法改正に伴う支援・モニタリングスキームの構築

						の詳細検討　【内閣府】

						・PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組や組織設計等 ナド		２．（３）				（２）先進的な地方公共団体における取組・組織設計等のエッセンス抽出・

						のエッセンス抽出、成功要因分析　【内閣府】						横展開

												⑤PFI推進機構の資金供給機能や案件形成のためのコンサルティング機能の

												積極的な活用 セッキョクテキ カツヨウ



						取組施策 トリクミ シサク		課題 カダイ

						・更なる啓発とメッセージ発信　【主に内閣府】 サラ ケイハツ ハッシン オモ ナイカク フ		１．				※左記の取組施策については、資料③（概要資料）には記載ないものの、 サキ トリクミ シサク シリョウ ガイヨウ シリョウ キサイ

						・PPP/PFI推進の障害事項の整理、対策検討　【内閣府】 スイシン ショウガイ ジコウ セイリ タイサク ケントウ		２．（１）①				　PPP/PFI推進アクションプラン本体には記載予定 キサイ

						・関係省庁における各種取組・支援の継続実施　 カンケイ ショウチョウ カクシュ トリクミ シエン ケイゾク ジッシ		２．（１）①、②、（２）

						・期間満了案件の効果検証　【内閣府】 キカン マンリョウ アンケン コウカ ケンショウ		２．（１）③

						・官民のリスク分担や契約条件等の実態把握調査、対策検討　【内閣府】		３．（２）①
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赤字：アクションプラン改定版に新たに掲げる施策案
【】：資料Ｂとの対応符号

「PPP/PFI推進に当たっての課題について」における課題分類 これまでの取組施策（～平成29年度） 今後の取組施策案（平成30年度～）

①   地方公共団体職員だけでなく、首長・議会も含めた理解
の促進が必要

②   地域コア人材の育成が必要

③   公務員全体に対する幅広い理解の促進が必要

①   具体的な事例について、用語の統一に配慮しつつ分かり
やすい方法で紹介（動画使用や成功団体の職員による説明
等）する必要

・優先的検討規程の『運用の手引』に事例集を掲載
・内閣府のHPや各省庁にも事例集がすでに存在

・情報の横展開時に留意
・PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取
組や組織設計等のエッセンス抽出、成功要因分析【施策D④
（２）】
・市場性の低い低未利用公的不動産利活用の優良事例の
エッセンス抽出、横展開【施策B①（３）】

①   それぞれの地方公共団体のPPP/PFIの経験値に応じた
推進方策の検討が必要

②   PPP/PFIの導入が進まない地方公共団体について、それ
ぞれの地域の実情把握や進まない理由の分析が必要

③   特に経験のない地方公共団体において、地元企業が能
力を発揮できるような取り組みやすい事業や既に多くの成功事
例が形成されている事業（サービス購入型事業等）の周知を
図り、確実な実施を推進する取組が必要

④   経験の少ない地方公共団体でも案件化を可能にするた
めの人材の共有やノウハウの見える化が必要

⑤   事業の特性や経験の蓄積に応じたPPP/PFI手続き（導
入検討）の簡素化が必要

２．（３）分かりやすい情報の横展開が不十分

２．（４）経験の少ない地方公共団体や小規模の地方公共団体に対する案件化の促進が不十分

・実施主体の裾野拡大の推進に向けて、実施主体の経験に
応じて支援・情報の横展開【施策C①（３）】
・【再掲】優先的検討の負担軽減策として、柔軟性・実効性の
ある検討・導入手法の開発（簡易検討におけるVFM計算省
略、詳細検討における導入可能性調査省略、代替措置とし
てサウンディング・定性評価の手法充実等）を検討【施策C①
（２）】
・【再掲】市場性の低い低未利用公的不動産利活用の優良
事例のエッセンス抽出、横展開【施策B①（３）】
・【再掲】プラットフォームを通じた地方公共団体に対する意識
付け【施策D②】

２．（２）管理者等への啓発・教育に課題

・アクションプランや各種手引等による啓発・メッセージ発信【施
策D④】
・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催【施策D
②】
・専門家派遣【施策D④】
・PPPサポーター制度【施策D④】
・自治体訪問【施策D④】

・案件化を加速するプラットフォームの充実【施策D②】
・各種取組の継続実施

PPP/PFI推進に当たっての課題に対する取組施策/内閣府案② 【資料Ａ】
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赤字：アクションプラン改定版に新たに掲げる施策案
【】：資料Ｂとの対応符号

「PPP/PFI推進に当たっての課題について」における課題分類 これまでの取組施策（～平成29年度） 今後の取組施策案（平成30年度～）

①   民間事業者・投資家の参入意欲を刺激する取組（例え
ば情報のオープンデータ化推進や流動化対応、市場規模の見
える化、民間事業者への負担軽減措置、参入阻害要因の改
善等）が必要

・民間提案推進マニュアルの改定

・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）【施
策D③（１）】
・【再掲】PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体にお
ける取組（民間提案窓口の設置等）等のエッセンス抽出、
成功要因分析【施策D④（２）】
・【再掲】一層の見える化推進（主要事業分野の市場規模
の見える化等）【施策D③（２）】
・公共情報の整備・公表・オープンデータ化推進【施策B①
（２）】

②   専門人材（管理者等側コンサル、地方・中小企業を中
心とする民間企業）の育成に改善余地

③   地元企業や地域金融機関の一層の関与・協力を促す必
要

①   官民対話が十分になされていないケースが存在

②   官民のリスク分担が明確化されていないケースが存在

③   適切でない契約条件（料金設定、本体・付帯事業の分
離、民間事業者へのインセンティブ措置、設計変更に伴う費用
調整等）により、最適な民間事業者が参画せず、潜在的な
事業価値を毀損したケースが存在

３．（２）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／個別事業の実施について

運営権ガイドライン改正（コンセッション）
・【再掲】官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用
等）【施策D③（１）】
・官民のリスク分担や契約条件等の実態把握調査、対策検
討

３．（１）新規事業者・投資家の参画しやすくなるような環境整備／全体的な環境整備について

・地域プラットフォーム・ブロックプラットフォームの開催【施策D
②】 ・【再掲】案件化を加速するプラットフォームの充実【施策D②】

PPP/PFI推進に当たっての課題に対する取組施策/内閣府案③ 【資料Ａ】
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PPP/PFI推進アクションプラン平成30年改定骨子/内閣府案 【資料Ｂ】

資料Ａにおける記載 資料Ｃにおける記載（PPP/PFI推進のための施策）
取組施策 課題 施策Ａ　コンセッション事業の推進

・アクションプランにおける重点分野設定と施策展開 ２．（１）② ①コンセッション事業の具体化のため、重点分野における目標の設定
・繰上償還 ２．（１）②

②独立採算型だけでなく、混合型事業の積極的な検討推進

取組施策 課題 施策Ｂ　公的不動産における官民連携の推進
①地域の価値や住民満足度の向上、新たな投資やビジネス機会の創出に繋げる
ための官民連携の推進
（１）公園や遊休文教施設等の利活用推進

・公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定・公表・精緻化 １． （２）公共施設等総合管理計画・固定資産台帳の整備・公表による民間事業
・公共情報の整備・公表・オープンデータ化推進 ３．（１）① 者の参画を促す環境整備
・市場性の低い低未利用公的不動産利活用の優良事例のエッセンス抽出、横展開 ２．（３）、（４） （３）優良事例のエッセンス抽出・横展開

取組施策 課題 施策Ｃ　実効性のある優先的検討の推進
①公共施設等総合管理計画・個別施設計画の策定・実行開始時期に当たる
今後数年間において、国及び全ての地方公共団体で優先的検討規程の策定・
運用が進むよう支援を実施

・優先的検討規程の策定・運用の推進、要件化 ２．（１）① （１）国及び人口20万人以上の地方公共団体における的確な運用、優良事
例の横展開

・優先的検討の負担軽減策として、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発 ２．（１）①、（４） （２）人口20万人未満の地方公共団体をはじめとする実施主体の負担軽減
（簡易検討におけるVFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査省略、 策として、柔軟性・実効性のある検討・導入手法の開発（簡易検討における
代替措置としてサウンディング・定性評価の手法充実等）を検討 VFM計算省略、詳細検討における導入可能性調査省略、代替措置として

サウンディング・定性評価の手法充実等を検討）
・実施主体の裾野拡大の推進に向けて、実施主体の経験に応じて支援・情報の ２．（４） （３）実施主体の裾野拡大に向けて、地方公共団体の経験値に応じた支援
横展開

取組施策 課題 施策Ｄ　地域のPPP/PFI力の強化
①インフラ分野での活用の裾野拡大

・案件化を加速するプラットフォームの充実 ２．（２）、（４）、３．（１）② ②地域・ブロックプラットフォームを通じた案件形成
③民間企業の参入意欲刺激

・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等） ３．（１）①、（２） （１）官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）
・一層の見える化 ３．（１）① （２）PPP/PFI推進に資するデータの見える化推進
・アクションプランや各種手引等による啓発・メッセージ発信、専門家派遣、PPP ２．（２） ④情報提供等の地方公共団体に対する支援
サポーター制度、自治体訪問
・助言・ワンストップ機能の強化、管理者等に対する支援・モニタリングスキームの ２．（１）③ （１）PFI法改正に伴う支援・モニタリングスキームの構築
詳細検討
・PPP/PFIの活用が進む先進的な地方公共団体における取組や組織設計等の ２．（３） （２）先進的な地方公共団体における取組・組織設計等のエッセンス抽出・
のエッセンス抽出、成功要因分析 横展開

⑤PFI推進機構の資金供給機能や案件形成のためのコンサルティング機能の
積極的な活用

取組施策 課題
・更なる啓発とメッセージ発信 １． ※左記の取組施策については、資料Ｃ（概要資料）には記載ないものの、
・PPP/PFI推進の障害事項の整理、対策検討 ２．（１）① 　PPP/PFI推進アクションプラン本体には記載予定
・関係省庁における各種取組・支援の継続実施 ２．（１）①、②、（２）
・期間満了案件の効果検証 ２．（１）③
・官民のリスク分担や契約条件等の実態把握調査、対策検討 ３．（２）①



毎年度のフォローアップと事業規模や施策の進捗状況の「見える化」、アクションプランの見直しＰＤＣＡサイクル

２１兆円（平成２５～３４年度の１０年間）
コンセッション事業７兆円、収益型事業５兆円（人口２０万人以上の各地方公共団体で実施を目指す） 、
公的不動産利活用事業４兆円（人口２０万人以上の各地方公共団体で２件程度の実施を目指す）、その他事業５兆円

事業規模目標

○コンセッション事業の具体化のため、重点分野にお
ける目標の設定

○独立採算型だけでなく、混合型事業の積極的な検
討推進

コンセッション事業の推進

○インフラ分野での活用の裾野拡大

○地域・ブロックプラットフォームを通じた案件形成、
民間企業の参入意欲刺激

・官民対話の普及推進（民間提案の積極的活用等）

・地元企業の事業力強化

・PPP/PFI推進に資するデータの見える化推進

○情報提供等の地方公共団体に対する支援

・PFI法改正に伴う支援・モニタリングスキームの構築

・先進的な地方公共団体における取組・組織設計等
のエッセンス抽出・横展開

○PFI推進機構の資金供給機能や案件形成のための
コンサルティング機能の積極的な活用

地域のPPP/PFI力の強化

○地域の価値や住民満足度の向上、新たな投資や
ビジネス機会の創出に繋げるための官民連携の
推進

・公園や遊休文教施設等の利活用推進

・公共施設等総合管理計画・固定資産台帳の整備・
公表による民間事業者の参画を促す環境整備

・優良事例のエッセンス抽出・横展開

公的不動産における官民連携の推進

○公共施設等総合管理計画・個別施設計画の
策定・実行開始時期に当たる今後数年間に
おいて、国及び全ての地方公共団体で優先
的検討規程の策定・運用が進むよう支援を
実施

・国及び人口20万人以上の地方公共団体にお
ける的確な運用、優良事例の横展開

・人口20万人未満の地方公共団体をはじめと
する実施主体の負担軽減策として、柔軟性・
実効性のある検討・導入手法の開発（簡易検
討におけるVFM計算省略、詳細検討におけ
る導入可能性調査省略、代替措置としてサウ
ンディング・定性評価の手法充実等を検討）

・実施主体の裾野拡大に向けて、地方公共団
体の経験値に応じた支援

実効性のある優先的検討の推進

PPP/PFI推進のための施策

改
定
版
概
要

※橙字は主な改定事項

今後多くの公共施設等が老朽化による更新時期を迎える中、公的負担の抑制に資するＰＰＰ／ＰＦＩが有効な事業は
どの地方公共団体等でも十分に起こりうるものであり、良好な公共サービスの実現・新たなビジネス機会の創出も
期待できるため、国及び地方は一体となってＰＰＰ／ＰＦＩの更なる推進を行う必要がある

背
景

空港【６件達成】、水道【６件：～平成３０年度】、下水道【６件：～平成２９年度】
道路【１件達成】、文教施設【３件：～平成３０年度】、公営住宅【６件：～平成３０年度】
クルーズ船向け旅客ターミナル施設 【３件：～平成３１年度】、ＭＩＣＥ施設 【６件：～平成３１年度】

コンセッション事業
等の重点分野

ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプラン平成３０年改定概要/内閣府案 【資料Ｃ】

・ 実施主体の裾野拡大に向けて、実施主体の経験に応じた推進を図るとの観点から施策をブラッシュアップ
・ 平成２９年度フォローアップに基づき、その他の施策（公的不動産における官民連携の推進等）もブラッシュアップ
・ 空港をはじめとするコンセッション事業等の重点分野に○○を追加

改
定
の

ポ
イ
ン
ト

更新予定（未来投資会議）
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